


中国海洋大学と国際研究協力協定の調印

調印署名中の尾添理事長（中央左側）と Ｄｒ．Ｆｅｎｇ Ｒｕｉｌｏｎｇ書記（中央右側）

（平成１５年９月２３日，中華人民共和国，青島）

日韓共同セミナーの開催

韓国産業安全公団産業安全保健研究院との日韓共同セミナーにおける講演者等

（平成１５年９月２５日，大韓民国，ソウル）



平成１５年度外部研究評価会議の開催

外部研究評価会議実施状況（平成１５年１１月１０日）

平成１５年度産業安全に関する情報交換会の開催

情報交換会における討議のもよう（平成１５年１１月２７日）



科学技術週間に研究所施設を一般公開

研究施設一般公開のもよう（建設安全実験棟，平成１５年４月１８日）

平成１５年度安全技術講演会の開催

安全技術講演会（九州会場）のもよう（平成１５年９月１１日）



化学物質危険性測定セミナー開催（安全工学協会との共催）

セミナーにおける測定機器を用いた測定実習（平成１５年１０月１５日）

海外研究者の来訪

水素爆発危険性に関する講演討論会で講演する ＭｃＧｉｌｌ Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ Ｃａｎａｄａの Ｊ．Ｈ．Ｓ．Ｌｅｅ教授

（産業安全研究所主催，平成１５年１２月１６日）



新規に導入された研究施設・実験設備

遠心載荷実験装置（土砂崩壊現象の解明・事故原因調査等に活用）

ガスモニター測定装置（物質の反応・爆発現象の解明，災害原因物質の調査等に活用）



周辺環境再現模型（足場等の風による倒壊災害防止研究において

風環境シミュレータ内に設置された模型と模型実験状況）

広域 3次元画像情報統合システム（人間・機械協調型作業システムの基礎的

安全技術に関する研究における実験システムと作成された 3次元画像）
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光光

グラフ質量分析計
可視化装置システム
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・ ボッ
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第 章

度の研究課題

ト研究
の保守管理システム高
スジブ移動式クレーン

度化
の荷

調査及び研究

のための損傷評価技術
重特性の現場計測及び

業務
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移動
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開発（機械システム安
式クレーンの荷重モ

全研
ニタ
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作

ス構造へ赤外線法，箱

ージ等による疲労損傷
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設
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技
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ル
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ア
グ
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建築物の屋根工事にお
物質の爆発危険性の解明

のた
ける

災害の調査・分析

性および作業性に及

型枠支保工の安全性に
全研究グループ）

ぼす

関

めの安全性評価に関す
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イクル品・廃棄物処理

スの
工場
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価
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）
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気
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セ
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図 トンラフテレーンクレーン

図 測定時刻歴波形の一例

図 応力スペクトル（ 日間分）

平成 年度の研究成果の概要

）プロジェクト研究

建設機械の保守管理システム高度化のための損傷評価

技術の開発

移動式クレーンの荷重モニタリング

機械システム安全研究グループ
吉見雅行，吉久悦二，前田 豊

本田 尚，山際謙太

．緒言

近年，構造物のメンテナンスの重要性が増している。
移動式クレーンもその例外ではなく，疲労を含めて部
材の強度を評価する必要がある。疲労設計あるいはク
レーンのメンテナンスのためには，応力変動（応力振
幅，回数等）の把握が重要と考えられるが，クレーン
の稼動時に応力変動を実測した例は多くない。そこで，
現場で作業中のラフテレーンクレーンを対象に，ジブ
部の応力測定を実施した。
．作業場での移動式クレーン負荷計測

測定対象のクレーンは，建設工事会社の機材セン
ターでの機材の移動作業に使用されている， トン級
のラフテレーンクレーンである（図 ）。本機の稼動
時のジブの応力を 軸ひずみゲージをジブ長軸方向に
貼付して測定した。応力測定に加えて，クレーンの姿
勢・動作も同時に記録した。記録変量は，ジブ長。起
伏角，旋回角，起伏シリンダ油圧である。
．測定結果の概要およびまとめ

測定時刻歴波形例を図 に， 日間分の作業に対す
るレインフロー応力スペクトルを図 に示す。ジブの
応力変動は，ジブの引き起こしによる静的変動，作業
に伴う姿勢変化に応じた静的変動，姿勢の変化時，動
作開始時にみられる動的変動の三種類の変動に大別で
きる。
大振幅の応力変動は，主にクレーンの引き起こし等
の姿勢変化によってもたらされ，変動回数は少ない。
衝撃荷重は，静的変動と重なることにより応力変動の
最大振幅値を増加させるが，ピーク値以外の振動部分
は振幅が小さいため疲労には重要ではない。したがっ
て，疲労を含めたクレーン部材の強度評価に対しては，
動的応力の影響は静的応力の割増分として考慮すれば
よい。
．おわりに

これまでの研究で得られた負荷データの開示方法等
について検討中である。



図 疲労き裂についての探傷例

表 各欠陥に対する測定結果

図 法による探傷

図 突合わせ溶接平板試験体

建設機械の保守管理システム高度化のための損傷評価

技術の開発

構造部材の損傷検出技術の高度化

機械システム安全研究グループ 吉久悦二， 本田 尚

．はじめに

建設機械では，個々の機械によって使用時の負荷の
大きさ・頻度が異なることから，使用状況に応じた保
守検査間隔を導入することが望ましい。適切な検査間
隔を設定するには，実働負荷を把握するとともに，検
査時に，部材の疲労き裂等の損傷を検出し，その位置，
大きさを評価する必要がある。 法は超音波探
傷法の一手法で，パルス反射法と比べて，迅速且つ比
較的容易に欠陥の検出とサイジングができ，厚肉容器
の探傷に用いられるようになってきている。
そこで本研究では，クレーンのボックスジブ部材を

想定した薄板に溶接欠陥，疲労き裂を導入し，
法による探傷を試みた。
．実験方法

図 は突合わせ溶接平板試験体を示したもので，
溶接のビード内に，縦・横方向の表面開口疲労

き裂（深さ 及び の疲労き裂付きブロックを埋
込んで，周囲を 溶接した．）の他，ブローホール
（ ），融合不良（ ），溶込み不足（ ）を溶接欠陥と
してを導入した。図 に探傷の様子を示す。溶接ビー
ドを挟んで送受信用探触子を配し，欠陥端部で回折す
る縦波の到達時間から，欠陥端部の位置が求められる。
．実験結果

疲労き裂の探傷例を図 に示す。上が スコープ像
で，そこに見られる明暗は，左端が表面を伝ぱして来
たラテラル波，右端が底面での反射波で，底面波の左
側に見える孤立した縞がき裂先端の回折波である。な
お，下はき裂位置での スコープ波形である。
表 は各欠陥の測定結果で，幅については 線探

傷による結果と差が殆どなかった（幅広の板の場合，
線探傷では深さ方向の情報は得られない。）。疲労き
裂はブロック埋込み前より深くなっているが，これは
ブロック周囲を溶接した際にき裂を開口させる力が作
用し，き裂が進展したためと思われる．欠陥部を含む
小ブロックを切出して，側面から水浸探傷を行うこと
により， 法の測定精度の確認を行っている。
．おわりに

引き続き，クレーンブーム角溶接部を模擬した 型
試験体について，同様の実験を行う。

欠陥の種類

疲労き裂

疲労き裂

疲労き裂

疲労き裂

ブロホール

融合不良

溶込み不足

幅（ ） 端部の位置 表面側 底面側（ ）

（表面開口）

（表面開口）

（表面開口）

（表面開口）



図 実験システムの概要

図 ボルトの配置

図 軸力の変動幅と負荷の繰返し数

建設機械の保守管理システム高度化のための損傷評価

技術の開発

接合部材の疲労損傷モニタリング技術の開発

機械システム安全研究グループ 本田 尚
筑波大 佐々木哲也

．緒言

建設機械の破壊防止は，負荷データと非破壊検査の
損傷検出限界値から適切に導き出された間隔で行われ
る保守点検によって達成できると考えられる。しかし，
実際には旋回輪ボルトのように非破壊検査の困難な場
所もあり，また非破壊検査における欠陥の見落としの
可能性も否定できない。
そこで本研究では，建設機械の部材の接合部に発生
する疲労き裂をひずみゲージを用いてリアルタイム・
モニタリングする技術を開発することを試みる。今年
度は，フランジ型ボルト接合継手を用いた疲労き裂進
展実験を行い，ボルトに発生・進展する疲労損傷のモ
ニタリング特性を評価した。
．実験方法

図 に本研究で使用した実験システムの概要を示す。
フランジは，ひずみゲージを埋込んだ数本の 六角
穴付き型ボルトで接合され， の一定振幅荷重が
負荷される，ゲージの出力は，ひずみ計の機能を持っ
たインターフェースを介して，パーソナルコンピュー
タに取込まれる。本実験では，サンプリング周波数

で， 分ごとに 秒間のデータを取
込み，その変化を調べた。また，継手に一定以上の変
位が認められた時には，破断したものと見なして試験
を停止した。
．実験結果及びまとめ

図 ， に 本のボルトでフランジを接合した一実
験での，ボルトの配置と各ボルトに作用する軸力の変
動幅 負荷回数の関係を示す。ボルトの軸力の平均値
と負荷回数の関係も，図 と酷似していた。図 で斜
線を付けたボルトは，破断したものである。図 に見
られるように， のボルトは， 弱のサ
イクル数で，疲労き裂の進展にともなって軸力が低下
し始め，破断した。その際に他の 本のボルトすべてで，
程度の差はあるが軸力の再配分による変化が認められ
る。この場合の継手破断は サイクルを越えて
おり，継手の破断以前に，十分な余裕をもってボルト
の損傷が捕らえられる。また， 本のボルトすべての
軸力をモニタリングする必要はなく，いずれか 本で
可能である。また，より安全を見込む場合は，対角に
配置したボルト 本の軸力をモニタリングすれば，ど

の位置のボルトが破断しても，十分にそれを検出でき
ると言える。

本のボルトで接合されたフランジが， 程度
の負荷で破断する場合，ひずみゲージ埋込みボルトと
通常ボルトを交互に 本ずつ用いた場合も含めて，他
の試験結果でも，同様な結果が得られた。



図 全速力回避動作時の動作姿勢と部位速度

人間・機械協調型作業システムの基礎的安全技術に関

する研究

人間と機械の共存・協調条件と本質安全構造の解明

（移動ロボットの動作環境における危険回避動作）

機械システム安全研究グループ 池田博康，齋藤 剛

．はじめに

人間と作業空間を共有し，搭載しているマニピュ
レータで協調作業を行う移動ロボットに対して，リス
ク評価を行うためには，リスク要素の定量的な見積も
りが必要となる。このような移動ロボットによる挟圧
や衝突に対する基本的なリスク要素である「傷害の程
度 ，「接触の頻度」，「回避可能性」を対象にして，分
析を行っている。今回は，人間の危険回避可能性につ
いて人体動作特性から検討を加えた。
．危険回避動作の分類

移動ロボットの作業環境における人間の回避可能性
を調べるため，部品を加工機械へ搬送・設置する移動
ロボットと人間が混在する実際の製造ラインの作業分
析を行った。また，類似作業として，バランサー利用
の重量物搬送作業，及び非産業分野での協調作業事例
についても同様に分析を行った。
その結果より，危険源への人間の対処によって回避

動作を以下のように分類することができる。
．直接回避 危険源への曝露回避（反射的動作，理

性的動作による遠離）
危険源の低減（阻止，抑制，消散）

．間接回避 危険源の除去（非常停止操作など）
ここで，危険源とは，移動ロボット自体，あるいはそ
れがもたらす物理特性（速度や力）を指す。すなわち，
危険源の低減は，移動ロボットの持つ運動エネルギー
の人体へ過度に伝達されることを人体動作により防ぐ
ことである。なお，危険源の除去は，移動ロボットに
よる回避動作あるいは停止を行わせる指示である。
．人体動作特性と直接回避可能性

移動ロボットの接近に対して人間が直接回避できる
可能性は，ロボット及び人間の動作速度，警告や回避
空間等の環境要因，危険源の認識の程度や反応時間等
に依存する。人間が視覚によって危険源を把握できず，
かつ 以上の退避空間が確保できない場合，人
間の回避可能性はロボットの物理特性に依存する。
一方，危険源の視覚認識が可能な場合は，人間の意

識的な回避動作速度に依存する。そこで，典型的な回
避動作パターンから人体各部位の回避動作速度を計測
した。図 は，立位の成人男性が，後方の危険源から
全速力で逃げるときの動作軌跡と部位速度を記録した

例である。上図は，頭，肩，肘，手先，腰，膝，足先
の位置をスティック上に繋いで，人体側面から見た姿
勢を表しており，下図は頭，手先，膝の人体側面から
見た速度変化を示している。上肢，下肢の瞬発的な動
作に比べて頭や胴体は平均 であったが，無人
搬送車の走行速度の目安 よりは余裕のある値
と言える。
図 は回避動作としては理想的状況であるため，人

体各部位の動作が最高速度に達するまでにはある程度
の時間が必要である。例えば，屈んだ姿勢から腰の速
度が に達するまで約 必要であった。その
間の回避可能性を高めるためには，間接回避の効果を
相乗させて，移動ロボットの制動・停止を図ることが
重要である。
．間接回避可能性の効果

接近する移動ロボットを停止させるための非常停止
操作は，人間がロボットの接近を認識して非常停止装
置を操作するまで平均 要した。これにロボット
システム応答時間と惰走時間を加えると，間接回避に
要する時間となる。したがって，最悪の回避パターン
を想定すると，ロボット動作速度を低速に抑制するか，
非常停止操作の短縮が求められる。前者の目安として
は， の動作速度（マニピュレータ部）が提
唱されており，後者の実現にはイネーブル装置の利用
が有効である。
今後，残るリスク要素の分析を進めて，人間側から
のリスク評価の指標を提案する予定である。



図 移動体追跡実験

図 方位角による移動体存在領域の生成

図 立体視カメラ（左）と 次元空間情報統合システム（右）

図 立体視カメラにより再構成された実験空間

人間・機械協調型作業システムの基礎的安全技術に関

する研究

環境認識技術等を応用した移動体追跡手法の開発

境界領域人間科学安全研究グループ 濱島京子，呂 健
重点研究支援協力員 石原浩二

．はじめに

本研究では，人間・機械協調型作業システムや保
守・整備作業など，作業者と運転中の機械が近接する
環境で使用可能な画像監視装置の開発を目標とし，機
械と人間の位置関係を取得し安全状態を判別する手法，
ジェスチャ認識によるマンマシンインターフェース手
法について検討している。本稿では，全方位視覚セン
サを用いた移動体追跡システムによる，移動ロボット
制御実験の結果と問題点，ジェスチャ認識のための立
体視カメラシステムの導入について報告する。
．移動ロボット制御実験

まず、移動ロボットの走行停止に要する時間を算出
する予備実験を行った。これにより，停止命令送信か
ら停止完了までに 秒を要する事が判明した。この
値を基にして移動体追跡システムに安全距離を設定し
た。静止状態にあるダミー人形へ向けて移動ロボット
を走行させる実験では，人形から約 手前（ロボッ
トと人形の中心間距離では約 ）でロボットを停止
させることができた。実験の様子を図 に示す。
．実験により明らかになった問題点

以下の理由から安全状態判別に誤判定が生じ，ロボ
ットを停止させられない事態が度々発生した。
（ ）オクルージョンによる位置計測精度の低下
（ ）キャリブレーション誤差等による検知漏れの発生
そこで移動体検出方法について再検討をし，移動体
方位角の重複情報を用いて存在領域を検出する方法へ
と検出方法を変更した。図 は各カメラが捉えた移動
体方位角を画像上に描写したものである。色の最も濃
い領域が移動体存在領域を表している。 年度はこ
の手法の有効性，安全性を検証していく。
．立体視カメラの導入

ジェスチャ認識のための立体視カメラシステムを導
入し，予備実験を行った。 眼式立体視カメラで取得
した視差画像に基づいて三角測量計算を行い，パソコ
ン上で監視目標の距離及び 次元位置情報を取得する。
視差情報は相対的な情報を利用するため，単眼カメ
ラを利用する際に問題となりやすい照明変化の影響を
受けにくい。一方，移動ロボット等を用いる 工場
のような相対的に広い現場を監視対象とする場合は，
台の立体視カメラ視野では全空間を観測できないた

め，複数台のカメラを組み合わせる必要がある。この
場合，各カメラの 次元情報を統合しなければならな
い。本研究では 台の立体視カメラと用いた広域 次
元空間情報統合システムを構築した。
現在，統合した 次元空間情報を用いた移動体の検
出・追跡方法を開発中であり， 年度末までに完成
する予定である。 年度以降は， 次元空間情報を用
いたジェスチャ認識方法を開発して，ジェスチャによ
るマン マシンインターフェースとその安全性につい
て検討する予定である。



図 推論エンジンの例

どのようにすれば？（人）

（作業）

（設備） どのようにすれば？

直 接 原 因 根 本 原 因 抜 本 的 対 策

図 根本原因究明の実施例

人間機械協調型作業システムの基礎的安全技術に関す

る研究

危険点近接作業を対象とした災害防止対策の確立

機械システム安全研究グループ 梅崎重夫，清水尚憲

．はじめに

最近の重大災害の背後には，作業者の人的ミスが存
在すると言われている。しかし，表面上は人的ミスと
思われるものでも，その背後には本質的な設備的・管
理的要因が潜在している場合も多い。そこで，機械設
備で行われる危険点近接作業（作業者が機械を止めず
に機械の危険な可動部に近接して行う作業）を対象に，
労働災害の根本原因の究明や抜本的な安全方策の提示
が可能な安全設計支援システムを検討した。
． 法による根本原因の究明

生産工学の分野では，根本原因を追及する際に
法を使用することがある。これは， 回続けて「なぜ？」
（ ？）と聞くことで，生産技術上の根本原因
に到達しようとする方法である。この方法は，労働災
害の分析にも応用可能と考えられる。図 は，立旋盤
による労働災害の分析結果である。これにより，表面
上は「インタロックガードの付け忘れ」とされていた
原因が，実は設備設計基準と工務取扱い基準の不備と
いう本質的問題であったことが判明する。
．推論エンジンの構築

図 の分析は，一般の担当者では実施困難と考えら
れる。そこで，人工知能に類似した推論エンジンをあ
らかじめ提供することで，専門家が実施した場合と同
等の推論を実現する。
図 はポジティブ・クラッチ式プレスによる労働災

害事例の推論エンジンで，仮に災害事例に「安全装置
を切って作業した」という記述があった場合は，推論

エンジンは「それはなぜですか？」という問いかけを
するとともに，可能性の高い答えとして「大物部品の
加工作業だった」，「長尺物の加工作業だった」，「金型
の取付け，取外し，調整の作業だった」などを表示し
て選択させる。続けて「どのような形状ですか？」と
の質問があるので，これに対して形状の入力を行う。
なお，推論エンジンは，専門家が随時見直しを行い，
正確性と迅速性を確保する。
．安全方策の提示

次に，究明された根本原因を基に，抜本的な安全方
策の提示を行う。この提示は，機械の基本計画，設計，
製作，受入れ，設置，運転，保全，改造の各ライフサ
イクル毎にソリューション・マトリックスを利用して
行う。以上の手法を採用することで，労働災害の根本
原因究明や抜本的な安全方策の提示を可能とする。

．安全装置を切って作業した
それは，なぜですか？

大物部品の加工作業だった
何の部品ですか？
（部品名の入力）
どのような形状ですか？
（形状の入力、必要に応じ画像入力）

長尺物の加工作業だった
どのような形状ですか？
（形状の入力）

金型の取付け、取外し、調整の作業だった
上記以外の安全装置を使えない作業だった
どのような作業ですか？
（作業の入力）

安全装置は使えるが、作業性が低下した
どのような作業ですか？
（作業の入力）

その他の理由
（理由の入力）

・
・

それは，なぜですか？

何の部品ですか？

どのような形状ですか？

どのような形状ですか？

どのような作業ですか？

どのような作業ですか？

旋盤にインタ
ロックガード
が取付けられ
ていなかった。

設計基準で、回転速度
を 以下として使
う機械にはインタロッ
クガードを取り付けな
くても良いとしていた。

設計基準の変更
（回転数にかかわらずイ
ンタロックガードを取り
付ける）
見かけの危険感が小さい
機械への水平展開

工務取扱い基準の変更
（今後は、内製品につい
ても工務がマシンスケジ
ュールを設定して管理す
る）

加工していたフ
ランジは、工場
内部で使用する
ものであり、こ
のような物のマ
シンスケジュー
ルまで工務が設
定していなかっ
た。

当日は、大物
加工用の旋盤
が既に使用中
であった。

大物加工用
でない旋盤
を選んだ。

加工物がテー
ブルから突出
していた。

運転中に、表
面状態をゲー
ジで測定しよ
うとした。

回転が遅く
大丈夫だと
思った。

大型の回転機械では、人
間は真の危険度と見かけ
の危険感の間にギャップ
を生じやすい。

安全作業標準の設定

立旋盤でフラン
ジの表面仕上げ
中に、表面の状
態をゲージで測
定しようとした
とき、テーブル
から突出して回
転していた加工
物と立旋盤の支
柱の間に挟まれ
た。

なぜ、ガー
ドを取り付
けなかった
のか

なぜ、
挟まれ
たのか？

なぜ、突出
していたの
か

なぜ、大物
加工用でな
い旋盤を選
んだのか

なぜ、使
用中だっ
たのか

なぜ、大丈
夫だと思っ
たのか

なぜ、運転
中に測定し
たのか



写真 層 スパンの実測用わく組足場

写真 周辺環境再現模型

図 平均風力係数の分布（平均風速 ）

風荷重測定点（数字は平均風力係数 ）

仮設構造物の耐風性に関するアセスメント手法の開発

建設途上の建物・構造物の形状などを考慮した風荷

重の実用式の確立 （足場に作用する風荷重の実測）

建設安全研究グループ 大幢勝利 高梨成次 日野泰道
重点研究支援協力員 佐藤 昇

．はじめに

足場に作用する風荷重を評価し簡易算定方法を確立
するため，基本的な構造の足場と建物の模型に対する
風洞実験を行っているが，その妥当性を確認するため
には，実際の足場を用いた実測調査を行う必要がある。
そこで，当研究所内に設置した足場を用いた実測調査
を長期間にわたり継続して行っている。また，その周
囲を再現した周辺環境再現模型を用いた風洞実験を行
い，両者の整合性の評価を行っている。
本報では，実測調査と風洞実験の概要，および実測
調査の結果の一部について述べることとする。
．実測調査と風洞実験の概要

実測調査は，写真 に示すように，前面を防災シー
トで覆った 層 スパンのわく組足場を建物の 面に
併設し，壁つなぎを 層 スパン毎に取り付けて実施
している。その際，防災シートは，足場前面にエキス
パンドメタルを設置し，それを覆うようにして取り付
けた。実測調査の測定項目は，足場に作用する風荷重
の分布と壁つなぎに作用する荷重，およびその時の足
場周辺の風向風速であり，各荷重を測定するため，エ
キスパンドメタルと足場間および壁つなぎと建物間に，
計 台のロードセルを取り付けた。各荷重の測定は，
足場上および周辺に設置した 台の風速計のいずれか
が，瞬間風速 を越えた際にトリガーをかけて実
施している。
風洞実験は，写真 に示すように，実測用足場の周

辺を再現した周辺環境再現模型を用いて実施している。
実験では，周辺環境再現模型を風洞内のターンテーブ
ルに設置して，風向を

。
変化させながら足場模型

に作用する風荷重の分布を測定しており，その結果は
実測調査の結果と比較する。
．実測調査の結果と考察

実測調査は，現在も継続して実施している。その結
果の一部として，これまでに平均風速が最大であった
ケースにおける足場に作用する風荷重の分布を，平均
風力係数の分布として図 に示す。図 は，足場前面
を写真 と同じ方向から見たものである。図 に示す
各測定点の平均風力係数 は，足場の各点で測定さ
れた平均風荷重 を，足場の最上部の平均風速
を基に基準化したものであり，次式により計算される。

ここで， 空気密度， 点における風荷重の
負担面積。 の方向は，足場前面を建物に向かって
押し付ける方向を正とした。
図 が測定された時の風向は，写真 の足場の右

側前方より吹き付ける風向であったが，図 より足
場の右上部に非常に大きな正の風圧力が発生してい
る。一方で，足場の下部と左側の風圧力は非常に小
さくなっている。風洞実験においてもこのような傾
向にあり，実測調査と風洞実験の結果が定性的では
あるが一致していることが確認できた。



写真 補強材

図 補強材設置角度 最大圧縮力関係

写真 最終破壊状況例

図 補強材設置角度 最大引張力関係

仮設構造物の耐風性に関するアセスメント手法の開発

補強材の施工誤差による補強材の強度に及ぼす影響

建設安全研究グループ 高梨成次，大幢勝利

．はじめに

補強材は，足場の水平方向に対する剛性及び強度を
負担するための材料である。実験で使用した補強材を
写真 に示す。取り付けは，補強材のクランプを足場
の建枠に緊結し，取付金具を建物に設置した金物にね
じ込むことによる方法が一般的である。足場は，建物
に概ね平行に設置される場合が多く，それらを繋ぐ補
強材の設置は，それらに対して直角に設置されること
が理想的であるが，現実的には必ずしも直角に設置さ
れていない場合が多い。その様な補強材の施工誤差が
生じた場合，補強材の耐力が低下することが予想され
る。その耐力低下を定量的に調べることを目的に実験
を実施した。
．実験概要

実験の変動因子は，補強材の設置角度とし，長さは
クランプの中心から取付金具のねじ込み端までを

とした。補強材の設置角度は， 度， 度，
度， 度， 度， 度とした。 度以上の設

置角度は，補強材の構造上，設置不可能である。補強
材は，それ自体に遊びが多く，ある程度の施工誤差を
許容した構造になっている。そのため，補強材に圧縮
軸力を加える実験においては，実験結果のばらつきが
大きくなった。そのため，同一条件での実験を 回行
なった。引張軸力を加える場合では，ばらつきが小さ
かったため，同一条件の実験は 回とした．加力は圧
縮，引張とも静的な単調載荷とした。
．実験結果

補強材に圧縮軸力を加えた場合の実験結果を図 に
示す。設置角度が 度の場合には， 回とも角度調整
ピンがせん断力によって破断し，脆性破壊を起こした．
度の場合は 回の加力中 回，角度調整ピンが破

断した。他の 回は写真 に示すように，取付金具の
曲げ降伏及び，長さ調整パイプの破断による延性破壊
となった。設置角度を 度以上とした場合は全て，
写真 に示した破壊形式となった。設置角度を 度
とした場合には，最大圧縮力は設置角度 度に比べ約
低下し， 度以上とした場合には約 ％低下した。

補強材に引張軸力を加えた場合の実験結果を図 に示
す。引張の場合は，補強材の取り付け角度に依らず，
角度調整ピンがせん断力によって破断することによっ
て脆性破壊した。
引張軸力の場合，補強材の設置角度が 度以内であ

れば，最大強度の低下は確認できなかった．又 度以
上では ％程度の強度低下となった。
今後は，補強材の施工誤差が及ぼす補強材の水平剛
性についての検討を進めていく予定である。



写真 第 測定胴に設置した仮壁

図 第 測定胴内の風速分布

図 足場の向きと風向の関係

仮設構造物の耐風性に関するアセスメント手法の開発

仮設構造物の組立・解体時の風環境下での危険性を

含めた統合的なアセスメント手法の開発

（強風が足場の組立解体に及ぼす影響の基礎実験）

建設安全研究グループ 大幢勝利 高梨成次 日野泰道
重点研究支援協力員 佐藤 昇

．はじめに

強風による足場など仮設構造物に起因する災害には、
足場からの墜落災害が多くみられる。しかし，足場な
ど仮設構造物上の作業者の強風に対する危険性につい
ては，不明確な点が残されている。そこで，これらの
不明確な点を明らかにし，仮設構造物上の作業者の危
険性を含めた耐風対策を確立するための基礎資料を得
ることを目的として，強風が足場の組立解体時の作業
者に及ぼす影響を調べるための基礎実験を行った。
．実験用風路の製作

本実験は，施工環境シミュレータの中で模型実験を
行うことを主とした第 測定胴に比べ，断面が広く足
場等が設置可能な第 測定胴において行う。しかし，
第 測定胴は送風機に近いこと，および縮流されてい
ないことから風速が場所により均一ではない。このた
め，強風が足場の組立解体に及ぼす影響を調べる実験
を行う際に，不安定で再現性の乏しい強風しか発生す
ることができなくなる。そこで，風路の断面方向に均
一な気流を生成するため，写真 に示すように第 測
定胴内に仮壁を設置し実験用風路を製作した。
図 に，仮壁設置後の高さ の位置における断面
方向の風速分布を示す。この高さは，作業者がわく組
足場の 層目の上に立った時の，腰の位置程度の高さ
である。図 では，それぞれの位置において 回ずつ
風速を測定した平均値を示すが，写真 の両サイドの
壁付近を除けば風速は非常に均一である。また， 回
の測定値の変動も非常に少なく，安定した再現性の高
い実験を行うことが可能となった。
．強風が足場の組立解体に及ぼす影響の基礎実験

写真 に示す仮壁を設置する際，足場の組立解体作
業も必要となったが，この時，強風によりどのような
作業が影響を受けるかを調べるための基礎実験を行っ
た。その際，労働安全衛生規則の作業中止基準として
示されている， 分間の平均風速 より低い平均
風速 の風環境下で実験を行った。
実験は，仮壁設置時に使用するわく組足場の 層目

を組立解体する際に行い，図 に示すように，足場の
向きが風向に対し

。
，

。
，

。
の場合において影響を

受ける作業について調べた。組立解体を行った足場の

部材は，建枠，交差筋交い，床付き布枠である。
足場の組立解体に従事した作業者は 人で，作業終
了後，アンケート形式で最も影響を受ける作業につい
て聞き取りを行った。その結果，

。
，すなわち足場

に直角に風が吹く場合に，最も作業がしづらいことが
わかった。また， 人の作業者全員が，床付き布枠を
頭上で建枠に取り付け・取り外しを行う際に，風にあ
おられて最も作業がしづらいと答えた。よって，今後
は足場の向きが

。
の場合において，床付き布枠の取

り付け・取り外し作業を中心に，強風時に作業者が受
ける影響を調べて行く予定である。



図 不均一反応の液滴径の時間変化曲線と

経験式へのフィッティング

図 液滴径分布の時間変化

図 発熱量のベースライン決定方法への依存性

熱容量一定のベースラインから求めた発熱量
熱容量が温度の 次関数であるベースラインから求めた発熱量
熱容量が反応と共に変化し、発熱量が反応率に
比例するベースラインから求めた発熱量

産業リサイクル過程における爆発・火災災害防止に関

する研究

廃化学物質のリサイクル過程における混触危険性の

研究

化学安全研究グループ 藤本康弘，水谷高彰，
安藤隆之，熊崎美枝子

．概要

本研究では，廃化学物質のリサイクル過程における
混触危険性についての評価手法を提案することを目標
とした研究を実施している。今年度は 年計画の 年
目であるが，実施内容は，水と油のような不均一系の
混合時の反応熱予測手法，発熱関連測定データの解析
手法，反応生成物の分析手法，そして混触危険の代表
例としての含酸素，含窒素化合物の金属イオン触媒効
果による分解の基礎データ収集である。以下，個々の
今年度の実施状況について述べる。
．実施状況

不均一反応の反応熱予測手法開発

低濃度での液滴径の時間変化の測定から得られてい
る経験式を再評価し，この経験式が現実の反応系に近
い高濃度の系に適用できることを確認した（図 ）。
これにより既に提案している発熱量の予測式の信頼

性が高まった。また，その際液滴径の分布挙動を評価
し（図 ），成分の結晶化の可能性を指摘。モデル反応
の液滴径を評価する際の問題点を見つけだした。
測定データの評価手法の検討

測定データを評価する上で，その値を大きく左右す
ると言われているベースラインを決定する幾つかの方
法を，今回デジタル化した データに適用してそ
の影響を評価した。発熱量に着目した場合，一般に言
われていることと異なり，ベースラインの決定方法に
依らず，多くの例でほぼ同じ発熱量の値が得られた
（図 ）。今後，複雑なピークを持つ データにも
適応できるようプログラムを改良し，より多くのデー
タから同様の検討を行う予定である。
反応生成物の同定・定量手法の開発

反応生成物の同定・定量に用いるガスクロマトグラ
フ質量分析装置を購入した。反応生成物をサンプリン
グしガスクロマトグラフ質量分析装置に導入するイン
ターフェース部についての検討を継続中である。
含酸素，含窒素化合物の分解における金属イオン

の触媒効果

ヒドロキシルアミンの危険性について調査したとこ
ろ，他の金属と比べて鉄との反応性が非常に高いこと
が明らかになった。ヒドラジンとの反応性の比較から

水酸基が危険性に主な寄与を及ぼすことが予想された。
過酸化水素では塩化物イオンの効果が観測され，金属
だけでなく陰イオン効果について検討が必要であるこ
とがわかった。



図 と鉄イオンの混触による発熱挙動

産業リサイクル過程における爆発・火災災害防止に関

する研究

廃化学物質のリサイクル過程における混触危険性の

研究

（ヒドロキシルアミン類の分解に及ぼす鉄の影響）

化学安全研究グループ 熊崎美枝子

．はじめに

化学物質の廃棄過程では，十分な安全性の検討がな
されないまま，危険な反応を起こしてしまう物質を含
んでいる廃液を不用意に混合してしまうことがある。
その結果，廃液が発熱し，やがて発火・爆発に至るこ
とがある。
安全な廃棄過程を確立するために，あらかじめ混合
する化学物質の構造から，危険性を認知できる手法の
構築が必要である。
本研究では，遷移金属によって促進される発熱分解
機構について検討を行っている。基質として，遷移金
属と相互作用する含窒素および含酸素化合物について
着目しているが，本稿ではヒドロキシルアミン

（以下 ）およびその塩の分解に及ぼす鉄イ
オンの影響について検討した結果を報告する。
．実験方法

混触危険性は小型反応熱量計 （
製）を用いて評価した。 は と同様

に，攪拌や混合，試料添加によって発生する熱流束を
測定する反応熱量計である。さらに，試料量が
と少量であるため， では行うことができなかった
不安定物質の反応プロセスのスクリーニングに有効で
ある。
測定は で行い， ， 塩酸塩（以下 ），
硝酸塩（以下 ）に精製水を加えて濃度を
に調整した水溶液を 用いた。鉄イオン

源 は 硫 酸 ア ン モ ニ ウ ム 鉄（ ） 水 和 物
（ ）（ ）・ を用い，精製水を加えて濃度
を に調整した水溶液を 用いた。
．結果と考察

および と 水溶液の混合による
発熱挙動を示したものが図 である。 と の
混合では， 特有の臭気が感じられた。
最大発熱速度および反応熱は の

順に低下した。とくに では の測定可能
時間（ 時間）では発熱が収束しなかった。一方

と の発熱反応は 時間以内に収束して
いる。 ， ， と のモル比は
であり基質大過剰であることから， 中では

が触媒的な効果を示しているといえる。
測定終了後の溶液中には赤茶色の沈殿が観察された。
が塩基性であるため，この沈殿は （ ）と考え

られる。 と の反応が長時間にわたって継続
したのは， が （ ）を経てゲル状の （ ）
を形成し，その結果 との接触面積が低下したため
と考えられる。

は還元性物質であり， を還元して を生
成するものと考えられる。還元性物質としての の
半反応式は

があるが，いずれの式も の発生を示していない。
の発生を考えると，反応溶液中では 自身の還

元も起きていると考えられる

の還元に伴って が酸化されるとすると，
が再生されることとなるため，鉄イオンの触媒的

効果を説明することができる。
一方， については混合によって の

色が消えたことから酸化還元反応は起きているといえ
るが， と異なり が触媒的に ， の
分解を促進することはない。これは生成する が

， 水溶液の酸性条件下で安定に存在し，
を再生しないためと考えられる。



写真 試作した引火点試験装置の制御部

図 可燃ガス容器からガス漏洩時の着火可能範囲

産業リサイクル過程における爆発・火災災害防止に関

する研究

廃可燃物質の爆発危険性の解明と評価

（廃油類の試験法と可燃ガス容器の爆発危険性）

化学安全研究グループ 水谷高彰，板垣晴彦
重点研究支援協力員 韓 宇燮

．はじめに

近年の省エネルギー，省資源化，廃棄物の減量化の
推進，あるいは，脱フロンなどの環境問題に伴い，様々
な廃棄物に対してリサイクル処理が必要とされた結果，
リサイクルの処理量と種類が急増している。ところが，
このリサイクル過程において爆発・火災・中毒災害が
たびたび発生しており，リサイクル産業に従事する作
業者の安全と市民生活の安定のために，その防止対策
に関する研究が必要とされている。
本研究では，多種多様の廃可燃物質のうち，爆発と

火災の代表的な原因物質として，廃油類などの可燃性
液体とスプレー缶などの可燃性ガス入り容器を取り上
げ，その危険性の解明と評価を実施している。
．廃油類の爆発危険性簡易評価試験法の開発

リサイクル産業において取り扱う物質のうち，液状
である廃棄物の多くは廃油類である。リサイクル産業
でいう廃油類とは，使い古された潤滑油類というより
も，水や汚泥と油類の混合物や使用済みの洗浄剤，有
機溶剤などを指す。この廃油類は，固形分が多量に混
入していたり粘性が高かったりなどの問題点があるた
め，従来の爆発・火災危険性の評価試験法が適切では
なく，廃油類の危険性が誤って評価されてしまう場合
がある。
そこで，リサイクル産業で取り扱われる廃油等の混

合物について，正確かつ簡易で迅速に評価できる試験
装置の開発を目指している。本年度は，試験者の熟練
度による差を無くし，さらに試験時間の短縮化を図る
ため，引火点試験装置の調整と操作の自動実行を試み
た。試作した装置の制御部を写真 に示す。
現在は，既知の可燃性液体を対象として，従来式の

試験法と同等と試験結果が得られるように，試験装置
の構成と自動制御の方法について，調整と修正を繰り
返しているところである。
．可燃ガス容器からのガス漏洩時の着火危険性

廃棄されたスプレー缶などの可燃ガス入り容器の収
集中やスクラップ作業中に火災・爆発事故がたびたび
発生している。これらの容器が破裂した際には蒸気雲
を生成し，万一着火すれば大きな災害となる。
本年度は，可燃ガス容器の破裂実験を実施するにあ

たって可燃ガス雲の爆発危険性を調べるため，通常用
のノズルから可燃ガスを漏洩させ，着火可能範囲を実
測することとした。
実験方法は，燃料用の小型可燃ガス容器から一定時
間可燃ガスを垂直上方に噴射させ，着火源の位置を水
平方向と垂直方向に動かすことにより，どの範囲が着
火可能で，どのように火炎が伝ぱするかを調べた。
図 は，噴射時間が 秒と 秒の時の着火可能範囲

である。着火可能範囲は鉛直線に対してほぼ左右対称
で，漏洩方向の中心部よりも周辺部の方がやや広い。
これは，周辺部では中心部よりも拡散が均等になりや
すいためではないかと考えている。水平方向の着火可
能半径は，噴射時間 秒の場合は約 ， 秒の場
合は約 と狭いが，垂直方向では 秒の時には

程度， 秒の時には と，噴射方向の着火可
能範囲は遠方まで拡がっている。



図 濃度と最大爆発圧力（ ）

図 濃度と最大圧力上昇速度（ ）

図 水蒸気雰囲気（ ）での爆発圧力

産業リサイクル過程における爆発・火災災害防止に関

する研究

廃可燃物質の爆発危険性の解明と評価

（アルミニウム粉塵と水との爆発危険性に関する研究）

化学安全研究グループ 大塚輝人，板垣晴彦

はじめに

一般に最も広く使用されている消火剤は水である。
しかしながら 金属粉塵と水が接触すると，水が酸化
剤として働くため金属粉塵が発熱し，災害の拡大ある
いは発生の原因となることがある。本研究では，マグ
ネシウム アルミニウム合金として電子機器の外装材
に用いられるアルミニウム粉塵をモデルとして，水蒸
気存在下における金属粉塵爆発危険性について報告す
る。

実験装置と方法

実験は，始めに リットル吹上用タンク内に過剰
の水を入れて加熱し水蒸気を充満させ，秤量したアル
ミニウム粉塵を リットル爆発容器内の分散皿に移し，
試料の劣化を抑制するため，ただちに爆発容器を密閉
して減圧（ 以下）しておく。次に，吹上用タン
クに加圧空気を送入し，温度と圧力を所定の値に調整
した後，電磁弁を開いて粉塵を吹き上げる。電磁弁は，
試料がなければ爆発容器内の最終圧力がちょうど

となるタイミングで閉じ，その直後に着火電
極間に放電火花を 発生させ着火させた。
．実験結果

で噴出条件を一定に保ったままで，アルミニ
ウム粉塵の量を変化させた結果を図 と に示す。実
験で得られた， での，この爆発容器における

アルミニウム粉塵の爆発下限界は，空気のみで
，空気と水で である。下限界付近を除いて，

アルミニウム粉塵が過剰になるほど爆発圧力，最大圧
力上昇速度ともに乾燥空気よりも水を含む方が大きく
なる。圧力上昇速度が水蒸気により爆発が加速される。
エアタンク内の吹き上げ気体の組成から， で

の爆発容器内の雰囲気の露点が であるので，実際
のリサイクルなどの破砕溶解プラント，または製鉄鋳
鉄プラントなどでも比較的容易に実現される条件と考
えられる。すなわち，高温の金属と水が接触した場合
には，水蒸気爆発のほかに，水との反応による圧力上
昇も生じることが考えられる。また，今回の実験では
評価していないが，発生すると予想される水素による
二次的な災害も考慮する必要があるだろう。
図 は における，水蒸気雰囲気下におけるア
ルミニウム粉塵 の爆発圧力プロファイルである。

波形には，放電火花の通電に併せた大きなノイズが見
られるが，燃焼が伝播していると考えられる中間部分
にはほとんどない。水蒸気のみによる吹き上げ時にだ
け見られる現象である。原因としては，水滴の混入と
その蒸発，電荷の移動などが考えられるが現時点では
不明である。また，前半部のノイズ部分から比較的長
い着火遅れが観測される。このときの最大圧力は

，最大圧力上昇速度は であった。



図 不燃・粗大ごみ破砕処理工程の流れ（埼玉県内のある施設）

産業リサイクル過程における爆発・火災災害防止に関

する研究

粗大ごみ破砕プラントにおける実用的な爆発抑制技

術の開発

（破砕処理施設の実態調査）

化学安全研究グループ 八島正明

．はじめに

粗大ごみ処理施設では，破砕機とその周囲でしばし
ば爆発や火災が発生しており，そのたびに多額の補修
費用を要するとともに，さらに運転停止が長期にわた
る場合には，粗大ごみや不燃ごみの収集に支障をきた
し，市民生活に影響を及ぼすことになる。そのため，
粗大ごみ処理施設においては，爆発・火災の予防（未
然防止）とともに，仮に爆発・火災が発生したとして
も被害の拡大を最小限にする方策が必要とされている。
本研究課題は実用的な爆発抑制技術の開発を目標と

するが，平成 年度は実施初年度にあたり，有益な知
見を得る目的で粗大ごみ破砕処理施設を実態調査し，
爆発抑制技術の現状を調べた。
．現地調査

調査先

調査は，地方自治体・広域組合の粗大ごみ処理施設
ヶ所（山形，宮城，埼玉，東京，岐阜，三重，奈良）

と，家電リサイクル品に関わる民間の粗大ごみ処理施
設 ヶ所（千葉，東京）の計 ヶ所について行なった。
調査先のうち，地方自治体・広域組合の施設のいくつ
かは，過去に爆発や火災が公表にされたところを選定
した。
処理の流れと爆発火災防止対策

一例として，図 に埼玉県内のある施設の不燃・粗
大ごみの処理の流れを示す。この施設では，図の中央
付近の破砕機（横型高速ハンマ式）の前に粗破砕機（
軸低速せん断式）を設けているが，調査先では，むし

ろ粗破砕を行なわない施設が多かった。しかし，処理
工程はほぼ同様である。図中には，破砕機内とその前
後のコンベアには監視カメラと消火用散水装置が取り
付けられている（それぞれ， と 印で示す）。こ
のような安全装置は後から増設されたもので，きっか
けは，本操業前の試運転の際に破砕物搬送コンベアに
おいて出火したためだそうである。破砕機内は蒸気吹
込みによって一定酸素濃度以下になるように，爆発範
囲に入らないように制御されている。このような改良
の後，現在までのところ，爆発，火災の発生は報告さ
れていないそうである。

爆発・火災の発生と防止

調査先の災害事例では，ガス爆発（さらには粉じん
爆発）が発生したところもあれば，火災のみが発生し
たところもあった。着火原因とされた可燃物は，小型
ガス容器，カセットボンベ，塗料缶などが挙げら

れたが，そのほかはどのようなものが初めに燃えたの
かが特定できなかったようである。着火源としては，
破砕機内の高温部分（熱面）や衝撃による火花などが
推定された。現地で監視モニターを見る機会があった
が，破砕機内では，火花はひっきりなしに発生し続け
ており，施設案内の方に聞いたところによると，特に
ベッドのスプリングに代表されるピアノ線（鋼鉄製）を
破砕するときに長い火花がよく出るとのことであった。
一度爆発を経験すると，破砕機投入前の選別を慎重
に行なうようである。破砕機においては，爆発圧力放
散設備，温度検知器，散水装置が取り付けられている
施設がほとんどで，発火の予防としては爆発範囲に入
らないように強制的に通風を行なったり，酸素濃度を
減少させるため，蒸気の吹き込みを行なったり，家電
リサイクル品の破砕施設では投入量を厳密に管理して
いる施設があった。
．おわりに

この調査結果を整理し，次年度以降，実態に合った
実用的な爆発抑制装置の開発に生かしていきたい。



表 不安全行動誘発要因

建設労働災害の発生原因としてのヒューマンエラー防

止に関する研究

建設作業現場における不安全行動の発現とその対策

に関する研究

境界領域・人間科学安全研究グループ 庄司卓郎
江川義之

．はじめに

近年，建設業においては作業員の不安全行動に起因
した事故の割合が多い。不安全行動を誘発する要因は
さまざまあるが，本研究では，面接調査，質問紙調査
を通じて，不安全行動誘発要因とその防止対策につい
て実態を明らかにした。
．面接調査

建設作業現場における不安全行動の実態と不安全行
動を招く要因，および不安全行動防止対策に関する情
報を得ることを目的として，現場の作業員，現場職員，
本社安全担当者を対象とした面接調査を行った。
（ ）建設現場における不安全行動
本社の安全衛生担当，作業現場の所長や本社の現場
職員，協力会社の職長とも，近年では設備災害よりも
人間が作業中に起こす不安全行動が引き金になって発
生する事故や怪我が問題であると認識しており，不安
全行動がなかなか減らないことが悩みの種であると考
えていた。
具体的には，脚立で転ぶ，手を挟む，階段で転ぶ，
カッターで指を切るなどで，内容は多岐にわたってい
た。
（ ）不安全行動誘発要因
不安全行動の原因として，多く聞かれたのは，“思い

こみ”である。これは「大丈夫であろう」，「……であ
ろう」と，きちんと確認せずに行動をしてしまうケース
である。これは，作業に慣れて緊張のゆるんだ状態で
多く発生する。そのほかに多かったのが，工期が迫っ
ている時や作業終了時間間際などによくみられる“慌
て，急ぎ”であった。また，不安全行動が起こりやす
い状況として，新規に入場する現場，作業場の安全設
備に問題がある現場，整理整頓がなされていない現場，
元請けの安全への意識が低い現場などがあげられた。
これらを基に不安全行動誘発要因を整理すると， ）

作業員の要因， ）作業の要因， ）作業環境の要因， ）
管理の要因， ）組織の要因などに分けられる。実際に
はこれらの つだけが原因で不安全行動が発生するこ
とは少なく，これらが複雑に絡み合って，結果として
不安全行動が生じてしまうことが多いようである。
（ ）現場における不安全行動防止対策

不安全行動防止の具体的対策としては，“うるさく
注意すること”と“作業員同士がお互いに注意しあえ
る風土を作ること”などの意見が多くの現場で聞かれ
た。朝礼や 活動を通じての注意は，ともすれば形
骸化しがちであるが，それを承知の上で，現場職員や
職長から何度もうるさく注意することが重要であると
いう意見も聞かれた。また，職長会の活動の重要性を
指摘する意見も多かった。これは，協力会社同士や作
業員同士の交流を活性化させることで，トラブルやも
め事が無くなるだけでなく，他の協力会社の作業員に
対しても，不安全行動を積極的に注意する風土が醸成
され，作業員の意識の高揚にもつながるそうである。
その他にも，多くの現場においては，つまずき防止や
安全上の問題点が明らかになりやすいこと，さらには
不安全行動をしようとする意識を招きにくいことなど
の理由から，整理整頓が進められていた。
これらのことから，不安全行動の防止対策として，
）整理整頓の徹底， ） などの現場の安全活動， ）
作業設備の整備， ）職長会などの作業員同士の交流等
が有効であると考えられる。
．質問紙調査

面接調査で得られた知見の検証と精緻化を目的とし
て質問紙調査を行った。大手建設会社 社 現場の所
長，現場職員，及び協力会社の職長，作業員に配布さ
れ， 部（ ％）が回収された。
その結果，不安全行動を誘発する具体的な事項とし
て表 に示す項目の訴えが多かった。その中でも特に，
組織や管理の要因の訴えが多かった。
．まとめ

建設作業現場や本社で行った現場調査，質問紙調査
から，不安全行動を誘発する可能性のある要因，不安
全行動を防止するのに有効であると考えられている要
因，およびそれらの具体的な事項が明らかになった。
今後，質問紙調査の解析を進め，安全管理，安全対
策と不安全行動の関係および有効な不安全行動防止対
策のあり方について明らかにしていく予定である。

不安全行動
誘発要因

組織

管理

作業環境

作業員

作業

その他

具体的な項目

不安全行動がとがめられない現場
整理整頓がなされていない現場
元請け会社の安全に対する意識が低い現場
作業場の安全設備に問題がある場合
作業工程に無理がある場合
新規入場者教育が十分でない現場
暑いとき
暗くて細部までよく見えないとき
作業員に気のゆるみがある場合
いつもやっている作業だからと油断するとき
行っている作業に対する知識や経験が不足しているとき
指示された作業方法が悪い場合
急いでいるとき



図 訓練装置

図 スクリーン

図 運転席

建設労働災害の発生原因としてのヒューマンエラー防

止に関する研究

建設作業現場における視覚情報処理過程とヒューマ

ンエラーに関する研究

境界領域・人間科学安全研究グループ 中村隆宏
深谷 潔

重点研究支援協力員 万年園子

．はじめに

建設作業現場における不安全行動の防止を目的とし
た新たな教育・訓練手法検討のため，訓練装置（次世
代型シミュレータプロトタイプ）開発を行った。また，
現在の教習機関等で実施される安全教育にシミュレー
タ等の新しい技法を導入する際の問題点について，ヒ
アリング調査を実施した。
．不安全行動防止のための訓練装置開発

等を利用した従来の危険体験システムは大規模
かつ特殊な装置の使用を前提とするため，利用条件を
著しく制限せざるを得ない。これは，シミュレーショ
ン等の新たな教育・訓練手法を導入しようとする際の
大きな障害であった。
新たに開発した訓練装置は，従来の掘削機シミュ

レータをベースに，より汎用化・小型化を図ったもの
である（図 ）。シミュレーション・シナリオは，一般的
な を並列したシステムで運用され，映像を提示す
るスクリーン（図 ）や体感装置を備えた運転席（図 ）
を可般型とした。従来のシステムは移設が極めて困難
であったが，汎用機器を中心にシステムを構成し可般
型としたことにより，各種教習機関や作業現場におけ
る安全教育など，様々な機会での利用が期待できる。
．シミュレータ導入の課題

現在の安全教育にシミュレータを導入する可能性に
ついて，教習機関指導員および企業安全担当者等への
ヒアリング調査を行った。その結果，シミュレータ等
の新しい手法に期待する理由として，
・ 資格取得のための教習カリキュラムにおいては，
実作業で遭遇する危険やその対処法まで教習内容
に含めることは困難である

・ 受講生のレベル差が大きく全てのニーズに対応出
来ないため，自学自習の方法として活用出来る

・ 危険体験に関しては，実機を使用した教習では限
界がある

・ シミュレータによる疑似体験を通して，教習内容
を直感的に受講生に理解させやすい

等が挙げられた。一方，シミュレータ導入に際しての
条件として，

・ 操作訓練の初期段階以外でも教育効果が期待出来
ること

・ 教育効率の向上が見込める内容であること
・ コストに見合う教育効果が期待出来ること
等が挙げられた。これらは，シミュレーション等の新
しい技法を取り入れる際の根幹に関わる課題である。
今後は，開発した訓練装置の活用方法を含め，不安
全行動防止のための安全教育レベルの向上，および教
育内容の充実を図る観点から，シミュレータによる教
育・訓練内容について検討を行う。



建設労働災害の発生原因としてのヒューマンエラー防
止に関する研究
建設作業現場における不安全行動と安全情報の伝達
に関する研究

境界領域・人間科学安全研究グループ 江川義之
庄司卓郎，中村隆宏

．建設作業現場における情報伝達
建設作業現場の特徴は，元請会社の所長および職員，
その下に重層する下請会社の職長および作業者が階層
構造を構成していることである。そこでこれらの階層
構造で，作業および安全に関して，どのような情報伝
達がなされているかについて現場観察と面接を行った。
．現場調査結果
建設作業現場の安全施工サイクルにおける情報伝達
状況とは，毎日行う朝礼・ ・作業調整会議，毎
月行う安全衛生協議会，その他の新規入場者教育など
がある。そこでこれらの状況を対象にして調査を行っ
た結果を述べる。
朝礼
朝礼は作業開始にともなう心の切替と連帯感の育成
を目的に，全員参加で行われる。その内容は，体操に
始まり，挨拶，下請職長などから当日の作業人数と場
所などの作業情報伝達，そして元請職員などから当日
の危険作業と危険場所などの安全情報伝達が行われる。

は朝礼に引続き 分程度を費やして，リーダー
（職長など）を中心に作業グループ単位で行われる。
リーダーは前日行われた作業調整会議の結果による指
示書をもとに各作業者に作業を割振る。そしてそれら
の作業における危険性を作業者に予知させ，その対策
を皆で話合って決め，安全を遵守させる活動である。
作業調整会議
作業調整会議は毎日 回，正午前の 分程度を費や

して行なわれる。参加者は元請会社の所長および職員，
下請会社の職長および現場責任者などである。この会
議では，当日の作業状況の確認と翌日の作業調整を行
う。階層構造から見ると元請側と下請側が工事進捗状
況に合わせて作業調整を行う会議である。
安全衛生協議会
安全衛生協議会は毎月 回以上行い，参加者は元請

会社の所長および職員，下請会社の事業主・安全衛生
責任者・現場責任者などである。この協議会では元請
側からの翌月の工程説明に基づき，各下請側が作業の
調整および安全留意項目などを協議する。この協議会
の参加者には，この作業現場に毎日参加していない下
請会社の事業主なども含まれている。
新規入場者教育
新規入場者教育は，新しくその現場に参加する作業

者を対象に行われるが，その職種や経験の程度は多様
である。教育内容は元請職員からその現場での環境・
安全についての留意事項の伝達が行われる。建設作業
現場では工事進捗状況にともない危険箇所が変化する
ことを考えれば，再入場者を対象にした教育も必要で
あるが，一般的には再入場者を対象にした教育は行わ
れていない。
．現場調査のまとめ
元請業者は建設作業現場で，複数の下請業者が行う
建設工事の統括管理を行い，労働災害を防止するため
に，下請業者の管理・指導を行わなければならないこ
とから，情報伝達経路はおのずと階層構造の上から下
へ向かう縦方向型が主体となる。しかし工事進捗状況
にともなう調整を必要とする情報伝達に関しては，下
請業者間における横方向型の伝達経路も，縦方向型を
補完する形で存在している。
そこで現場調査結果で述べた つの情報伝達状況に

ついて，縦方向と横方向型そして一方向と双方向型と
いう視点からの整理を試みた。
朝礼と新規入場者教育は， 縦・一方向型 に位置

付けられる。朝礼は元請職員などから各作業者に縦系
列で一方向の情報伝達が行われている。
作業調整会議と安全衛生協議会は工事進捗状況にと
もなう調整を必要とするものであり，作業調整会議は
日を単位とした，そして安全衛生協議会は ヶ月を

単位とした下請業者間の調整である。
これらの会議では元請側から今後の作業工程の説明，
その説明に基づいて各下請側での作業調整，さらに調
整結果を元請側に報告することを行っている。すなわ
ち，これら会議における情報伝達経路を示すと，元請
側からの工程説明と下請側からの調整報告などの
縦・双方向型 と下請間での作業調整などの 横・

双方向型 が組合わされた伝達経路である。
も 縦・双方向型 と 横・双方向型 が組

合わされた伝達経路と考える。それらは作業リーダー
による作業指示，作業者間による危険源の予知，そし
てその対策をリーダーに報告することで構成される。
．各伝達経路における問題点
縦・一方向型 は多くの作業者に伝達可能である

が，フィードバックが得られにくいこと，さらに誰に
でも共通な一般的内容の情報伝達になるという問題点
がある。一般的安全規則の伝達であっても，作業者に
具体的現場状況がイメージ出来る情報を付加すること
が必要である。
横・双方向型 は，必ず 縦・双方向型 との組

合せで行われる必要がある。 横・双方向型 のみの
場合，そこで行われた調整結果が元請側に伝達されな
いことが生じる。特に安全情報の伝達経路に関しては
情報を共有化出来る経路を確保することが必要である
と考える。



写真 自由度ロボットアーム

図 トルク監視インターロックの構成

図 検証実験結果の一例

平成 年度の研究成果の概要

）基盤的研究

機能性流体によるロボット制御技術に関する研究

機械システム安全研究グループ 齋藤 剛，池田博康

．はじめに

人との接触を前提に作業を行うロボットでは，誤っ
て過大な力を及ぼさないことを構造によって保証でき
るアクチュエータとその特性を活用した安全制御技術
が必要である。本研究では，昨年度，上記の要求を満
すアクチュエータとして，磁場に感応する機能性流体
である 流体（ ）を用い
た拮抗回転型アクチュエータユニット（以下， ）
を開発した。本年度は， によって肩・肘関節
が駆動される 自由度ロボットアーム（写真 ）を試
作するとともに，ロボットの関節トルクを監視するイ
ンターロックへの の応用を検討した。
． を応用したトルク監視インターロック

は， 流体の流動特性を利用して，受動要
素的に過大なトルクの発生を防止しつつ，内蔵された
電磁コイルの制御電流のみに応じたトルク制御が可能
である。この特性のため，電流が適正値にあることを
動作許可の条件とするインターロックを構築すれば，
電流で決定される値を超える負荷トルクに対しては滑
りを生じ，動作中に人と接触しても過大な力（トルク）
を及ぼさないことが保証できる。ただし，試作したロ
ボットアームでは関節角度の変化（すなわち，姿勢変
化）に応じて自重を支えるために必要なトルクが変化
するので，上記のインターロックには，これに対処で
きる電流検定機能が必要である。そこで，図 に示す

を応用したトルク監視インターロックを構築
した。アームの動作制御を汎用コントローラで行いつ
つ，印加される電流を安全コントローラによって検定

する構成である。安全コントローラは， つの独立し
た から成り，各関節のポテンショメータの角度
情報より適正電流値を 間隔で演算し，その結果
と実際の電流との比較から動作継続を判断する。
．インターロック機能の検証実験

ロボットの動作中に模擬的に人との接触を起こし，
それに抗する過大な電流から異常トルクを検知する実
験を行った。実験結果の一例を図 に示す。模擬的接
触の発生（約 時）に対し，過大な電流（図では下
限値を下回る電流）からこれを検知し，直ちに許可信
号が となっている。このときに人体に加わる力は，
設定値の 以下（約 ，測定 回の平均値）であり，
所要のインターロック機能の実現が確認できた。



図 完全停止状態から起動させた時の特性

写真 改良型磁気式安全弁

図 温度スイッチの動作特性

安全ボイラ用安全弁の新機構と安全制御システムの開

発に関する研究

機械システム安全研究グループ 清水尚憲、池田博康
齋藤 剛

．はじめに

ボイラは近年様々なタイプが製品化されており，ま
た用途も様々である。そのような中で，ボイラ制御は
コンピュータによる高度な制御技術が採用されており，
機能的にはかなり高いレベルの運転が可能になってき
ている。しかし，万が一，故障が起こると重大な災害
を引き起こす可能性が否定できないものがある。そこ
で，筆者らは昨年度，圧力を監視するための感温フェ
ライトを利用する温度センサと，故意に設定圧力を調
整できない永久磁石と機能性流体を利用した安全弁の
原理モデルを考案した。ここでは本年度，実用化のた
めの改良を行い，ボイラ実機にて実証実験を行なった
結果を述べる。
．フェールセーフな温度スイッチの開発

温度スイッチの動作の検証と性能評価を行なうため，
実規模小型ボイラ（多管式貫流ボイラ，最高圧力

）を実験対象とした。温度スイッチ作動する
運転モードとしては冷態からの起動と 圧力待
機からの起動（ ％燃焼）について実験を行なった（図
参照）。その結果，待機圧力状態から ％燃焼時の

温度スイッチオフにおける動作温度のずれ が最
大となり，その時の内部圧力も最大となった。これは
温度スイッチ内部の熱容量により急激な圧力上昇に伴
う温度上昇の伝達が遅れたことが原因と考えられるが，
実際のボイラ運転において遅れ時間 秒は許容できる
値であると考えられる。一方，燃焼停止後の温度低下
については，ボイラの熱容量が大きいため，温度スイッ
チオンの動作温度のずれ はオフ時 のずれよ
りも小さい傾向が確認できた。
．蒸気用磁気式安全弁の開発

写真 に開発した蒸気用磁気式安全弁の外観を示す。
今年度改良したモデルは，広く一般に採用されている
安全弁の仕様を考慮し，ノズル径を とし，吹出し
圧力 を目標に設計を行なった。さらに閉磁路
が構成されるため磁気的に有利となるため，高温での
使用を考慮し，温度特性に優れる 系磁石を採
用した。また，シール部に充填する流体は 流子

フェライト ポリ オレインの体積分率が
の 流体に磁性流体を混入した流体

（ ）を選定した。
蒸気圧力を印加した場合の弁動作を確認するため，

簡易貫流ボイラに取付け，実環境実験を行なった。実
際のボイラの運用で良く見られる動作として，常温ま
で冷めた状態から炉を点火し，徐々に蒸気圧力を上昇
させた時の様子を図 に示す。入口側圧力が約

に達した 秒後あたりから安全弁内部に高
温の蒸気が回り込み，急激に温度が上昇するが，ほぼ
設定圧力で弁が作動した。また，蒸気圧力を
に保持した状態から同様に圧力を上昇させた実験でも
同様の設定圧力で弁が作動することを確認できた。



図 ストライエーション領域判定結果

金属破断面の周期性に関する定量評価の基礎的な研

究

機械システム安全研究グループ 山際謙太

．はじめに

疲労破面上のストライエーションの破面率（ストラ
イエーション破面率）は，破面からの応力推定に有効
な指標である［ ］。本報は，ストライエーション破面率
の定量評価に必要なパラメータについて提案する［ ］。
．ストライエーション度の提案

ストライエーション破面率を計算するためには，破
面画像のストライエーション領域，非ストライエー
ション領域を区別する必要がある。本報では，特徴量
として，ストライエーション度を提案する。ストライ
エーション度は画素単位に割り当てられており，入り
組んだ複雑な領域の評価も可能にする。
ストライエーション度 は式（ ）を用いて計算

する。
（ ） （ ） （ ）
但し，
ここで， は ウェーブレット係数である。
（ ）は画像内の座標である。 は波の周波数である。
ストライエーションの特徴は繰返し応力が作用した結
果であるき裂進展方向に垂直な縞模様である。本報で
は，ストライエーションの特徴を濃淡の縞模様と定義
する。 をストライエーションの周波数と同期させる
ことで， に破面画像の縞模様の強度を反映すること
が可能である。しかし，き裂進展速度が遅い場合，ス
トライエーションの向きはくり返し塑性域が小さいこ
とから結晶粒や介在物などの材料の微視構造に依存す
る。従って，特定の角度のみの評価を行った場合は，
ストライエーション領域を十分に評価することが出来
ない場合もある。この問題を解決するため， に関し
ての積分を行った値をストライエーション度とした。
．実破面を用いた解析

ストライエーション度を実際の軸荷重疲労破面に適
用する．解析対象に用いた画像は 鋼疲労
破断試験片破面である。
解像度は 画素である。軸荷重疲労試験は
試験片を用い，繰り返し速度 ，最大荷重 ，

応力比 で行った。破面観察倍率は 倍であり，
のところの破面画像である。き裂

の進展方向（ ）を矢印にて図内に示す。本研究に
使用した は，エリオニクス製 である。
フーリエ変換を行い，ストライエーションの周波数

を計算した後， を用いて領域同定を行った。領域決
定は，しきい値として最大値からの割合（しきい値率）

を設定することで行った。図 はしきい値率を と
の場合の同定結果である。 は，ストラ

イエーション領域の判断があいまいな領域である。
．考察

図 において，目視による判定でストライエーショ
ン領域（ 領域）とされた領域（ 部）は，ストライ
エーション度による評価においても 領域であると
判定されていることがわかる。従って，ストライエー
ション度による 領域の検出結果が目視による判定
結果と対応していることが確認された。
しきい値率が の場合，目視とよく対応しており，

破面率は である。これは，目視による判定の破面
率の最大値（ ）と最小値（ ）の範囲内に
含まれていることから，評価される破面率も目視によ
る結果を満たすことがわかる。目視により判断した場
合，観察者によって小領域毎に判断結果が異なるのに
対し，ストライエーション度による評価は，しきい値
により領域が一意に決定し客観性が高い評価である。
．まとめ

本報ではストライエーション破面率を定量評価する
ためのパラメータとしてストライエーション度を提案
し，有効性を確認した。

参考文献
．大塚，機論（ ），

．山際，材料，



図 最大変動軸力（海側）

図 クレーン及び桟橋の解析モデル

図 最大変動軸力（陸側）

図 変動軸力のフーリエスペクトル

コンテナクレーンの設置条件が応答に及ぼす影響

建設安全研究グループ 高梨成次

．はじめに

一般に，構造物上に設置されている構造物には，地
盤上に設置される構造物に比べ，地震時に大きな地震
力が入力される。港湾施設であるコンテナクレーンに
おいて地震力はまず桟橋に入力され，桟橋の応答がク
レーンに入力される。さらには，クレーンの応答が桟
橋に影響を及ぼす相互作用問題と，クレーンに対する
地震入力の評価は複雑になる。本報は，コンテナクレー
ンの設置状況の違いが，コンテナクレーンの応答に及
ぼす影響を数値解析シミュレーションによって検討し
たものである。
．解析モデル

検討対象としたコンテナクレーンは総質量が約
，レールスパンが の剛脚クレーンとした．図

に示すように，クレーンの状態は，ブームダウン時（作
業時）とブームアップ時（休止時）の 通りの検討を
行った。クレーン単体での減衰定数は，全モードに対
して とした。クレーンが設置されている桟橋モデ
ルは，一般的とされる固有振動数が ，減衰定数が
の桟橋を仮定した。クレーンの設置条件は図 に

示す 種類のモデルを用いた。 は，地震波を
クレーンに直接入力するモデル。 は，クレー
ンの海側脚は桟橋を介して地震波がクレーンに入力さ
れ，陸側脚は地震波がクレーンに直接入力されるモデ
ル。 は，クレーンの海側脚，陸側脚共に桟橋
を介して地震波が入力されるモデルとした。本検討に
おいては，結果を簡便にする目的で，クレーン脚部の
浮き上がりを拘束した線形解析とした。入力地震波に
は，兵庫県南部地震時にポートアイランドで観測され
た加速度記録を用いた。
．解析結果

地震応答解析結果から得られたクレーンの陸側脚部
に発生した最大変動軸力を図 に，海側脚部に発生し
た最大変動軸力を図 に示す。全てのクレーン設置条
件に対し，陸側脚，海側脚ともにブームアップ時の方
がブームダウン時の応答よりも変動軸力が大きくなっ
ている。この原因は，ブームアップによって，クレー
ンの重心が高くなり転倒モーメントが増大したことに
よる。
ブームアップ時に，陸側脚に発生した最大変動軸力
は， に比べ では ％， では
％増加した。ブームダウンの状態においても，同様
の結果となり，クレーン脚部に発生した最大変動軸力

は，桟橋の影響により増加した。
図 に示したクレーン脚部に生じた変動軸力のフー

リエスペクトルより，クレーンの 次モードに相当す
る においては，大きな差異はないが， 次モー
ドに相当する においては，桟橋の固有振動数と
共振するため に比べ， では大きくなっ
ている。このことより，設計時には，コンテナクレー
ンが設置される桟橋を考慮にいれた設計が望ましいこ
とが分かる。



図 地震波および建物応答の速度応答スペクトル

表 実験結果（ジブ角 度）

図 建物 フロアクライミングクレーン模型

転倒

地震波および建物応答の速度応答スペク

フロアクライミングクレーンの耐震性能向上手法の研

究

機械システム安全研究グループ 吉見雅行
建設安全研究グループ 高梨成次

．はじめに

フロアクライミングクレーンは建物の上に設置され
るクレーンである。地震時には建物で増幅された振動
が作用するが，現状の耐震規格にはこの効果は取り入
れられていない。そこで，建物上に設置されたクレー
ンの挙動について振動台実験を行なった。
．フロアクライミングクレーン模型振動実験

振動台の上に， 種類の建物模型を設置し，それぞ
れの建物の最上部に 種類のクライミングクレーン模
型を設置した（図 ）。想定した建物の構造形式は鉄
骨造とし，高さはそれぞれ ， ， ，
とした。 クレーンの揚重能力は ， ，
（各々 ， ， と記す）と想定した。クレーンと建
物とは電磁石によって固定した。電磁石の強さが各ク
レーンのマスト脚部の想定降伏強度となるよう電流値
を調整した。
入力地震波は，神戸海洋気象台波，エルセントロ波，

八戸波を用い，相似比を考慮して時間軸を にして
入力した。建物頂部の振動は地震波の周期特性と建物
の応答特性によって決まる。図 に各地震波を入力
した時の振動台および各建物頂部の振動の速度応答ス
ペクトルを示す。
．実験結果

クレーンのジブ角 度の場合の実験結果を表 に示
す。振動により転倒したケースを 印で示す。なお，
入力地震波名の数字部分は入力地震波の最大加速度
（ ）を示し，表中のアルファベットはクレーンの種
別を示す。

建物上のクレーンは神戸 に対しては無被害
だが八戸 に対しては 機とも転倒するなど，被害
は最大加速度だけでは説明できない。また，同程度の
最大加速度を持つ入力地震波に対しても，被害の様子
は異なり，全く同じ振動を受けても，クレーン種別に
よって被害状況に差異が生じている。
．まとめ

地震時のフロアクライミングクレーンの挙動は，地
震特性・建物の応答特性・クレーンの応答特性の影響
を受けることが確認された。今後の耐震規格にはこう
した動的効果を取り入れる必要がある。

入力地震波

神戸

エル

八戸

八戸

建物建物建物



図 処理土内の接触状態の再現模式図

（ ）豊浦砂での測定結果

（ ）関東ロームでの測定結果

図 水分移動実験による測定含水比

図 土試料からセメントへの水分移動特性の検討

支持地盤の不安定要因による移動式クレーンの転倒防

止に関する研究 セメント安定処理における配合方

法の違いが強度に及ぼす影響の調査

建設安全研究グループ 玉手 聡
重点研究支援協力員 有木高明

．はじめに

移動式クレーンの支持地盤が軟弱である場合に，セ
メントを用いて地盤改良が施される。しかし，改良さ
れた地盤の不安定性による転倒災害が発生している。
本報告では，粉体 現場混合方式によってセメント安
定処理を施された地盤の強度に及ぼす対象土の含水比
の影響を実験的に調査した結果を述べる。
．実験概要

不飽和土からセメントへの水分移動特性を実験的に
調査した。処理土内のセメントと不飽和土に生じる水
分移動状態を，図 に示すような 層供試体の境界部
分で模擬し，水分移動実験が行われた。土試料には不
飽和状態の関東ローム，豊浦砂が用いられ，セメント
には超速乾セメントが用いられた。また，土試料の保
水性を計測し，水分移動特性を検討した。
．実験結果

養生時間に対して測定された土試料の含水比変化を
図 に示す。細粒分を含まない豊浦砂は水分をほとん
ど保持せず， 時間程度で水分移動の平衡状態に達し
た（図 （ ））。その平衡状態では，含水比が 程度
となり，セメントにほぼ全水量を供給する結果を示し
た。一方，ほぼ全量が細粒分である関東ロームでは，
養生時間に対する含水比の変化が終了する（セメント
との間での水分移動がほぼ平衡状態に至る）含水比は
％程度であることが分かった（図 （ ））。
．結果の考察

測定された土試料の水分平衡状態を土の保水性から
検討した。細粒分を含まない豊浦砂と全量が細粒分で
ある関東ロームでは，図 に示した モデル（水分
特性曲線）から，保水性が異なることがわかった。細
粒分を多く含む試料は高い水分保持特性を有した。
図 に示した測定含水比を，図 の水分特性曲線上

にプロットした。豊浦砂とセメント間では，水分移動
の平衡状態において含水比がほぼ となった。豊浦砂
の塑性限界は であり，平衡した含水比は塑性限界
にほぼ等しい結果が得られた。関東ロームの平衡状態
の含水比は ％となり，その値も塑性限界とほぼ等し
い値であった。以上より，安定処理される対象土から
セメントへの供給水量は，対象土の全水量から塑性限
界程度までの差分であることが明らかになった。



固定片半 可動片半 ロードセル

図 新しく開発した引張試験装置

図 引張クラック

図 含水比、乾燥密度の違いによる引張強度

図 一軸圧縮強度と引張強度の関係

掘削時における地盤変形・側圧変化及び崩壊現象に関

する研究

引張強度試験装置の開発とその実験結果

建設安全研究グループ 豊澤康男，伊藤和也
重点研究支援協力員

．はじめに

掘削時に引張りクラックに起因して斜面が崩壊する
災害が多く見られる。また，高速道路やフィルダム等
の盛土施工中に引張りクラックが発生して盛土が崩壊
する事例も報告されている。このような引張りクラッ
クを適切に評価するためには土の引張強度を測定する
必要がある。しかし，従来の研究では改良した土など
強度が高い土を測定対象としていた。本研究では強度
が小さい飽和・不飽和の自然粘土地盤を測定対象とし
て，引張強度を直接に測定するための新しい試験装置
を開発し，関東ローム試料の引張強度を測定し，その
結果を一軸圧縮強度と比較した。
．実験装置及び方法

新しく開発した試験装置（図 ）の試料挿入容器
“モールド”は数字 の形をして， つに分離でき
るように片半分を固定しており，片半分はリニアスラ
イドを利用して自由に動くようになっている。モルー
ドの面積は ，最大長さは ，深さは ，
モルードの一番狭い接続部は幅 とした。引張力
は引張側にあるロードセルで測定する。
本研究では，不飽和の関東ロームについて実験を

行った。あらかじめ含水比（
と ％）を調整し，乾燥密度（ と ）
となるように所定の量をモルードに入れ，上からモ
ルードと同型の載荷板で静的に押し固めて供試体を作
成した。飽和土の場合は別のモールドと同型容器に試
料（塑性限界の 倍の水と練り混ぜて圧密した。）を
作成し，それを直接モールドに挿入した。
．実験結果

図 のようにほとんどの実験では供試体はモールド
の狭い部分において引張り方向に対し垂直面で破断し
た。含水比と乾燥密度による引張強度の関係を図 に
示す。含水比 のとき最大の強度を示し，その両側
では減少している。乾燥密度が高くなるにつれ強度も
あがる。乾燥密度の影響は乾燥側では大きく，飽和側
では小さくなっている。一軸圧縮強度の実験でも引張
実験と同じ傾向を示した。図 に引張強度と一軸圧縮
強度の比較を示す。強度が高いところでは（乾燥側）
少しばらつきがあるが一軸圧縮強度は引張強度の約
倍になっていることが分かった。

．まとめ

（ ）新しく開発した引張試験装置により関東ロームの
引張強度を測定することができた。
（ ）強度に関して，乾燥密度の影響は飽和側では少な
いが，乾燥側ではその影響が大きい。
（ ）関東ロームでは，一軸圧縮強度が引張強度の約
倍になった。



表 実験条件

図 上端固定時の水平土庄分布（ ）

図 上端固定時の水平土庄分布（豊浦砂）

掘削時における地盤変形・側圧変化及び崩壊現象に関

する研究 シルト質地盤及び砂地盤を対象として

建設安全研究グループ 豊澤康男，伊藤和也
重点研究支援協力員

．はじめに

土留めの崩壊事故を防止するためには，地盤や土留
めの変形と土圧変化の相互作用，崩壊に至るまでの挙
動についての知見が必要となる。本研究ではシルト質
地盤（ ）及び豊浦標準砂を対象として遠心場
可動土留め装置を用い，基本的な土留めの変形を再現
して土圧の再配分，地盤の変形等との関連性について
検討した。
．実験条件及び方法

土留め掘削工事おける土留め矢板が変形した状態を
再現するため，遠心場可動土留め装置を用いた。本装
置では 段に分割した矢板を によって独立に高精
度な変位制御ができる。表 に実験条件を示す。模型
地盤は土槽（幅 ，高さ ，奥行き ）
に 又は豊浦砂を空中落下法により作成し，
遠心加速度 場において，矢板を表 右欄に示すよ
うに変形させた。地盤高は実地盤換算で約 となる。
．実験結果

図 ， には矢板の変形モードが上端固定時の土圧
分布を示す。図中に の主働土圧と
らの理論式から導いた土圧分布を併せて示す。

と豊浦砂，どちらの試料を用いた場合におい
ても地盤上部で大きな土圧が発生している。矢板上部
に地盤が押し付けられたことで地盤内部でアーチ作用
が発生したため，矢板上部で土圧が大きくなり，矢板
中央部付近から急激に土圧が小さくなったと考えられ
る。 と豊浦砂で土圧分布形状に違いが見ら
れるのは，ダイレイタンシー特性と粒子径の違いが変
形領域の違いなどに影響しているためと考えられる。
矢板の変形モードが下端固定時（下端を中心として回
転時）では主働化したと考えられる の時
に の主働土圧分布と近い値となった。なお，
矢板の傾きは （ 地盤中央部までの高さ， 地
盤中央部での水平変位）とした。
．まとめ

（ ）土留め矢板を主働側に変形させると，変形開始
と同時に土圧は下降するが，その分布状態は矢板の変
形モードにより大きく異なる。しかし，個々の土圧値
に変動はあるものの全土圧でみるとその合計値はほぼ
一定の値に収束する。下端変形の場合，土留め壁の傾
きが でほぼ一定値となる。

（ ）上端変形など変形形状によっては理論値よりは
るかに大きな土圧が発生する地点があり，従来の土圧
理論では説明出来ない壁面土圧分布になる場合がある。
これは地盤内で発生するアーチ作用の影響が大きい。
（ ）壁面土圧は施工過程（変形プロセス）の影響を
受ける。つまり，最終的な土留め矢板の変形形状が同
じであっても，それに至るまでの過程が異なれば壁面
土圧分布，地盤内の変形状態は異なる。
（ ）シルト質地盤と豊浦標準砂ではすべり線の形状，
土圧発生状況が異なる。ダイレイタンシー特性と粒子
径の違いが影響していると考えられる。

試料

豊浦砂

遠心
加速度

相対密度
（％）

矢板の変形
モード
下端固定
上端固定
中央変形
平行移動
下端固定
上端固定
中央変形
平行移動



図 模型実験装置

図 加速度応答倍率 振動数

図 杭頭部の曲げモーメント 入力加速度 振動数

図 大加振実験における入力波形

）杭 （前方ジブ側）の様子 ）杭 （後方）の様子
図 杭の最大曲げモーメント 深度分布

図 加速度応答倍率 振動数

杭基礎で支持されたタワークレーンの地盤工学的不安
定性に関する研究

建設安全研究グループ 玉手 聡，豊澤康男，伊藤和也
武蔵工業大学 片田敏行，末政直晃

．はじめに
本研究は，杭基礎で支持された自立式タワークレー

ンの地盤工学的な不安定メカニズムの解明を目的とす
る。タワークレーンは工事用の機械設備であり，杭基
礎に支持された仮設構造物と見なされる。 スケー
ルのタワークレーンを作製し，これを遠心模型実験装
置に搭載して実験が行われた。本報告では，実験の結
果得られたタワークレーンの振動応答特性と杭基礎の
曲げモーメント分布について述べる。
．実験概要
モデル化したタワークレーンは，「トンボ型クレー
ン」と呼ばれるタイプであった。このタワークレーン
は，上部旋回体に備わるジブが起伏せず，水平な状態
に固定されたものである。実験模型は，遠心加速度
場における動的相似則に基づいて設計が行われ，

タワーとジブにはアルミニウム材が用いられた。模型
地盤は内寸 の容器内に藤森
粘土を圧密して作製された。実験装置の概要を図 に
示す。実施した実験は，大きく微少加振実験と大加振
実験の 種類であった。微少加振実験は，地盤 杭基
礎 タワークレー系の振動特性の把握を目的に，入力
加速度 の正弦波が用いられた。大加振実験では，
杭頭部の曲げモーメントに増大が見られた振動数
（ ）の正弦波が用いられ，その入力加速度は ，

， の 種類であった。
．実験結果
図 は微小加振実験における，振動数と加速度応答

倍率の関係を示す。タワー上部の加速度応答倍率には，
約 と で増大が見られた。この つの振動
数は上部構造物の 次固有振動数と 次固有振動数と
考えられた。
図 は杭頭の曲げモーメントを入力加速度で除して
正規化した値と，振動数の関係を示す。杭頭の曲げモー
メントには， 付近で増大が見られた。タワー部
が 次モードで振動すると，曲げモーメントは杭基礎
頭部に集中することが明らかになった。大加振実験の
入力波を図 に示し，杭に生じた最大曲げモーメント
の深度分布を図 に示す。最大曲げモーメントは杭頭
部に発生した。 と を与えた時の曲げモー
メントの値には，大きな違いが見られなかった。これは，
地盤に比べて相対的に大きな杭の水平変位が，周辺地
盤を押し広げて隙間を発生させ，この隙間が減衰効果
としてタワークレーンに作用した影響と考えられる。



図 破壊メカニズムの設定

（）関東ローム地盤

（ ）豊浦砂

図 掘削深さ と の関係

掘削溝の安定性に与える建設機械荷重の影響に関する

研究

建設安全研究グループ 豊澤康男，伊藤和也
重点研究支援協力員 楊 俊傑

．はじめに

ドラグ・ショベル等の建設機械が、法肩が崩壊した
ために転倒し，運転者や周囲の作業員が挟まれたり，
下敷きになって被災する災害が多発している。本研究
は建設機械荷重を定荷重としてモデル化を行い，次に
モデル定荷重の大きさと法肩からの距離が強度特性の
異なる地盤における掘削深さおよび掘削溝の崩壊メカ
ニズムに与える影響を， 遠心場において掘削を再現
した掘削模型実験および 上界値を与える速度場法を
用いた実験結果解析により解明することを試みた。
．実験条件及び方法

建設機械による荷重をモデル化するために，掘削機
を対象として車輪幅 とした。模型地盤は砂
地盤と関東ローム地盤の 種類である。実験は の
一定加速度場で行った。砂地盤は気乾状態の豊浦砂を
相対密度 となるように空中落下法により作製
した後，地盤を水浸させることにより見かけの粘着力
を持たせ，その後遠心場において含水比が一定となる
まで脱水した。なお，地盤の湿潤密度は で
あった。関東ローム地盤は のふるいにて裏ごし
した試料を用い， の圧縮圧力で締め固めて作
製した。模型地盤の湿潤密度は ，一軸圧縮
強度は であった。
．破壊メカニズムと可容速度場の設定

実験結果から図 に示すような破壊メカニズムを仮
定し，可容速度場を設定する。直線 は鉛直直線と
し，簡単かつ と で滑らかに接させるために，

を極が掘削面の直線上にある対数ら線とする。
また，掘削深さ が最小となるように対数ら線の初
期動径 を最小化パラメーターとする。可容速度場
の連続条件は次のとおりである。

（ ）

［（ ） ］ ［（ ） ］
（ ）

．まとめ

（ ）掘削機を対象とした場合，掘削機の二つの車輪を
車輪幅 の 倍離れた二つの帯状荷重にモデル化で
きる。この場合，二つの帯状荷重は相互に干渉するこ
とはなく，掘削溝に近い帯状荷重の方のみ掘削溝の安

定性に影響を与える。
（ ）定荷重の接地圧と掘削地盤の強度との相対的な大
きさにより地盤の破壊メカニズムが異なる。定荷重の
接地圧が地盤の強度に近い場合，地盤の破壊メカニズ
ムは斜面上の支持力問題に支配されるのに対して，定
荷重の接地圧が地盤の強度よりかなり小さい場合，地
盤の破壊メカニズムは掘削の安定問題に支配される。
（ ）定荷重の接地圧が地盤の強度より小さい場合，定
荷重や法肩からの距離が掘削の破壊メカニズムに与え
る影響は確認されなかった。
（ ）上界値計算で得られた結果は実験結果をほぼ表現
している。



図 対策工の種類別分類 図 被災者の作業別分類

図 降雨状況による災害発生件数

施工時における斜面崩壊による労働災害の調査・分析

建設安全研究グループ 伊藤和也，豊澤康男
重点支援協力員

．はじめに
土砂崩壊による労働災害の死亡者は，毎年 名

前後で推移している。そのうち約半数が道路建設工事
等における斜面の切取り工事などにおける斜面崩壊に
よるものである。こうした災害の防止のためには災害
の実態把握が不可欠である。そこで本研究は，斜面崩
壊災害について実態把握・防止対策確立のための基礎
的データを得ることを目的とするため，災害の事例調
査・分析及び現場調査を行った。
．調査対象および調査項目
本研究では，平成 年から平成 年の 年間におい

て道路建設・土地造成等により地山を切取る切土掘削
工事によって発生した斜面崩壊災害 件（死亡災害お
よび重大災害）を対象として，以下に示す項目につい
て調査・分析を実施した。
工事・管理関連要素（工事規模，安全管理状況等），
災害発生状況関係（降雨との関連性，崩壊規模，崩
壊形状，被災状況等），
地盤関連要素（崩壊パターン，岩種・地質年代，地
盤強度等），
である。以下に代表的な調査結果を示す。
．調査結果

（ ）工事種別災害発生状況
一般に斜面を安定化する対策工法としては 擁壁工

と 法面保護工がある。斜面崩壊災害を工事種別にて
分類すると図 のようになる。ここで，掘削中とは擁
壁工と法面保護工以外の目的で掘削を行っているもの
である。工事種別では擁壁工が全体の 割を占め，発
生した労働災害のほとんどが擁壁工による工事であっ
た，擁壁工，法面保護工ともに完成後には斜面が安定
化するが，切取りから完成までの施工中の斜面は著し
く不安定化する。これらの災害事例では，事前調査が
行われておらず地質状況，地盤強度（ 値等）が不明
な場合が多い。また，施工中における法面安定性につ

いても検討は行われていない。
（ ）災害発生時の死亡者の作業状況
図 は災害発生時に死亡者が行っていた作業につい
ての分類結果を示したものである。床堀りや法面掘削
を行っている際の被災のほか，掘削に関連した整理作
業や擁壁のコンクリート型枠・組立・解体作業など，
切取り法面に近接して行われる工種の作業中に被災す
る場合が多い。また，法面保護工は災害件数に対する
死亡者数が他の作業工程の 倍以上となっている。こ
れは，法面保護工の工程では多くの労働者が法面にて
作業を行うことに起因しているものと思われる。
（ ）降雨による影響
斜面崩壊と降雨の関係を調べると図 に示すような

結果が得られ，災害発生当日または災害発生の 日前
までに降雨があった事例が調査件数の約 を占めて
いた。このことから災害発生 日前までの降雨と斜面
災害には関連性が高いことが分かった。
．まとめ
）工事種別の災害発生状況から， 割が擁壁工，
割が法面保護工にて発生していることが分かった。
また，施工中における法面安定性について，ほとん
ど検討が行われていなかった。
）被災時の作業件数として，床堀り，法面掘削，法
面保護，型枠組立・解体が多かった。特に法面保護
では作業件数に比べて被災者が多く，一度に多くの
被災者を出す可能性が高いことが分かった。
）災害発生 日前までの降雨が斜面災害と大きな関
連があることが分かった。



写真 地盤の変形状況

図 堤体直下における沈下の時刻歴図 地中壁を設置した模型地盤の概要

（ ）鋼矢板壁

（ ）薬液改良体壁

地盤流動による作業施設の被害軽減技術に関する実験

的研究

建設安全研究グループ 玉手 聡
東京大学 東畑郁生，本多 剛

．はじめに

地震による地盤の液状化は地盤流動を発生させ，こ
れが構造物や作業施設に大きな被害を与える。これら
の被害原因は，地盤の大変形に起因する。従って，地
盤の流動変形を抑制する対策の実施が，作業施設の被
害軽微には有効である。本研究では，地中壁（鋼矢板
壁，薬液改良体）の設置による地盤流動の抑制効果を，
遠心模型実験により検証した。
．遠心模型実験

本研究では，河川堤防を想定して未対策ケースと鋼
矢板壁と薬液改良体壁を設置したケースの振動台実験
を の遠心場で実施した。図 に（ ）鋼矢板壁と（ ）
薬液改良体壁を設置した模型地盤を示す。鋼矢板壁は
堤体下部地盤の側方流動を抑えるために，法尻に設置
された。薬液改良体壁は側方流動と堤体下部の沈下を
同時に抑制することを目的に，法肩直下に設置された。
地盤材料には，河川周辺の軟弱地盤を再現するため
に細粒分含有率の高いシルト砂（ ）を使
用した。この試料は，鳥取地震（ ）において実際に
液状化した境港市の竹内工業団地から採取したもので
あった。模型矢板（材質 アルミニウム， ，

厚さ ）は， 号矢板をモデル化したものである。
薬液改良体には同程度の剛性を持つ締固めた砂が使用
された。模型地盤は，予めスラリー状にしたシルト砂
を容器に投入し， の遠心場で自重圧密を行って一
様地盤（飽和単位体積重量は 程度）を作
製した。その後，最小間隙比（単位体積重量

）に設定した鉛散弾を高さ 設けて，これ
を地盤に対する上載荷重として与えた。遠心加速度は，
地盤が静的なすべり破壊を発生させないように，段階
的に増加させて遠心圧密が行われた。加振は，振幅が
異なる 種類（ ）の正弦波（ ，
波）が入力された。
．実験結果

未対策の地盤の変形状況を写真 に示す。地盤の変
形は表層付近に集中し，法尻付近に顕著な側方流動が
発生した。図 に示した堤体直下の時刻歴から，沈下
は加振時に増加したことがわかった。従って，地盤の
変形は繰り返し載荷による残留変形の蓄積によって発
生したことがわかった。対策を施したそれぞれのケー
スでは，未対策な場合との比較から沈下抑止効果が確
認された。
．まとめ

（ ） 矢板壁は地盤の側方流動に対して高い抑制効果
を示した。盛土の不均一荷重に伴うせん断変形に対し
ては、矢板に与えた排水機能により対応できた。
（ ） 薬液改良体は、改良体直上の沈下を効果的に抑
制した。一方、側方流動の抑制に対しては改良幅を十
分に広く設けないとその効果は小さいことがわかった。



図 曲げ強度試験の様子

図 フラットデッキの構造

表 フラットデッキの崩壊による災害の例

フラットデッキを用いた床板式型枠支保工の安全性に

関する研究

建設安全研究グループ 永田久雄，大幢勝利
高梨成次，日野泰道

．はじめに

床型枠用鋼製デッキプレート（以下，フラットデッ
キ）とは，図 に示すように鉄骨造あるいは，鉄筋コ
ンクリート造の建築物の床スラブのコンクリート打設
時に使用する板厚 以上の薄鋼板製の型枠材で
ある。建設作業中にフラットデッキが崩壊して作業員
が墜落あるいは圧死する労働災害が発生している。本
研究は，フラットデッキを用いた建設作業の安全性を
高める観点から，主にフラットデッキの強度を検討し
建設作業の安全性の向上に資することを目指してい
る。
．フラットデッキが普及するまでの経緯について

年ごろから型枠工事施工の省力化やラワン材な
どの熱帯雨林木材の大量消費の制限といった観点から，
フラットデッキが鉄骨造建築物において数多く使用さ
れてきた。その後に，鉄筋コンクリート構造の床型枠
工事においても使用されるようになり，その広がりと
同時に「フラットデッキ型枠設計・施工マニュアル」
がメーカを中心として旧建設省建築研究所が参加して，

年 月にまとめられた。この指針によりフラット
デッキの設計・施工指針が決定されている。
．災害調査・分析・実験

災害事例を調査した限りでは，最も古い事例は
年にフラットデッキを用いて 階のコクリートの床ス
ラブを打込み終了直後にフラットデッキが崩壊し，階
下にいた作業員 名が窒息死， 名が負傷した報告が
なされている。いままでの災害事例から主な要因は，
フラットデッキ端部の取付けミスによる崩壊， 力

学的な知識不足（等分布荷重と集中荷重）， 材料の
強度不足が考えられる。
表 に示す最近発生したフラットデッキによる災害
事例を示した。災害要因は施工ミス，施工者側の力学
的な知識不足などと複雑にからみあっているが，崩壊
の根本原因は，エラーを許容できない材料の強度不足
にあると思われる。そこで，本研究では，主に材料の
強度の観点から取り組むこととした。市販されている
フラットデッキを基本構造別（中空型・密閉型 差込
タイプ・はぜタイプ），部位別（エンドクローズ部 中
央フランジ部，ウエッブ部），薄板鋼板の厚さ別
（ ）に分けて強度を実測した。実験
の様子を図 に示す。

災害の概要

階でコンクリート打設作業中に コンク
リート流し込みようのホッパーのバルブ
が閉まらず フラットデッキプレート上に
コンクート 立法メートルが一時に流れ
込み その重さに耐え切れずに崩壊した。
作業中の 名が 下の 階まで墜落し
た。

介護老人保健施設の建設現場において
階床面部分に取り付けられていたデッキ
プレート上に クレーンを使用して約
トンの鉄筋を仮置きしたところ デキプ
レートが崩壊し 階での型枠組立作業員
が鉄筋の下敷きになった。また 崩壊した
デッキプレート上で作業をしていた鉄筋
工が擦過傷等の軽傷を負った。

階でコンクリート打設作業中にデッキ
プレ トが抜けて 作業中の 名が 階ま
で墜落したが その落下衝撃で 階のデッ
キプレート床が抜けて 名が更に 階ま
で墜落した。

発生日
（場所）
（死傷者）

（東京）
（ 名死亡
名負傷）

（神奈川）
（死亡 ，
負傷 名）

（東京）
（ 名負傷）



図 測定対象作業

図 加速度波形の一例

図 パワースペクトル

建設機械の振動が構造物の安定性及び作業性に及ぼす

影響

機械システム安全研究グループ 吉見雅行
建設安全研究グループ 大幢勝利

．はじめに

作業構台をはじめとする仮設構造物は，建設機械や
建設車両による動的荷重にさらされる。これら振動に
対する構造物の安全性や作業者への影響を確認するた
めには，実作業時の振動特性を把握する必要がある。
そこで，作業現場において振動計測実験を実施した。
．測定実験

橋脚の補強工事用の足場として河原に設置された仮
桟橋の振動を測定した。桟橋は鋼鉄製，長さ ，幅

であり，杭が長手方向に 間隔，幅方向に
間隔で設置されている一般的なものである。測定対象
は， トンクローラクレーンの走行，旋回，荷吊り時
の振動（ ），および，桟橋解体時のバイブロハ
ンマー（ ）による杭引抜時の振動（ ）で
ある。図 にこれらの作業の模式図を示す。桟橋上の
点にひずみゲージ変換式加速度計を設置し，上下方
向，橋軸方向及び橋軸直角方向の作業中の振動を測定
した。
．測定結果

測定結果の加速度波形の一例を図 に，パワースペ
クトルを図 に示す。

では，主にクローラクレーンの走行による振
動が顕著で振幅が に達するものもあった。旋
回や荷吊りに伴う振動は非常に小さい（ 以下）。
上下動および橋軸直角方向の振動が大きく，橋軸直角
方向の卓越振動数は であった。この卓越振動数は
人間の立位時の共振周波数帯に近い。また，仮設構造
物の設計用水平力は上載荷重の であり，さらに動
的影響の安全率を 見積もることから，この程度の
振動は設計時に見込まれている範囲内であると言える。

では振動数 ，振幅は 程度の振動が
継続していた。 はバイブロハンマーの稼動周波
数である。この振動は の 時間疲労限界より
も小さく，作業者に与える影響は小さい。
．まとめ

本測定では，仮桟橋の地上高が小さく剛性も高いた
め，測定された振動は構造物，作業者にとって危険と
なるほど大きいものではなかった。しかしながら，仮
設構造物の形態はさまざまであるため，今後も慎重な
検討が必要であると考える。



図 実験の様子

図 走行台の加速波形と速度

図 走行台の速度と転倒時間

高齢労働者の転倒災害防止のための安全性評価に関す

る基礎的な研究 後方へ転倒した際の頭部衝撃速度

と転倒時間について

建設安全研究グループ 永田久雄

．はじめに

高齢になるにつれて，姿勢バランスの崩れに対応し
た素早い動きが取れなくなる傾向がある。特に，後方
に転倒した際に，後頭部を打ち頭部損傷による重篤な
災害となりやすい。そこで，高齢者の転倒事故防止の
観点から，脚関節部の役割と床面に頭部が激突すると
きの衝突速度，転倒するまでの時間との関連を求める
実験を行った。
．実験方法

図 に示すように，製作した小型リニアアクセラ
レータの走行台上にダミーモデルを電磁切離器を介し
て吊り下げて直立させ，床面を急加速して（加速時間，
加速度）人体ダミーを転倒させた。 転倒の様子をビ
デオレコーダで撮影し，画像解析によって転倒時間，
速度等を算出した。
パソコン制御により図 に示すようにステップ状の

急加速走行モードで運転することができる。実験では，
走行台の動きの制御により様々なすべり状態を再現し
た。ダミーの切り離しは，上から吊り下げた電磁切離
器によって行い，走行台の動きと連動して切り離しさ
れるシステムとなっている。人体ダミーの関節部は，
「全脚関節」の固定状態，「足」，「膝」，「股」の各関
節部 カ所のみを回転可動状態，「足 膝」，「膝 股」，
「足 股」，「足 膝 股」の関節部の回転可動状態に
分けてそれぞれ実験を行った。
実験結果と考察

床材別転倒特性の比較では，摩擦が大きい滑り止め
材と摩擦が小さいシリコンを吹き付けたアルミ床を敷
き，滑りやすさ別に検討した。滑り止め材，アルミ床
ともに走行台の最大速度の大小に関わらず，転倒速度
がせまい範囲に集中していた。転倒時間は，足元がす
くわれて，身体が地面と平行になりながら落下するよ
うな軌跡を描くため，すべりやすい床面では，転倒ま
での時間は図 に示すように明らかに短く，防御の姿
勢をとる時間が短くなっている。
足関節と股関節が可動状態の場合の頭部衝撃速度は，

比較的に遅くなり，また転倒時間は長くなる傾向があ
る。このことから，特に，足関節部 股関節部が自由
に可動できる状態にすることが，作業の安全性確保上
はより重要となることが判明した。



写真 ．実験装置概観図

写真 ．実験結果の例
（墜落速度 ，設置高さ ，設置幅 の場合）

低層建築物の屋根工事における墜落防止のための足場

の必要条件 中桟の設置位置に関する実験概要

建設安全研究グループ 日野泰道

．はじめに

屋根からの墜落を防止する設備として，仮設足場が
一般的に用いられている。本研究では，その足場に要
求される性能として，特に手すり・中桟の設置方法に
着目し，実験的に検討を行っている。
．足場の設置基準と災害発生状況の関係について

屋根からの墜落防止のための足場の設置方法につい
ては，「足場先行工法のガイドライン」において規定
されている。これによると，手すりの設置位置につい
ては規定がある（軒先から の高さ，軒先と建地
との間隔は 以下）が，中桟については，具体的
な数値として規定がないのが現状である。これに対し，
過去の屋根からの墜落による死亡災害（平成元年 平
成 年 計 件）について分析してみると，足場に
手すりや中桟を設置していたのにも拘らず，死亡災害
に至ったケースが見られることが明らかとなった。特
に近年では改修工事における災害が目立っており，新
築工事における屋根からの墜落災害は減少傾向にある
が，その中で災害に至ったものでは，やはり中桟と屋
根面との隙間から墜落するケースが多いようである。
．実物大屋根を用いた滑落実験

屋根からの墜落を防止するために必要な中桟の設置
位置について検討するため，作業員を模擬したダミー
モデルと実物大屋根実験装置（写真 参照）を用いて
滑落実験を実施している。実験パラメータは， ダミー
モデルの軒先位置での姿勢， 軒先位置での墜落速度，
中桟の設置位置，などである。
．実験結果

まず，足場先行工法のガイドラインの規定を満足す
るように足場の手すり・中桟を設置（建地と軒先の
幅 ，手すりの設置高さ ，中桟の設置高
さ ）し，滑落実験を行ったところ，“墜落姿勢”
に拘らずダミーモデルは中桟に衝突し，その後屋根面
との隙間から墜落した。このことから，中桟について
詳細な規定のない同規定の基準では墜落を防止する上
で不十分であることがわかった。次に中桟の設置高さ
を変動因子として実験を行った。軒先位置での墜落速
度を考えられる最大値（ 平成 年の年報を参
照のこと）として実験を行ったところ，写真 に示す
ような単管パイプの大変形が多くの実験において見ら
れ，ダミーモデルはその広がった隙間から地面へ墜落
した。このことから，単管手すりに衝突する際には大

きな荷重が作用すること，そして手すり等が振動等の
変形を生じるため，中桟と軒先の隙間が広がることが
明らかとなった。以上のことから，中桟の設置間隔は，
足場の強度・剛性なども考慮に入れて，その適正値を
明らかにする必要があることが分かった。
．まとめ

手すりに衝突した際に発生する衝撃荷重は非常に大
きいことが明らかとなった。そのため手すり・中桟の
設置位置は，単なる設置位置ではなく，その強度・剛
性，被災者へ及ぼす悪影響等を含めて，定量的な検討
が必要である。



図 実験装置

図 対向空気流と火炎の伝ぱ速度の関係

図 実験装置

微粒子粉体の発火・爆発危険特性に関する研究

粉じん伝ぱ火炎における燃焼速度測定

化学安全研究グループ 八島正明

．はじめに

ガス爆発の際に見られる可燃性混合気中を火炎が伝
ぱするのと同じように，粉じん爆発の際にも可燃性粉
じん雲中を火炎が伝ぱする現象が見られる。前者の火
炎の伝ぱは，予混合火炎の自己伝ぱの性質によるが，
このときの伝ぱを支える（層流）燃焼速度がその燃焼
特性を表す重要な指標の一つとなっていることは周知
の事実である。しかし，粉じん雲中を火炎が伝ぱする
場合には，火炎の伝ぱという現象が類似していながら，
単一粒子としての粉の燃焼特性，粒子群としての燃焼
特性，分散・浮遊状態，周囲気流の有無など種々の因
子により，火炎の伝ぱ機構が異なることが知られてい
る。そのため，粉じん火炎に対して，予混合火炎と同
じような燃焼速度が定義され，定量的に求められるの
かどうかは不明な点が多い。
本研究では，粉じん火炎の燃焼速度を測定する方法

の一つとして，これまで課題研究において行なってき
た実験方法に改良を加え，火炎が観測部内に定在でき
る装置を試作し，火炎に相対する気流速度と粉の挙動
から燃焼速度を測定できるかどうか調べてみた。
．実験

実験装置

実験装置を図 に示す。観測部は高さが ，
矩形流路断面 であり，拡がり角度 （片側）
は最大で

。
まで変化させることができる。正面と対

面は石英ガラス製，側壁の片方の一部も石英ガラス製
とすることで （ ）測
定の際のレーザシート光を側壁から観測部に入射し，
正面から測定できるようになっている。逆火防止と整
流の目的のため，ステンレス製ハニカム板（

米国，目開き ，長さ ）
を取り付けた。空気流れに粉を混ぜるためのフィーダ
は，ホッパ型（円錐コーン）とし，ノズル出口径と粉
の空気押出し圧，振動強さによって粉の排出する量を
調整できる。流量 を可変することで所定の
観測部の空気流れと粉じん雲濃度を制御できるように
工夫した。実験に用いた石松子粉は，粒子径（中位径

）がほぼ一定で流動性が良いという特徴から，
気流の動きを調べる際のトレーサ粒子としても使われ
ている。この粉は可燃性でもあるため，粉じん爆発特
性の標準試験粉体としても使用されているが，実験結
果の比較の点から本研究でも石松子粉を用いた。

実験結果

図 は，平行壁，粉じん濃度 における
と火炎の伝ぱ速度 の関係（相対速度）を調べた結
果である。 が増加するとともに下方への火炎の伝
ぱ速度が減少することがよくわかる。
になると，火炎は，側壁に近いところに沿って伝ぱす
ることがあるが，むしろ，吹き飛び方向，すなわち下
流に伝ぱするようになる。以前の実験では ，

の場合の は であった。そのこと
からすると，今回の値はやや大きいことがわかる。
．おわりに

本研究では，伝ぱする粉じん火炎を流路内に定在さ
せることで燃焼速度を測定できる装置を試作した。粉
じん火炎における燃焼速度の定義を再検討し，結果を
まとめる予定である。



図 低温アセチレンの分解爆発限界

図 低温下でのアセトン溶解

アセチレンの分解爆発
初圧 初温 アセトン

高温・高圧下における気体物質の爆発危険特性

化学安全研究グループ 水谷高彰

．はじめに

アセチレンは常温では絶対圧が 以上の条
件下では，着火源があれば分解爆発を生じることが知
られている。このため，一般にアセチレンを貯蔵・運
搬する場合，液体アセトンにアセチレンを溶解させて
取り扱う。常温では絶対圧が 以下の条件であ
れば，仮に気相のアセチレンで分解爆発が発生しても，
液相に溶けたアセチレンには分解爆発が伝ぱしない。
低温下では液体に対する気体の溶解度は上がるため，
低温下でアセトン溶解アセチレンを取り扱うことで，
貯蔵・運搬の効率化が期待される。そこで，低温・高
圧下での爆発限界圧力・爆発圧力を測定することによ
り，アセチレンの分解爆発危険特性を評価した。
．低温下におけるアセチレンの分解爆発特性

三陽理科（株）製の低温恒温槽に の円筒型爆発試
験容器（内径 ，深さ ）を沈め のエタ
ノールを熱媒として冷却を行った。低温恒温槽の冷却
能力が不足する低温下では，液体窒素を冷媒として用
いた。爆発圧力測定には（株）共和電業製のエンジン指
圧変換器を用い， 製のデジタルオシロスコー
プで測定，記録した。着火には の高電
圧放電装置を用い，容器中心に設置した の電極
間隙に放電を発生させ着火源とした。
．実験結果

図 に低温下でのアセチレンの分解爆発限界圧力を
示す。常温（ ） の範囲では温度が下がると
爆発限界圧力が上がり，爆発し難くなることが分かっ
た。また，詳細な測定は行っていないが，常温では，
より小さいエネルギーの着火源でも着火できたが，低
温では今回使用した大きなエネルギーの着火源でなけ
れば着火できなかった。このことは温度の低下にとも
ない，最小着火エネルギーが増加していることを示す。
図 に同じ初圧 ，初温 の条件下で，液
体アセチレンがある場合と無い場合の分解爆発圧力を
比較測定した結果を示す。アセチレンのみの場合，爆
発最大圧力が初圧の 倍程度であるのに比べ，液体ア
セトンがある場合， 倍程度の爆発最大圧力が観測さ
れた。この結果は，この実験条件でアセトンに溶けた
アセチレンが分解爆発したためと考えられる。
まとめ

今回測定した条件下では，低温になるとアセチレン
の分解爆発の限界圧力は上昇し，着火しにくくなるこ
と，アセトンに溶けたアセチレンに爆発が伝ぱする限

界圧力は低下し，着火した場合，危険性が増すことが
分かった。今後，アセチレンに爆発が伝ぱする限界圧
力の温度依存性や，着火源の影響（最小着火エネルギ
ーなど）について，測定・検討する必要がある。



図 検索条件の入力画面

図 検索結果の表示画面

新規化学物質等の爆発危険特性の解明とデータベース

の構築に関する研究

化学安全研究グループ 水谷高彰
板垣晴彦

．はじめに

化学物質を取り扱う場合には，その物質が有する危
険性を事前に十分検討し，的確な対策を実施すること
が重要である。化学物質の危険性に関するデータベー
スとして 等などが公開されているが，その収
録されている物質数や項目内容は十分であるとは言い
切れず，さらなるデータの拡充が求められている。
当所では，爆発・火災災害の原因となる物質の分析

や発生メカニズムの解明を長年継続してきた。一方，
産業安全技術協会では，化学物質の危険性についての
依頼測定業務を行っており，様々な新規化学物質の危
険性データを蓄積している。
そこで，爆発・火災災害の防止に貢献することを目

的として共同研究を実施し，蓄積されている危険性
データについてのデータベースを構築した。
．収録物質とデータ項目

化学物質の火災・爆発危険特性については，多くの
指標があるが，災害防止のための重要性，及び，使用
者の利便性の点から着目すべき指標を考慮し，収録物
質を「可燃性ガス・蒸気」「可燃性粉体」「化学薬品」
の 種類に分類し，それぞれについてデータ項目を設
定した。それぞれの分類での主なデータ項目は次のと
おりである。ほとんどのデータベースにおいては，数
値が主たるデータ項目であるが，今回構築したデータ
ベースでは，測定チャートや測定結果を整理したグラ
フを多数掲載している。
可燃性ガス・蒸気

数 値 発火温度，爆発限界濃度，最小着火エネルギー，
引火点，爆発限界酸素濃度

グラフ 爆発限界と引火温度の関係線図，温度と発火
遅れ時間の関係図

可燃性粉体
数 値 爆発下限濃度，最大爆発圧力，爆発指数（ ），

発火温度，最小着火エネルギー，爆発限界酸
素濃度

グラフ 濃度と最大爆発圧力の関係図
化学薬品

数 値 発熱開始温度，最大発熱加速度，発熱量，自
己発熱開始温度，最大自己発熱速度

グラフ 温度と発熱速度の関係図，温度と自己発熱速
度の関係図

．データベースの公開

構築したデータベースの公開は，現段階では所内
ネットワークにおける試験運用としている。新規デー
タの追加や検索・表示システムの改良の点で外部向け
にはネットワークでの公開が望ましいが，セキュリ
ティなどのシステム上の問題点がいくつか残っている
ため，今後検討を継続することし，出版物の形での公
開を準備しているところである。



図 災害件数と単一化用語数

図 爆発火災災害件数の推移表 災害件数（ ）と用語数（ ）から必要とされる計算

量及びメモリ量

爆発・火災災害データベースの高機能化に関する研究

化学安全研究グループ 大塚輝人，板垣晴彦

．はじめに

昨年度までの研究で，本研究所化学安全研究グルー
プによって作成された爆発火災災害データベースに対
して，数量化 類の手法を用いて用語間に距離を導入
することで，災害データ間の近さを測る類語辞典と災
害の類似度を定義したデータベースとを作成する手法
について報告した。
作成された類語辞典は，爆発火災災害の類似災害の
記載において使われる用語同士の距離を定義したもの
である。類語辞典は単体として用いることができ，任
意のデータベースに対するクエリー時に利用すること
で，利用者に爆発火災災害における連想的な入出力を
提供できる。
また災害の類似度は解析者の恣意性を極力排除した
ものとなっており，全てのデータ同士に距離が付され
ているので，任意の災害について類似度順の出力が可
能である。
本年度は作成されたデータベースを受けて，今後更
新してゆくための手法と，更新手続きについての検討
を行った。
．データベース更新時の数量化処理について

図 に災害データベースに登録された災害件数を横
軸に，現れる単一化された用語数を縦軸にプロットし
たものを示した。現在のデータベースの用語数は、単
一化処理を行うことで 語になっている。図 から
災害件数の増加に対して，用語の増加率は低減してお
り，最後の 件から 件への増加分 件につい
ては， 語程度の増加に過ぎないことがわかる。現
時点で用語数が件数を上回っているが、近い将来災害
件数と用語数の関係は逆転すると考えられる。その場
合、計算時間と必要なメモリは，各々用語数の 乗
件数 用語数の 乗および用語数の 乗に比例するよ
うになる。件数が数倍程度に増えたとしても現在利用
されている 程度で十分計算が可能である。また，
用語が十分蓄積されれば，現れる新規の用語は新素材
に由来するもののみとなり，実質用語数の増加は と
みなせるようになる可能性もある。
以上のことを表 にまとめた。

．更新について

本爆発火災災害データベース内でも用語は適切に分
解（単一名詞化）され，同義語を整理しておく必要があ
る。したがって，今後災害事例が追加登録される際に
適切なフィルタを用い，現れた新たな用語に関して単
一化の処理が必要である。
一連の更新手続きはプログラム化されているため，
更新作業者に対して求められる作業は，データの入力
および新規用語に関する単一化の作業である。
図 に爆発火災災害数の推移を示す。近年の爆発火
災災害データベース登録件数は年 件を下回る水準
であるため，用語数の推移が変化しなければ， 語
年程度の単一化を検討する必要があると考えられる。
今後も爆発火災災害が発生にあわせて災害データ
ベースが更新される際，その更新に対応するように類
語辞典，災害の類似度ともに変化してゆくと考えられ
る。

計算量

メモリ量

現在

（ ）

（ ）

将来

（ ）

（ ）



図 身体電流の電撃危険性（心室細動）を推定する

ための回路モデル

図 持続時間特性計算値と既知データとの対比

図 周波数特性計算値とデータとの対比

電撃危険性推定のための 回路モデル

物理工学安全研究グループ 山野英記

．はじめに

近年は，地絡故障が生じた時の地絡電流（又は，誤っ
て人体が接触した時の身体電流）として「商用交流又
は直流」以外の波形や周波数の電流が想定される状況
が増加しつつある。太陽光発電や風力発電等々の普及
に伴う，インバータ等の電力変換機器の増加のためで
ある。感電保護のためには許容限界を知る必要がある
が，「商用交流又は直流」以外の電流の許容限界（又
はしきい電流）は未知であることが多い。
ここでは，回路モデルによって，身体電流の電撃危

険性（心室細動が発生するか否か）を推定するという
アプローチの可能性について検討した。その結果，あ
る範囲の条件下で，この回路モデルによるしきい電流
の推定値は，比較的に小さい誤差で既知のしきい電流
に合うことが明らかになった。この種のアプローチは，
しきい電流が解明されるまで暫定的という条件付きで，
感電保護の一助になる可能性があると考えられる。
．研究方法の概要

本研究は次のようなアプローチで進めた。まず回路
モデルを机上で構成（考案）した。

又は適合するかを次のように点検した。
（ ）直流しきい電流の持続時間特性データを用いて回
路モデルの定数を最適化し，これに重ねて，周波数特
性データに対して最適化した。この定数による周波数
特性計算値とデータとはある程度適合した（図 参照）。
持続時間特性は，重要区間において概ね適合した（図
参照）。
．むすび

以上の検討から，本研究の回路モデル又はアプロー
チは，大まかに既知データに適合することが分かった。
結論的にはこの種のアプローチは直ちに応用は困難で
あるが，将来的には可能性があると考えられる。

そこで，モデル（図 ）において，入力電流（身体
電流）（ ）を入力した時の出力電圧 （ ）の最大値を

と置き， となる場合は，（ ）は危
険であるから許容されないと見なすことにする（
回路モデル内のしきい電圧）。次に，回路モデルから
得られるしきい電流の計算値（推定値）は，しきい電
流の既知データ（実験値又は規格値）にどの程度一致

（ ）計算値（定数は持続時間特性に対し
て最適化後， 周波数特性データに対して最

適化）， （ ） 周波数特性データ



図 実験回路

（ ）接触抵抗

（ ）接触抵抗

図 ニクロム線の付加の有無によるプラグの温度上昇

図 プラグ コンセント間の接触抵抗と

コンセント表面の上昇温度との関係

制御用低圧電気回路の接触不良診断方法に関する研究

接触抵抗と最高上昇温度の関係

物理工学安全研究グループ 冨田 一
研究企画調整部 本山建雄

．はじめに

電気機械器具の誤作動やそれに伴う災害において，
電気的接続点の接触抵抗が大きくなり，火災や誤作動
などの災害に至る場合がある。
本研究では電気的な接続点の接触不良による障害・
災害を防止するため，電源のコネクター，ターミナル
などの接続部品について接続部分の電気的特性の把握
等を実施する。
すなわちプラグとコンセント間の接触抵抗が高いと
き，接触抵抗での発熱による絶縁体の熱劣化によって
プラグ・コンセントの絶縁が低下する場合がある。例
えば の場合には， を超えた温度で長時間発
熱した試料ほど，両刃間の絶縁抵抗が低下する傾向が
報告されている。しかし，接触抵抗と温度上昇との関
係については，プラグの刃とコンセントの刃受けが点
接触などのように，安定した接触抵抗の測定が困難で
ある場合が多い。そのために，接触抵抗と温度上昇の
関係については十分に把握されていない現状にある。
ここでは，プラグ コンセント間の抵抗とコンセント
表面の温度上昇値との関係を求めた。
．実験方法

実験回路を図 に示す。 製のプラグの刃にニ
クロム線を巻いて抵抗を付加し，コンセントに接続し
た上で を通電し，コンセント表面に取り付けた熱
電対によって，コンセント表面の温度を測定した。
実験は常温，常圧下で実施した。
．実験結果

図 には，定格 のプラグ，定格 のコンセン
トに を通電したときの，室温とコンセント表面温
度の時間変化を示す。接触抵抗が ではコンセン
ト表面の上昇温度（表面温度から室温を差し引いた値）
が 程度であった。
一方，接触抵抗が 程度になると，コンセント
表面の上昇温度は となった。接触抵抗が大きく
なると表面の上昇温度も高くなっている。
以上のような実験を，プラグの刃に付加する抵抗値
を変化させて実験した結果を，図 に示す。接触抵抗
値が までは，接触抵抗と上昇温度値との間には
ほぼ線形の関係がみられた。
今後，図 の線形関係がどの程度の接触抵抗値まで
満足されるか検討することとしている。



表 定格荷重 のラフテレーンクレーンの設置条件

（ ）地上高

（ ）地上高

図 方向の電界強度

強電磁環境下における大型クレーンの周囲作業者の作

業環境に関する研究

大型クレーンフック周囲の電界強度測定

物理工学安全研究グループ 冨田 一
重点研究支援協力員 植木利之

．はじめに

中波送信所付近で大型クレーンが使用されるとき，
クレーンが中波の受信アンテナとして作用して，ク
レーンのフックに高電圧が誘起される電波障害の発生
することがある。このような条件下では，フック周囲
で作業する玉掛作業士は高電界にさらされる可能性が
考えられるため，現状把握を目的としてフック周囲の
電界強度を測定した。
．実験方法

実験場所の電界強度は約 ，対象となる中波
の周波数は である。実験に用いた定格荷重
のラフテレーンクレーン（以下，クレーンという）を
表 のように設置し，フックの地上からの高さを
に固定した。

クに簡易的な接地のための裸線を接続して地表に接触
させた場合（以下，「接地線使用」という）の つの
場合とした。
．実験結果

図 には 方向の電界分布を示す。フック真下で
ある においての電界強度は，接地線使用，金属板
使用，対策なし，並列共振回路使用の順である。接地
線使用の場合には，電界強度が に達している
が，フックから離れるに従い急激に電界強度が低下し
ている。金属板使用では となっている。これ
は対策なしに比較してクレーンの基部でのインピーダ
ンスが小さくなり，結果的に受信アンテナとしての効
率が向上したためと考えられる。クレーン作業で一般
的に使用される板木は木製であるためにインピーダン
スを持ち金属板に比較して受信効率が低下していると
考えられる。さらに並列共振回路使用時が最も電界強
度が小さくなっている。
地上高 でも接地線使用が最も電界が強く約

，最も低いのは並列共振回路使用の
である。

において，ワイヤのある地上高 では接
地線使用時に最も電界強度が小さく であり，
その他は 以上の電界強度であった。さらに地
上高 では接地線使用が と最も低く，他
は 以上であった。今後，フック周囲での電磁
環境の改善等を検討する必要があると考えられる。

このとき，フック周囲の電界強度を電界強度計（周
波数範囲 ，測定範囲 ）
で測定した。測定時に，測定者は電界強度計より
程度以上離れて測定した。なお高電圧プローブによる
フックの電圧は約 であった。
電界強度測定時の測定座標系は，クレーンを空中よ

り俯瞰して，フックを原点，クレーン車体の中心とフッ
クを通る線を 軸とし，車体からフックへの方向を
プラスとする。測定点の地表からの高さは， （ 地
表）， ， ， とした。
クレーンの状態は， アウトリガーフロートに板木
を挿入した場合（以下，「対策なし」という）， 板木
とアウトリガーフロート間にアルミ板を挿入した場合
（以下，「金属板使用」という）， 板木とアウトリガー
フロート間に厚さ のアクリル板を挿入し，これ
と並列に のインダクタンスを接続して並列共振
回路による対策を施した場合（以下，「並列共振回路
使用」という），さらに， 通常の作業状態においてフッ
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図 フィードバック除電システムのゲインとペレッ
図 除電器のフィードバック制御の概要 ト重量比電荷及び配管電界強度の関係

粉体プロセスにおける静電気による着火防止技術に関

する研究

粉体槽内における着火性放電の発生限界と防止

物理工学安全研究グループ 児玉 勉
春日電機株式会社 鈴木輝夫，最上智史

．はじめに

本研究では，粉体の空気輸送に使用するサイロ内に
おける静電気放電を着火源とする粉じん爆発を防止す
るため，粉体用除電器の開発を行っている。粉体用除
電器は，金属製短管にノズル型イオナイザを取り付け
たもので，ノズル内の針電極に交流又は直流の高電圧
を印加してコロナ放電を起こさせ，空気イオンを生成
させる。空気イオンは圧縮空気によって短管内部に送
り込まれ，これを通過する粉体を電荷の中和作用に
よって除電する。これまでの研究により，除電器の印
加電圧が低すぎると除電不足になり，高すぎると逆帯
電（除電前の帯電とは逆符号に帯電することを言う。）
が起こり，印加電圧の制御が必要なことが示されたの
で，本年度は印加電圧のフィードバック制御を試みた。
．実験方法

除電器の除電性能確認のため，実規模大の空気輸送
帯電実験装置を使用した。サイロは直径 ，胴長
の 製円筒型である。試料は粒径が

のポリプロピレンペレット約 を用いた。ペレッ
トはサイロ底部からロータリーバルブにより全長約

の 製 インチ空気輸送配管に導かれ，再び
上部からサイロに充てんされる循環運転を行った。粉
体用除電器は，長さ の 製 インチ短管の円
周上に 列・計 個のノズル型イオナイザを配置した
ものを用い，これをサイロ充てん配管端末へフランジ
で接続した。印加電圧は除電効率の高い直流高電圧と
した。除電器通過後のペレットの帯電量は除電器の他

端に接続した配管帯電検出器を用いて測定した。これ
は， インチ 製短管（長さ ）の管壁にエアパー
ジ型の静電界センサを取り付けたものである。試作し
た除電器のフィードバック制御システムの概要を図
に示す。具体的には，配管電界検出器のアナログ出力
を 変換し，デジタル信号としてノートパソコンに
取り込み，比例制御の演算を行い，その結果を 変
換し，アナログ信号として高電圧増幅器（トレック社
製 ）に入力し，定電流高電圧出力を発生
させ，これをイオナイザに供給した。比例制御の演算
式を（ ）式に示す。

（ ） （ ） （ ）
ここで， （ ）は制御偏差であり，設定値を電界強
度ゼロとしたので，電界強度瞬時値に正比例する。
（ ）は訂正信号であり，この場合は高電圧増幅器の
入力信号に正比例する。 は制御要素のゲインで，
比例常数である。負号は訂正動作を表す。
．研究結果

フィードバック除電システムの除電特性に関する実
験結果を図 に示す。縦軸はサイロ内を落下するペ
レットの重量比電荷（ ， 及び はそれぞれサ
イロ中心，壁面近く及びその中間位置の値）及び配管
電界検出器の測定値で，横軸は制御要素のゲインであ
る。ゲイン は除電器 に相当する。ゲイン値を
増すと電界強度が低くなり，比電荷も減少する。ゲイ
ンが で電界強度及び各位置の比電荷はほぼ になる。
ゲインが では，電界強度及び比電荷の極性が
反転（逆帯電）を生じるが，その大きさは小さい。ゲ
インが では着火性放電も消滅した。以上の結果，
配管電界検出器の出力信号に基づく除電器供給電流の
比例制御により着火性放電の抑制が可能であることが
判明した。今後はより高度な 制御システムにつ
いて検討する予定である。



図 開発した着火試験装置

図 溶剤 の減圧下での着火特性

最小着火エネルギー試験方法の開発と試験基準に関す

る研究

物理工学安全研究グループ 山隈瑞樹，大澤 敦
児玉 勉

．はじめに

従来，引火点が常温を超える物質に関しては，試験
用の混合気を生成することが難しいため，最小着火エ
ネルギーを測定することは容易ではなかった。本研究
では，爆発容器の温度調節を行い，かつ，試料を定量
的に注入することが可能な着火試験装置を開発した。
これにより，高引火点物質の着火危険性を迅速に評価
することができる。本年度は，この装置を用いて，一
般的に使用されているドライクリーニング用の溶剤の
着火特性を測定した。
．実験装置及び方法

本研究で開発した着火試験を図 に示す。爆発容器
はステンレス製であり，容量は である。爆
発容器の周囲にリボンヒーターを巻き付けており，温
度コントローラにより最大 まで任意の温度に設
定可能である。頭頂部には試験液体を霧化させて噴射
するためのノズルを取り付けており，爆発容器と同温
度の支燃性ガスを用いて噴射することが可能である。
放電スパークは，高電圧電源（最大 ）によりセラ
ミックコンデンサ（ ）を充電し，これを
針状の金属電極へ接続して発生させた。
試験に用いた溶剤 （分子式 ）は引火点
であるが，ドライクリーニング工程においては一

時的この温度を超える。そのため，工程を安全化する
ための技術資料とする目的で，減圧下（最小 ）
での着火特性を測定した。
．実験結果及び考察

爆発容器の内部温度及び の濃度をそれぞれ
及び ％に保ち，圧力を 及び

（常圧）に変化させて，放電スパークによる
着火の可否を測定した。その結果を図 に示す。これ
によれば，各圧力における最小着火エネルギー（ ）
は， （ ）， （ ）， （ ）
となり，減圧量が大きいほど も大きくなること
が確認された。 （ ）は，一般の炭化水素（メ
タン等）の常温における よりもやや大きいもの
であるが，通常の可燃性ガス・蒸気と同様の注意が必
要であることを示している。本物質は常圧下において
は酸素濃度約 ％以下では発火しないが，減圧下
（ ）においては， ％でも発火した。これは，
減圧下においては，燃焼を抑える作用を有する窒素の

濃度も低下するためと考えられる。着火不能となる圧
力については未だ測定は行っていないが，
における爆発時の火炎は橙色（不完全燃焼を示す）か
つ放電電極近傍の狭い領域に限定されていたことから，
この圧力付近と推定される。
なお，本装置の課題としては，（ ）爆発容器材料

（ ）の熱伝導率が低いため，外部設定温度と内部温
度の差が大きいこと，（ ）底部の温度がやや低いために，
底部に付着した液滴が気化しにくい，という点が上げ
られるが，これらは材料を熱伝導率の高い物質（たと
えばアルミニウム）に変えることにより対処可能と考
えられる。
．まとめ

本研究において開発した着火試験装置は，特に，高
引火点物質の を容易に測定することができるこ
とが確認された。



背面が接地された薄い絶縁物の静電気特性の解析とそ

の静電気危険評価への応用

物理工学安全研究グループ 大澤 敦

．はじめに

接地された導電体の上に薄く絶縁物がコーティング
されているものは産業現場に多く存在する。たとえば，
床，薬品を扱う耐腐食のためグラス等をコーティング
した金属（グラスライニング），作業台のシート，金
属の塗装面などがそれにあたる。床では人体の帯電防
止（人体からの静電気放電による災害，障害防止）ま
た，作業台シートでは静電気による生産障害，製品破
壊防止，グラスライニングではライニングも含めて薬
品等の帯電防止の観点から，各種の帯電防止材料が用
いられている。これらの帯電防止材の静電気特性と帯
電防止性能の要件を把握することは非常に重要である。
背面が接地された薄い絶縁物の表面電位はディスク
状あるいは断面が長方形の絶縁物に対して，表面・体
積抵抗率と誘電率およびサイズに依存する抵抗と容量
で構成される分布回路を用いて解析的に解くことが可
能であり ），），これらの解を床やライニングなどの帯
電防止性能を特徴づける漏洩抵抗と帯電電荷の緩和時
間の評価に応用した。さらに，解析解は数値解 ），）と
は異なり，現象を物理的にみとおすことができるので，
実験データなどの実際の現象を理論的に説明にするこ
とができた。さらにこの理論は実験にも良く一致して
いる。ここでは長方形状の絶縁物の解析解を示す。
．理論

対象となる長方形状の絶縁物の辺の長さ が
その厚さ よりも十分大きく，背面全体が静電気的に
接地されたとき，この絶縁物は抵抗 容量分布回路
） ）でモデル化できる。境界条件としては，長方形状
絶縁物の中心に置かれた 辺の長さが の正方形電
極が置かれ（規格等の抵抗測定用の電極あるいは静電
気の帯電部分に相当する），絶縁物の端では開放回路
を仮定している。この回路にキルヒホッフの電流・電
圧則を適用し整理すると，表面電位分布を表す式は

，
（ ）

となる。ここで， は絶縁物表面の中心を原点と
したときの表面上の位置， は時間， は絶縁物
の表面および体積抵抗率， は誘電率である。
定常解を得るために時間微分の項を とおき，対称

性を考慮して の部分を与えられた
境界条件の下で解くと表面電位分布は近似的に

で
（ ） ， （ ）

で

（ ） （ （ ））（ （ ））
（ ）

で

（ ） （ （ ））（ （ ））
（ ）

で

（ （ ））（ （ ））
（ ）

（ （ ））（ （ ））
（ ）

となる。ここで， は印加電圧である。これを用い
て漏洩抵抗は

（ ） （ ）

より計算できる。ここで， （ ）である。
帯電電荷の緩和への応用を考慮し，初期条件として

の部分のみに電圧 が与えられて
いるとすると表面電位分布の過渡解（電荷緩和）は

（ ）

｛［ （ ）］｝
（ ）

となる。ここで， （ ）（ ）とし，

（ ）

である。ただし （ ） （ ）
得られた解は表面・体積抵抗率と誘電率および寸法
を用いて静電気特性を導出しているので，帯電性能お
よび静電気危険性の評価・予測に有用である。さらに，
これらの解析により，帯電防止性能は （ ）に
強く依存することが示されている。
文献
）

）大澤，大内，静電気学会誌 （ ）
） （ ）
）大澤，産業安全研究所研究報告，
（ ）



写真 円筒ケージの電界計測による液滴の空間電

荷密度測定

図 電荷密度

図 ノズル電流

噴出帯電現象における測定技術の開発

物理工学安全研究グループ 大澤 敦

．はじめに

配管やノズルなどから液体が噴出すると，配管やノ
ズル内での流動および噴出後の液体の分裂によって液
滴に静電気が帯電する。原油タンカーのジェット洗浄
中の爆発， 消火器，高圧ガス，液化ガスの漏洩噴
出の際の爆発などの災害事例からみてもこの噴出帯電
が原因とされる災害が発生している。また，最近の各
種産業の工程では，液体の噴霧の伴う造粒，冷却，洗
浄，反応，散布，塗装などの噴霧プロセスが多く用い
られており，これらにおける静電気災害の防止技術の
確立が求められている。本研究では噴霧帯電のモデル
実験により，ノズルでの流動帯電，液滴の粒径分布，
噴流速度，空間電荷分布，電界測定など噴霧・噴出に
おける静電気の危険性評価に必要な計測システムを構
築することを目的としている。これらのなかでノズル
電流の計測によるノズルの流動帯電，レーザによる液
滴粒径分布計測，隔離した つのリング電極の電流計
測による液滴群の速度測定，ファラデーケージによる
計測，吸引式ファラデーケージによる計測と接地した
円筒ケージの電界計測による空間電荷密度測定につい
て実験・検討した。ここでは，噴霧帯電現象のモデル
化を目的とした電界分布の計算に必要な帯電液滴の空
間電荷密度に主眼をおいた測定結果を報告する。
．実験

写真 のように直径 ，長さ の接地円筒
金属製ケージを噴霧空間に配置して，円筒ケージ壁の
電界を電界センサで計測することによって帯電液滴群
の空間電荷密度を測定した。帯電液滴がこの円筒ケー
ジ内に一様に分布しているとガウスの定理より

とおけるので，電荷密度 は測定電界 を用いて

より求めることができる。ここで， はケージの半径，
はケージ内の単位長さあたりの総電荷， は空間の
誘電率である。図 に精製水（測定導電率
）を で 流体式ノズル（液孔径 ）

を用いて噴出したときの測定例を示す。帯電ミストは
正に帯電しており， から 秒までの平均の電荷密
度は である。
さらに，測定法の妥当性を検討するためにこのとき

のノズル電流を図 に示す。電流連続，電荷保存則か
ら電荷密度の時間変化はノズル電流と極性が反対でほ
ぼ同じ形態となる。図 と図 はこれに矛盾がないこ
とから円筒ケージの電界計測から電荷密度を求める方
法は妥当であることを示す。また，測定された空間電
荷密度は吸引式ファラデーケージによって測定された
ものとも良く一致した。
暗室で を用いても放電を観測で

きなかったが，図 ， で同時に生ずるいくつかのパ
ルスはごく小さな放電によるものと考えられる。
また， 重の円筒かごのファラデーケージによる空
間電荷密度の測定は，直接付着する液滴電荷を区別す
るのが困難であるため，空間電荷密度の測定には適さ
ないことがわかった。



図 自己放電式粉体用除電器の概要 図 除電器作動による電界等の時間変化

粉体用除電器の防爆性能の検討

自己放電式粉体用除電器の除電性能

物理工学安全研究グループ 児玉 勉，山隈瑞樹
春日電機株式会社 鈴木輝夫，最上智史

．はじめに

粉体の空気輸送において配管との摩擦等によって帯
電した粉体がサイロに運び込まれると，静電気放電が
起こり，これが着火源となって粉塵爆発を誘発する危
険性があり，その防止のため粉体用除電器の開発が産
業界から求められている。除電器をサイロ内のような
粉塵危険場所で使用する場合，除電器自身が可燃性粉
塵の着火源とならないように防爆性能を有する必要が
ある。ここでは，その一つの方策として電源を使用し
ない自己放電式粉体用除電器を開発したので，その除
電性能を検討した結果を報告する。
．自己放電式粉体用除電器

今回開発した自己放電式除電器は，図 に概要を示
すように， （テフロン）短管（直径 インチ，
長さ ）の外周上に 本の自己放電式イオナイザ
を取り付けたものである。イオナイザは，内蔵の高抵
抗（ ）を介して針電極を接地し，金属製ノズル
先端部を絶縁したものである。 短管は粉体と
の摩擦により負極性に帯電し，その静電誘導により金
属製ノズル先端部が同じく負極性に帯電する。これに
より針電極でコロナ放電が起こり，正極性の空気イオ
ンが生成される。この正イオンが圧縮空気により短管
内に送り込まれるので，粉体の帯電が負極性であれば，
電荷の中和作用により粉体が除電される。一般に高分
子粉体は金属配管との摩擦により負に帯電する傾向が
あるので，これらに対して除電効果を発揮する。
．実験方法

除電器の除電特性は実規模大の粉体空気輸送実験設

備を用いて調べた。約 のポリプロピレンペレッ
トをサイロ（直径 ， 製）と配管系（ イン
チ 管，長さ約 ）間で循環運転を行った。除
電器はサイロ内の充填配管の末端に接続した。除電特
性を評価するため，サイロ側壁にエアパージ型電界セ
ンサを取り付けてサイロ壁電界を測定した。また，除
電器の後に配管電界検出器を接続して配管電界を測定
した。 本のイオナイザによるコロナ放電電流の総和
であるノズル電流は，全ての針電極の接地線をボン
ディングし，これと大地間にエレクトロメータを接続
して測定した。
．研究成果

自己放電式除電器の除電を停止（針電極を絶縁）し
た状態で数十分間循環運転を行った後，除電器を作動
（針電極を接地）させたときのサイロ壁電界（ ），
配管電界（ ）及びノズル電流（ ）の時間変化を
図 に示す。除電を開始すると，ノズル電流が から

になり，パイプ壁電界は からほとん
ど まで低減した。サイロ壁電界は除電前では

に達し，堆積したペレット表面で強い放電
発光を伴う放電（着火性放電）が頻繁に観察されたが，
除電を開始すると，直後に放電発光が消滅し，サイロ
壁電界は徐々に正方向へ移行（逆帯電）し，数分後に
は飽和値 に達した。除電前の着火性放電
は今回実験条件ではサイロ壁電界の大きさが
以上のとき発生したが，除電による逆帯電では

を超えても着火性放電は観察されなかった。
これは，除電によりパイプ壁電界がほとんど になっ
ていることから，逆帯電したペレットの絶対量が小さ
いためと確認された。
以上のように，電源を使用しないため防爆性能の高
い自己放電式除電器の除電性能が明らかとなった。今
後は，各種粉体への適用性等，実用化に向けた検討を
行う予定である。



図 歩行中の人体重心軌跡と手足部軌跡

図 視差画像から目標物の抽出例

広域作業空間における人体検出・計測に関する研究

画像式人体検出・計測手法の開発

境界領域人間工学安全研究グループ 呂 健，濱島京子

．はじめに

本研究は，自動機械と人間の接触防止のために，広
域作業空間において，画像式人体自動検出計測法を中
核技術とする知能的な人体検出・計測技術の開発を目
的としている。平成 年度は，人体検出・計測のため
の特徴量を決めるため，前年度に引き続き人体の特徴
の三次元画像解析を行った。歩行中において，人体の
重心軌跡は手足部の軌跡より揺れ量が小さく，軌跡追
跡に適することを 次元画像解析方法で検証した（図
）。また，重心や高度など特徴量の自動計測手法の

開発を行った。次に この特徴量の自動計測手法につ
いて述べる。
．特徴量自動計測手法

図 のような 次元解析は予定の計測点（例えば指
先）を事前にマーカーで標示する必要がある。しかし，
現場での安全制御用センシング手段としては，マー
カー無しの自動計測手法が望まれる。
このため，本研究では，視差画像を得られる立体視

カメラを使用することを検討した。一方，視差画像は
程度以上の画素ごとの情報なので，目標物（物

体 人体）ごとの 次元計測を行うために，視差画像の
分割を行う必要がある。具体的に，近傍の画素の間に，
視差値の近いものを同一領域に属するような領域拡張
処理を行う。物理的な意味として，これは同一目標物
に対応する画素を同一領域へ分類するための処理であ
るので，目標物抽出とも呼ぶ。図 は，前記画像分割
を示す一例である。図 の下部は視差画像とその領域
分割の結果を示す。図 の上半部は視差画像による分
割結果を一般二次元画像と重ねる表示であり、太線は
人体と背景を区分する境界線を示す。本来の処理によ
れば，数百の領域が得られたが，簡潔な表示とするた
め，ここでは面積が閾値 以上の領域のみを示した。
次に，画像分割で得られた各領域に対し，各々の二

次元重心画素に対応する座標（ ）を求め，これを
その領域に対応する目標物の重心位置とする。他の特
徴量も類似の手法で計算できる。
．今後の予定

今後は，抽出された目標物の重心軌跡を計測するプ
ログラムを完成し，さらに，このプログラムから計測
した重心軌跡と高度等他の特徴量に基づいて人体と物
体とを判別できる方法を確立する予定としている。



表 再起動時の安全確認の諸方式とその問題点

工場における保守点検作業の再起動時の安全確保

に関する研究

境界領域・人間科学安全研究グループ 深谷 潔

．はじめに

自動化システムにおいては，機械の可動範囲内（危
険領域）には人間を入れないことを原則としている。
また，保守点検やトラブルシューティング等のために
は，人間が危険領域内に入らなくてはならないが，そ
の場合には，機械を停止するという原則がある。これ
らの原則を実現するために，危険領域を冊等で囲い，
扉等の開口部からの人間の進入を監視する安全セン
サー等による機械の運転とのインターロック機構が用
いられている。
しかしながら，危険領域境界の通過を監視するイン
ターロックでは十分な事故防止ができない。すなわち，
危険領域が人間より大きくなると再起動時に人間が危
険領域内にいないという確認ができない。そのため，
技術を用いた人間検知技術を適用した対策につい

て検討した。
．境界監視型安全確認手段の問題点

従来の危険領域境界の通過のみを監視するインター
ロックでは，出たか入ったかの識別ができず危険領域
内部に残った人間の数は判断できない。そのため，何
らかの別の対策が必要となる。
再起動時の対策を表 に示す。
従来は，このような場合には，標識や錠が用いられ
てきた。すなわち，危険領域内に入るときには，機械
の起動装置に標識をかけ，作業中であることを表示し
たり，起動装置に錠をかけたりということが行われて
いる。
しかしながら，標識を起動装置のスイッチにかけた
り，錠をかけたりするのは作業者が自身で行わなくて
はならず，必ずしも確実に行われるわけではなく，標
識等を使用するルールがあっても守られずに事故とな

る例もある。
そのため，起動装置の鍵と開口部の鍵を兼用にして，
起動装置をロックしないと，危険領域に入れないよう
なシステムもある。しかし，このようなシステムでも，
複数の作業者が危険領域に入る場合には， 番目以降
に危険領域に入る作業者については，その出入りの
チェックが行われない。
．危険領域全体監視方式

危険領域内部全域を監視し人間がいないことを検出
する手段もある。例えば，ライン全体に安全マットを
敷き詰めるとか，障害物がない場合には，レーザース
キャナーが使用できる。しかし，このようなセンサー
はすべての場所に適用できるわけではない。そのため，
より一般的に適用できる手段として，個々の作業者の
位置を検出して管理することで，危険領域内に人がい
ないということ判定する作業者追尾システムを開発し
た。
作業者は，位置検出のためのセンサーと通信装置を，
作業中は常時着用しておく。位置センサーで現在の位
置を判定し，通信装置でこの位置を危険領域の制御装
置に知らせる。これによって，作業者が危険領域内に
いるかどうか判断できる。
作業者の位置の検出には，加速度計とジャイロより
なるモーションセンサーと， を用いた。通信
装置としては無線 を用いた。
現在，このシステムについて機能実験を行っている。
現在の装置は汎用のノート をベースに開発してい
るので，重く大型であるが，将来的には や携帯
電話程度のものにできるものと思われる。
．おわりに

保守用の携帯計測器等の計算機を組み込んだ携帯機
器が作業現場にどんどん取り入れられて来ている。今
後，このよう機器に追尾方式等の安全機能が取り込ま
れていくと思われる。そのような 技術を用いた安
全対策の有効性と限界について明らかにしていきたい。

方式 確認 フェール 問題点
主体 セーフ化

出入りの管理（境界の監視） 柵・囲いで完全に囲うことが必要である
起動装置に標識をつける 人間 不可能 複数作業者の対処に問題，つけ忘れ
起動装置に錠をかける 人間 不可能 錠のかけ忘れ
起動装置と出入口のインターロック 設備 可能 複数作業者の進入に対処できない
自動改札口方式による入退出管理 設備 可能 出入り口に厚みが必要
回転ドア方式による入退出管理 設備 可能 出入り口に厚みが必要
危険領域全域監視
作業者追尾方式 設備 困難 第三者の進入防止対策が別途必要
安全マットの敷き詰め 設備 可能 設置が困難・不可能な場所がある
レーザースキャナー 設備 可能 設置が困難・不可能な場所がある
監視カメラ 人間 不可能 見落としがある



図 頻度及び被害規模パラメータの関係図 頻度及び被害規模パラメータの関係

等価リスク曲線による被害低減評価に関する研究

化学安全研究グループ 花安繁郎

．はじめに

生産活動に伴って生ずるさまざまな産業災害（労働
災害を含む）について，それらの発生頻度と被害規模・
強度に着目し，リスク分析の立場から発生頻度・被害
規模の同時分析を行い，同分析法のリスク解析法とし
ての特徴を明らかにすることを試みた。
労働災害リスクの発生頻度・被害規模同時分析

これまでの災害統計解析より得られた知見から，ポ
アソン分布の発生頻度パラメータを とし，また，基
準化した被害規模 の分布のパラメータを とすると，
一定期間（ ）内における特定被害規模 以上の災害発
生頻度分布は次のポアソン分布式となることが示され
る。

（ ）
（ ）

｛ ｝ （ ）

（ ） （ ）

ここで重要なことは，災害そのものの発生頻度パラ
メータ と被害規模 以上の確率との積 が，リ
スク分析の基礎である期待値 （ ）を構成していると
同時に，分布式全体のパラメータを構成していること
である。すなわち，同式を用いて発生数（頻度）とそ
の被害規模を考慮した分析を行い災害対策の効果を評
価するとき，災害そのものの発生防止に関する効果は
発生頻度パラメータ で評価され，また被害低減の効
果は被害規模パラメータ で評価される。被害規模
パラメータ は大きくなるほど大規模災害となる確
率が小さくなるので， が増加すれば被害低減効果
があったことを示し，一方，発生頻度パラメータ は
小さくなるほど災害の発生確率が少なくなるので，
が減少すれば発生防止に効果があったことを示す。か
くして，両パラメータの同時分析が，発生防止ならび
に被害拡大防止に関する全体の効果を評価することと
なる。
災害リスクについて，災害発生頻度とその被害規模

との関係を調べるために，ここでは，例えば，
（単位期間）， ， とする。すなわち，
単位期間内に 以上の災害が平均して 回発生
するポアソン過程を有するシステムを考える。同シス
テムで単位期間内に災害が発生しない確率は （ ）

，逆に 回以上発生する確率は である。さ
てこのとき，当該システムの被害規模パラメータ
が から へ変化したとき， であるので は
から となる。つまり が から へ変化（改

善）した場合には，仮に災害発生率が 倍になったと
しても， 以上の災害リスクはこれまでと同じ
になる。この逆もまた成立する。すなわち，災害発生
率が から と に改善された場合，被害規模パ
ラメータは から へと低減しても全体としては同
一リスクの状態にある。
この関係は被害規模が大きい災害でも同様である。
例えば 以上の災害について， を から
へ改善することは，災害発生率 を から

へと 減少させることと同値である。この関
係を図 に示した。同図に示した各直線は，等価なリ
スクの下での発生頻度と被害規模の関係を表したもの
と解釈できる。このように被害パラメータ の変動と，
発生頻度パラメータ の変化によって当該システムの
リスクレベルが定まることとなる。
．まとめ

問題は，従って，災害によるリスク全体を低減させ
るための方策として，災害発生防止の対策と被害低減
の対策をどのようにバランスさせるかにある。
たとえば地震や台風のように，発生そのものを抑制
出来ない現象によって生ずる災害に対しては，被害低
減対策に努力を傾注するしか手だては無い。
一方，産業活動に伴う機械的・人為的行為によって
発生するのが産業災害であり，また，その代表的な災
害モードのひとつが労働災害であり，それらはあくま
でも人間が行う営為によって結果として生ずることか
ら，その対策には災害発生防止対策と被害低減対策の
両者が求められことになる。
災害に対するリスク低減方策として，災害発生防止
の対策と被害低減の対策をどのようにバランスさせる
かについて，このような発生頻度・被害規模同時分析
は有効な情報を与える。



図 我が国の労働災害発生状況の推移

図 死亡労働災害の割合の推移

図 建設投資額と建設労働災害件数との推移状況

産業構造の変容と労働災害発生動向との関連に関する

研究

境界領域・人間科学安全研究グループ 鈴木芳美
化学安全研究グループ 花安繁郎

．はじめに

労働災害の発生動向は，その背景に横たわる産業構
造や就業構造と深く係わっている。本研究は，現在大
きく変容しつつある我が国の産業構造・経済動向を視
座に入れ，今後の我が国の労働災害発生動向を産業経
済動向等との関連で分析を試みようとするもので，今
年度は主に諸経済指標と労働災害件数の推移との関連
についての分析に着手した。
．我が国の労働災害発生状況の推移

我が国の労働災害の発生状況を長期的・概括的に見
てみると図 に示されるように， 年代前半に発生
件数の急激な減少を見た後，現在に至るまで微減傾向
が継続し，今日では全産業における労働災害死亡者数
は年間 人以下になっている。
しかしながら，死傷労働災害に占める死亡労働災害
の割合を見ると，図 に示されるように， 年代中
頃までの減少傾向は反転し， 年代後半から始まっ
た増大傾向は現在まで継続し，最近では 年代の水
準を超えた状況が続いており，今後の安全管理のあり
方等が問われている。
．我が国の産業構造の変容等に関するデータ

我が国の労働災害に関するデータとしては，従来よ
り労働省（現厚生労働省）から詳細な統計データが公
表されている。
一方，我が国の産業構造の変容に関するデータ，特
に諸経済指標等に関連する諸データには，各種の多様
なものが公表されており，経済動向や産業間相互の関
連の見地から作成される代表的なものとしては，総務
庁（現総務省）等 省庁が共同事業として作成する産
業連関表がある。また，産業別に見た場合には，例え
ば建設業関係では，建設省（現国土交通省）による建
設投資額等のデータなどがある。これらの統計データ
は当然のことながら，データ項目や計上数値で必ずし
も相互に整合の取れるものではないが，本研究ではそ
の点を踏まえた上で参照することとしている。
．経済指標 労働災害データの関連分析の一例

上記に述べた諸データ相互の関連の分析を試みた一
例として，図 に建設業における休業 日以上の労働
災害発生件数と建設投資額との関連の年度ごとの推移
を示した。同図からは， 年代半ばから今日に至る
までの建設業における労働災害の発生状況は，大きく

つの時期に分けて考えることができる。
すなわち， ）グラフ上方を右方へ推移した高度経済

成長前期， ）グラフ中央を下方推移した高度経済成長
後期， ）さらに右方推移のバブル経済期， ）グラフ右
方に各年度のプロットが集中するバブル崩壊期， ）左
方推移に移った現在，の 期である。
今後は，このような諸分析データに基づく中長期的
な産業構造・産業経済の変容とそれに伴う労働災害の
発生動向の予測的分析を含めた展開を予定している。
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る所内会議であり，採
目的に合致した適切か

状況
，効
理，
点に
つ妥

題点を早期に発見して
いう意見，現在実施し

，円
てい

に対する意見・提言を
率的・効果的な研究業
成果の評価等をピアレ
よる評価の実施，評価
当な内部研究評価が実

受
務
ビ
結
施

け
の
ュ
果
さ

滑に研究を進める方向
る研究者の自己評価と

性を
会議

るとともに，実
遂行を目的とし
ーするため，年
に基づく課題内
れていると評価
探る上で，内部
評価結果を比較

検討する
プロジ

「社会的
「研究成
不安定要
研究」が

と
ェ
意
果
因

成
「橋梁

年
架

有効な研究推進がなされ
クト研究課題評価は，
義」「研究計画と目標」
の公開」の各項目につ
の解明と安全施工技術の
点であった。また「建

る
最高
の
いて
開
設労

度）は 点で中間評価
設中の不安定要因の解明

とし
と

等の提言がなされた。
点を 点とする 段階
項目について，中間評
評価を受けた。これら
発」が 点，「液体噴
働災害の発生原因とし

評
価で
を
霧時
て

相

て高い評価を受けた。
安全施工技術の開発」は，

価で行われ，事前評価
は，この 項目に加え
加平均した総合評価点
の静電気による爆発・
のヒューマンエラー防

では
て
は
火
止に

「

災

橋梁架設時に未解決な部分

「学術的意義」
研究成果と価値」
，「橋梁架設中の
の防止に関する
関する研究」（平

が多い不安定要
因を解明
橋梁工事
い研究で
殊技能者
「液体

し
に
あ
の
噴

険性評価
火災は依
に期待し

手
然
て

て，その管理手法の確立
おける労働災害を防止す
る。このような橋梁工事
後継者は少なくなること
霧時の静電気による爆発

を
る
は
が
・

法の確立を目指す研究で
として多く発生し，労働
いるとの評価を受けた。

あ
者

目的としている。建設
ための研究であり，学
非常に特殊な条件下で
予想されるため，国家
火災の防止に関する研
り，液体の噴出または
の安全への重大な脅威

業に
術的
行わ
政策
究」
噴霧
とな

おける重大災害の中で
意義というよりは，む
れることが多く，今後
上の意義も極めて高い
は，噴霧帯電のメカニ
にともなう静電気が着
っている。この点から

，
し
，
と
ズ

比
ろ
橋
い
ム
火源
も本

較的頻度の高い
社会的意義の高
梁工事を行う特
う評価を受けた。
の解明とその危
になった爆発・
研究成果に大い

「建設
働災害が
科学的根
能性が高
これら

労
多
拠
い
の

のホーム

内

ペ

部研

働災害の発生原因として
い建設作業を対象として
に基づく検討が十分にな
という評価を受けた。
外部研究評価会議での評

の
，
さ

価
ージ上に公表している。

究評価会議の実施

ヒューマンエラー防止
その防止を目的とした
れていない問題にアプ

結果については，報告

に関
研究
ロー

書と

する研究」は，ヒュー
である。本研究は重要
チする内容であり，安

して取り纏め，その概

マ
で
全

要

ン
あ
管

を

エラーによる労
るにも拘わらず
理技術創出の可

インターネット

当研究
の仕組み
実施中の
行ってお
いる。

所
と
全
り

平成
日に実施

年
し

においては，中期目標・
して 内部研究評価会議
研究課題，終了した研究
，その結果に基づいて，

中

課
所

度の内部研究評価会議に
，平成 年度実施の 課

関
題

期計画に基づき，研究
を設けている。当該会
題，開始予定の研究課
内予算措置・担当研究

業務
議は
題に
人員

しては，年度中間の内
のプロジェクト研究，

部研
基盤

の進行管理を定期的か
年 回開催（年度開始
ついて，事前・中間・
の措置・研究計画の変

つ
前
事
更

組
及
後
の

究評価会議を平成 年
的研究（年度中に新たに

月
立

織的に行うため
び年度途中）し，
の必要な評価を
措置等を講じて

日及び
ち上げた共同研

究課題，
施した。
また，

年度の研
再立案を

受
ま
年
究
実

託研究課題等を含む）及
た併せて，平成 年度の
度末の内部研究評価会議
費配分に反映させること
施した。

び
終
を
と

災害調査課題の全課題
了課題についてもその
平成 年 月 日
するとともに，指摘の

に関
事後
に実
あっ

して，主にその進捗状
評価を実施した。
施した。これらの評価
た研究課題については

況

結
研

等

果
究

の中間評価を実

を受け，平成
計画の再検討・



厚生

平成 年

労働

度に

省独立行政法人評価

おける厚生労働省独立

委員

行政

会関連事項

法人評価委員会は，平成 年 月から独立行政法人となった当研
究所他 機
員会総会の
となった。
年 月 日
日に第 回

関に
もと
当研
に第
部会

とともに，
る主たる説
の質問に対

当所
明日
し回

加え，厚生労働省所管
に 部会が設置され，
究所は産業医学総合研
回部会， 月 日に

， 月 日に第 回部

の
そ
究
第
会

国
れ
所

が
理事長，研究企画調整
として指定された第
答等を行った。

部長
回部

立病院等が新たに独立
ぞれ担当する独立行政
，国立健康・栄養研究
回部会， 月 日に第
各々開催された。産業
等が出席した。また，
会においては平成 年

行
法
所

安
当
度

政法人として発足する
人の評価を実施し，総
と同じ 調査研究部会
回部会， 月 日に第
全研究所では必要な報
研究所の平成 年度の
の業務状況等の説明を

こと
会が
所
回
告書
業務
実施

から，評価委
統括する体制
属し，平成
部会， 月
類を提出する
状況等に関す
し，委員から

平成 年
年度の業

厚生労働省
業安全研究
その全文

度の
務実
独立
所に
につ

いては「全
全般の

平成 年

体と
評価
度は

業務実績の評価に関し
績の評価結果」につい
行政法人評価委員会
通知がなされた。
いては，当産業安全研

て
て

（委

究

は

員

所
して適正に業務を実施

，災害調査等研究外業

した

務へ

，平成 年 月 日付
，独立行政法人通則法
長 黒川 清 東海大学

のホームページに掲載

け
（平
総

し
」との評価であった。

の積極的対応が可能と

以

な

で「独立行政法人産業
成 年法律第 号）
合医学研究所所長）か

ているが，当所の平成

安全
の規
ら独

年
下にその概要を紹介す

るよう，内部進行管理

る。

の改

研究所の平成
定に基づき，
立行政法人産

度の評価につ

善が図られる
など，新し
果に留意が
ると考えら
施しており
これらを

い取
必要
れる
，こ
踏ま

安全の確保
具体的

」に
評価

組がなされた。また，
であるが，個別項目に
。また，厚生労働大臣
れらを踏まえて行政通
えると，平成 年度の

業
関
か
達
業

務
す
ら
な
務

資するものであり，適正に

の中心である調査研究
る評価結果にも見られ
の要請等に応じて引き
どに有効に反映した。
実績については，全体

に
る
続

と
業務を実施したと評価で

ついては，継続中の調
ように全般としてほぼ
き，迅速かつ的確に産

しては当研究所の目的

査研
適切
業災

であ
きる。

究の今後の成
に行われてい
害の調査も実

る「労働者の

業務運
） 組織体
） 災害調
けたイン
） 競争的
用を図っ

営の
制の
査等
セン
外部
てい

これらを
沿った取組

踏ま
が行

効率化について（
見直しが進められる等
研究外業務への貢献度
ティブ付与の仕組みが
研究資金（ 件）共同
る。

一
も
構
研

層
勘
築
究

えると業務運営の効率
われている。

化に

）
の効率的業務運営が図
案した研究予算の配分
された。
数（ 件）施設貸与

ら
等

（

ついては業務運営体制内

れた。
バランスのとれた研究

件）など経費節減研究

部進行管理の進捗が認

業務

資源

めら

の推進等に向

の効率的な活

れ中期目標に

国民に
） 調査研
イ 産業
握など

ロ プロ
ハ 基盤

対し
究に
安全
の実
ジェ
的研

ニ 産業
反映さ

災害
れ同

て提供するサービスそ
関する業務内容
に関する情報交換会の
績を上げている。
クト研究については成
究については必要に応

の

開

果
じ

他

催

を
て

の原因調査において
種災害の防止に寄与し

は迅
てい

の業務の質の向上につ

，産業安全関連団体・

上げているとともに外
研究課題を積極的に立

い

学

部
ち

速かつ的確着実に実施
る。

し

て（ ）

会等の委員会を通じた

研究評価が適切に行わ
上げた。

現場

れて

これらの結果は行政通達

のニーズの把

いる。

などに有効に

ホ 国内
これらを
点から適正
） 調査研
イ 国内

外の
踏ま
に実
究成
外の

労働安全に関する基準
えると調査研究業務に
施されている。
果の普及及び活用（
学会での論文発表に関

の
つ

し

制
い

て

定改定に研究成果を提
ては当研究所の目的で

）
は中期目標を達成する

供
あ

た

し労働者の安全に貢献
る労働者の安全の確保

めには十分なものであ

をし
への

り論

ている。
寄与という観

文賞を受賞す



る等
ロ 安

高
研
く評価されている。
ニュース研究報告，安全資料，技術専門誌，講演ホームページなどで成果の普及を行っている。

ハ 知
これら
） 外部
研究員
たな協
財務

的
を
機
等
定
内

運営
採用人

費
事

財産の活用促進に関して
踏まえると調査研究成果
関との協力の推進（
の受入れ，研究所職員の
の締結などを含め成果を
容の改善等について（
交付金以外の外部資金の
の計画は適正に実施され

は
の

派
得

獲
て

出願 件，実施 件の
普及及び活用について
）
遣，大学等との共同研
ている。
）

得はやや少なく今後積
いる。

成果
も中

究の

極的

を得ているなど積極的
期目標に照らし適正に

ほか国際研究協力協定

に実施することが必要

に
実

に

取
施

基

であ

り組んでいる。
されている。

づく派遣及び新

る。また職員の

なお，
前年との

上
比
目
目
目
目
目

記の具体的評価における
較についても考慮され以
標を大幅に上回っている
標を上回っている。
標を概ね達成している。
標をやや下回っている。

判
下
。

標を下回っており，大幅な

定基準は業務の個別的
の 段階評価が行われた

な進
も

改善が必要。

捗状況について数量の
のである。

みならずその質及び



研

）

究

学会

第 章

成果の発表

論文発表等

題 目

研究成果の普及・活用

発 表 誌 名 発 表 者

フロア

究

磁気粘

安全イ

ク

性

ン

ボイラ

に関す

用

る

ライミングクレーンの耐

流体を用いたロボット用

ターロックシステム

震

ア

安全弁の新機構と安全制

研究

御

性能に関する研 産業

クチュエータと 同上

安全

システムの開発 同上

研究所研究報告

（ ）

吉 見 雅 行

高 梨 成 次

齋 藤 剛

池 田 博 康

清 水 尚 憲

齋 藤 剛

地中構

特性に

造

関

鋼矢板

軟弱

控

地

物と地盤の動的な相互作

する研究

用

え壁を有する自立式土留

盤を対象として

め

による地盤反力 同上

工の安定性 同上

池 田 博 康

玉 手 聡

豊 澤 康 男

他機関 名

豊 澤 康 男

堀 井 宣 幸

電撃危

バグフ

険

ィ

の放電

大気圧

現

グ

性推定のための 回路モ

ルタでの粉じん剥離帯電

象

ローを用いた除電器の開

デ

特

発

ル 同上

性と金属粉じん 同上

同上

他機関 名

山 野 英 記

山 隈 瑞 樹

児 玉 勉

大 澤 敦

粉体プ

る静電

粉体用

ロ

気

除

建設労働

セスのコンピュータシミ

危険性評価

電器によるサイロ内着火

ュ

性

災害の発生原因としてのヒ

レーションによ 同上

放電の抑制 同上

ューマンエラー 産業安全研究所特別研究報告

大 澤 敦

児 玉 勉

他機関 名

防止に

序論

関する研究（中間報告）

同上

（ ）

中 村 隆 宏



題 目 発 表 誌 名 発 表 者

建設作

る実態

建設作

変容に

業

調

業

関

現場における不安全行動

査

現場における安全情報の

する研究

と

伝

その対策に関す 産業

達と作業行動の 同上

安全研究所特別研究報告

（ ）

庄 司 卓 郎

江 川 義 之

江 川 義 之

庄 司 卓 郎

中 村 隆 宏

建設工事

環境温度

における高所作業に関す

の違いが作業パフォーマ

る

ン

人間工学的研究 同上

スに及ぼす影響 同上

江 川 義 之

庄 司 卓 郎

中 村 隆 宏

他機関 名

庄 司 卓 郎

江 川 義 之

掘削機オ

掘削機操

ペレータの眼球運動と注視

作におけるタイムプレッシ

行動 同上

ャーの影響 同上

他機関 名

中 村 隆 宏

深 谷 潔

万 年 園 子

中 村 隆 宏

深 谷 潔

掘削機災

安全帯使

害シミュレータの開発

用指針

同上

産業安全研究所技術指針

（ ）

万 年 園 子

深 谷 潔

中 村 隆 宏

万 年 園 子

圧縮空

電撃

気

及

駆動式小型研磨器の静電

び可燃性物質への着火防

気

止

対策

方法

産業安全研究所安全ガイド

（ ）

パワー

考察

確率の

リ

フ

推

ードスイッチの安全性評

ィールドデータに基づく

定

価

危

手法に関する一

険側故障の発生

日本信頼性学会， 梅 崎 重 夫

小 林 茂 信

他機関 名



題 目 発 表 誌 名 発 表 者

震源近傍

る地震断

全無限

強震動シ

の特

層モ

等方

ミュ

数の近似

不均質

式

な横

定地点に特定の周期帯

デル

均質弾性体における検

レーションのためのす

ずれ断層への応用と改

の

討

べ

波

り

良式

を卓越させ 土木学会

速度時間関 地震第

応

輯

用力学論文集，

，

吉 見 雅 行

他機関 名

吉 見 雅 行

他機関 名

油空圧システムの安全設計原則と制御技術 日本信頼性学会誌， 池 田 博 康

機械設備のリスク低減手順と方策 日本機械学会誌， 池 田 博 康

遠心力載

軟弱な不

荷装

飽和

の水分移

統計学的

動特

アプ

置を用いた補強砂地盤

土の土質安定処理にお

性

ローチによる産業災害

の

け

支

る

リス

持力実験 地盤工学

セメントへ 平成 年

会

度

文集，

クマネージ 構造物の安

誌，

口絵，

地盤工学シンポジウム

全性および信頼性，

論

豊 澤 康 男

楊 俊 傑

有 木 高 明

玉 手 聡

花 安 繁 郎

メントに

リスク曲

関す

線を

建設工事

究

で使

る研究

引いた大規模災害の発生予

用する小規模足場の安全性

測と評価 同上，

に関する研 同上，

他機関 名

花 安 繁 郎

他機関 名

大 幢 勝 利

高 梨 成 次

日 野 泰 道

ソンポル

ポンクムシン



題 目 発 表 誌 名 発 表 者

施工段

価

階

建設作

の分析

業

における斜面の土砂崩壊

現場におけるコミュニケ

に

ー

対する安全性評 構造

ション・エラー 建設

物の

マネ

安全性および信頼性，

ジメント研究論文集，

豊 澤 康 男

伊 藤 和 也

花 安 繁 郎

他機関 名

中 村 隆 宏

他機関 名

（ ）

バグフ

背面が

ィ

接

帯電防

遠心力

止

載

ルタでの粉じんの剥離帯

地された薄い絶縁物の表

電

面

性能評価への応用

荷装置を用いた補強基礎地

特性 静電

電位の解析解と 同上

気学

，

盤の支持力実験 土木学会

会誌，

論文集，

山 隈 瑞 樹

児 玉 勉

大 澤 敦

他機関 名

豊 澤 康 男

ウェー

ーショ

ブ

ン

レット変換を用いた疲労

領域同定手法

破面のストライエ 材料，

楊 俊 傑

他機関 名

山 際 謙 太

他機関 名



） 学会口

題

頭発表（国内）

目 発 表 会 名 年月日 発 表 者

設計用地

ータの設

安全面か

震動

定に

ら見

多面的

機械の包

な取

括安

としての強震動震源パ

ついて

た歩行と転倒

り組みと応用

全設計原則とロボット

ラメ

への

大都市大震災軽減化

動的断層モデルと強

第 回姿勢と歩行研

プ

震

究

第 回日本生活支援工

ロジェクト、

動セミナー

会

学系学会連合

吉 見 雅 行

永 田 久 雄

池 田 博 康

適用

部品工場

事例分析

クラ

にお

ッチ

ボットの

不均一液

挟圧

液

ける軽金属粉じん爆発

を用いた協調運搬作業

防止インターロック

バッチ反応中の液滴径

災

用

害

ロ

測定

大会

平成 年度日本火災

ロボティクスメカト

学

ロ

レーゼンテックユーザ

会研究発表会

ニクス講演会

ーフォーラム

八 島 正 明

山 隈 瑞 樹

齋 藤 剛

池 田 博 康

藤 本 康 弘

ブロック

一体系構

式補

造物

動

強土擁壁の動的遠心実

における基礎杭の地震

験

時挙

第 回地盤工学研究

同上

発表会 豊 澤 康 男

他機関 名

玉 手 聡

他機関 名

相対密度

留め変形

控え壁を

地盤にお

の異

を再

有す

ける

掘削機の安定

なる二層砂地盤におい

現した遠心模型実験

る自立式鋼矢板工法の

安定性

て

軟

土

弱

性に及ぼす建設機械荷重の

同上

同上

同上

豊 澤 康 男

堀 井 宣 幸

他機関 名

豊 澤 康 男

他機関 名

豊 澤 康 男

影響に関

地表面加

関する遠

する

振に

心模

不飽和安

ントへの

定処

水分

遠心模型実験

よる波動伝播および遮

型実験

理におけるロームから

移動特性の検討

断に

セメ

同上

同上

楊 俊 傑

堀 井 宣 幸

伊 藤 和 也

他機関 名

有 木 高 明

玉 手 聡

スクリュ

力実験

ー状短杭付きフーチングの支持 同上 玉 手 聡

有 木 高 明



題 目 発 表 会 名 年月日 発 表 者

支持杭

中波に

と

よ

の測定

くさび

と

式

摩擦杭の地震応答特性の

る大型クレーンへの誘導

対策の一検討

足場の強度に関する実験

相

電

的

違 第 回地盤工学

流等 第 回安全工学

研究

シン

研究 同上

発表会

ポジウム

玉 手 聡

伊 藤 和 也

他機関 名

冨 田 一

植 木 利 之

大 幢 勝 利

人間機械システムにおける安全の判

同上

断に 同上

ソンポル
ポンクムシン

大 幢 勝 利

ソンポル
ポンクムシン

日 野 泰 道

梅 崎 重 夫

関する

人間

暑熱環

ーマン

基

優

境

ス

フロアク

礎的考察

先か機械優先か

における模擬建設作業のパ

ライミング型タワークレー

フォ 同上

ンの 同上

庄 司 卓 郎

江 川 義 之

他機関 名

吉 見 雅 行

地震時

仮設足

的研究

共

場

新エネ

評価

ル

水

振回避策の検討

に作用する風圧力に関する

ギー利用における爆発リ

素エネルギーの爆発リス

ス

ク

基礎 同上

クと 同上

日 野 泰 道

大 幢 勝 利

ソンポル
ポンクムシン

松 井 英 憲

ホイス

価

ト

ラフテ

負荷測

レ

定

用リンクチェーンの疲労

ーンクレーンブーム部の

強

動

度評 年度日本機

作別 同上

械学会年次大会 本 田 尚

田 中 正 清

吉 久 悦 二

前 田 豊

吉 久 悦 二

吉 見 雅 行

前 田 豊

佐々木哲也

本 田 尚



題 目 発 表 会 名 年月日 発 表 者

ラチスジ

ついて

ブ移動式クレーンの実働負荷に 年度日本機械学会

第 回信頼性設計技術

年次大会

ワークショッ

吉 見 雅 行

吉 久 悦 二

前 田 豊

佐々木哲也

本 田 尚

足場の耐

その

風安

足場

全性に関する研究

に作用する風荷重特性

プ

年度日本建築学

会

会大会学術講演 大 幢 勝 利

高 梨 成 次

日 野 泰 道

ソンポル
ポンクムシン

足場の耐

その

低層住宅

落防止に

風安

足場

建設

関す

突した際

背面が接

に発

地さ

全性に関する研究

の構造特性

工事における屋根から

る研究 その 手すり

生する衝撃荷重の検討

れた薄い絶縁物の表面

の

に

墜

衝

電位

同上

同上

第 回静電気学会全国大会

高 梨 成 次

大 幢 勝 利

日 野 泰 道

永 田 久 雄

大 澤 敦

の解析解

フィード

粉体の除

バグフィ

の帯

バッ

電

ルタ

電防止性能評価への応

ク制御のイオナイザに

での粉じんの剥離帯電

用

よ

特

る

性

同上

同上

他機関 名

児 玉 勉

他機関 名

山 隈 瑞 樹

児 玉 勉

高齢者に

験的研究

ポン

おけ

プ型

ポ

討

ンプ

る墜落災害防止に関す

アクチュエータの開発

の改良と応用について

る実

の検

第 回産業・組織心

第 回日本ロボット

理

学

学会大会

会学術講演会

江 川 義 之

庄 司 卓 郎

中 村 隆 宏

他機関 名

齋 藤 剛

他機関 名

現象

ポ

を用

ンプ

いたアクチュエータの

型アクチュエータの提

開

案

発 同上 齋 藤 剛

他機関 名



題 目 発 表 会 名 年月日 発 表 者

移動式

の評価

法面崩

ク

法

壊

ゴム粉混

レーンの地盤工学的転倒

に関する実験的考察

による労働災害の発生状

危

況

入アスファルトを用いた交

険度 第 回土木学会

同上

年次

通振 同上

学術講演会 玉 手 聡

他機関 名

豊 澤 康 男

伊 藤 和 也

他機関 名

伊 藤 和 也

動低減

フロア

地震共

突発的

対

ク

振

水

実験

策に関する遠心模型実験

ライミング型タワークレ

回避策の検討

平振動を受ける人間の応

ー

答

ンの 同上

測定 同上

他機関 名

吉 見 雅 行

吉 見 雅 行

他機関 名

掘削溝

影響評

の

価

リスク

に関す

表

る

安定性に及ぼす建設機械

現法としてのリスク曲線

考察

荷

の

重の 同上

特性 同上

タムラカル
スレンダラ

豊 澤 康 男

伊 藤 和 也

楊 俊 傑

花 安 繁 郎

他機関 名

仮設足

評価

場の結合部の性能に関する実

同上

験的 同上

ソンポル
ポンクムシン

大 幢 勝 利

大 幢 勝 利

ソンポル
ポンクムシン

信頼性

掘削手

シルト

解

順

地

る地震

遠心模

時

型

析を用いた斜面施工時に

の相違による安全性の比

盤上に施工した河川堤防

液状化に伴う側方流動に

実験

お

較

に

関

ける 同上

おけ 同上

する

豊 澤 康 男

堀 井 宣 幸

花 安 繁 郎

他機関 名

玉 手 聡

他機関 名

補強土擁壁の動的遠心模型実験 同上 豊 澤 康 男

他機関 名



題 目 発 表 会 名 年月日 発 表 者

ウェーブ

性化手法

中小規模

ために

レッ

切土

産業

減少

エータの

を駆

開発

ト変換を用いた疲労破

工事での災害を減少さ

安全研究所の研究紹介

面

せ

等

特

る

動源とする回転型アク

試作と特性評価

チュ

日本機械学会材料力

第 回地盤工学若手

学

セ

平成 年度秋季フル

テム講演会

ー

部門講演会

ミナー

ドパワーシス

山 際 謙 太

他機関 名

伊 藤 和 也

池 田 博 康

齋 藤 剛

空気輸送

の静電気

金属によ

プロ

放電

るヒ

セスにおける帯電粉体

の抑制

ドラジンの熱分解挙動

から 第 回

火薬学会西部支部大会

シンポジウム

他機関 名

児 玉 勉

他機関 名

熊崎美枝子

他機関 名

各種作業

のゴンド

粉じん伝

燃焼帯

環境

ラ

ぱ火

前後

鉛直 水

度につい

平荷

て

条件に適応した特殊な

ゴンドラ委員会報告

炎における燃焼速度測

の気流と粒子の移動速

重下における足場の設

構

定

度

造

計強

第 回全国クレーン

第 回燃焼シンポジ

第 回設計工学に関

ム

安

ウ

す

全大会

ム

るシンポジウ

高 梨 成 次

八 島 正 明

大 幢 勝 利

化学プロ

析

アルミニ

関する研

セス

ウム

究

固液攪拌

の試み

にお

における爆発火災災害

粉塵と水との爆発危険

の

性

分

に

けるイオナイザによる除電

第 回安全工学研究

同上

発

同上

表会 板 垣 晴 彦

大 塚 輝 人

板 垣 晴 彦

児 玉 勉

他機関 名

静電気に

査

自己放電

よる

式イ

ん粉体の除電

ジルコニウム粉発火事

オナイザによるサイロ

特性

例

充

調

て

同上

同上

山 隈 瑞 樹

他機関 名

児 玉 勉

山 隈 瑞 樹

他機関 名

過酸化水

スプレー

動

素の

缶の

分解に及ぼす金属の影

破裂による蒸気雲の着

響

火挙

同上

同上

熊崎美枝子

韓 宇 燮

板 垣 晴 彦



題 目 発 表 会 名 年月日 発 表 者

リスク

測とそ

コンテ

その

曲

の

ナ

ぼす桟

作業場

橋

に

面を用いた大規模災害の

リスク評価

クレーンの振動特性

コンテナクレーンの応

の影響

おけるラフテレーンクレ

発

答

ー

生予 第 回安全工学

に及

第 回日本機械

大会

研究

学会

ンの 同上

発表会

交通・物流部門

花 安 繁 郎

他機関 名

高 梨 成 次

他機関 名

吉 見 雅 行

動時

ラフテ

力につ

負

レ

い

担測定

ーンクレーン動作時のブ

て

ーム応 同上

吉 久 悦 二

前 田 豊

吉 久 悦 二

吉 見 雅 行

前 田 豊

佐々木哲也

本 田 尚

つり荷

おける

走

応

全方位

衝突予

視

測

行中のラフテレーンクレ

力頻度の計測

ー

覚センサを用いた移動体追

ンに 同上

跡と 同上

前 田 豊

吉 見 雅 行

吉 久 悦 二

本 田 尚

佐々木哲也

濱 島 京 子

石 原 浩 二

ステレ

跡手法

実現

オ

の

手

物流機

フォー

械

ム

カメラを用いた工場用移

検討

法及び安全制御への応用

用安全制御システムのプ

に利用できるフィールド

動

ラ

バ

体追 同上

ット 同上

スシ

呂 健

呂 健

濱 島 京 子

石 原 浩 二

梅 崎 重 夫

他機関 名

ステム

物流機

手法の

事前の

の

械

提

リ

援装置の

標準化

を対象とした定量的リス

案

スク評価を用いた高所作

ク

業

開発

評価 同上

用支 同上

梅 崎 重 夫

清 水 尚 憲

清 水 尚 憲

梅 崎 重 夫

他機関 名

杭基礎

ンの動

で

的

支持された自立型タワー

遠心実験

クレー 第 回地震工学研究発表会 伊 藤 和 也

玉 手 聡

他機関 名



題 目 発 表 会 名 年月日 発 表 者

地中壁の

関する遠

低温化に

温下での

設置

心模

おけ

貯蔵

による側方流動軽減技

型実験

る水素爆発危険性特性

・利用等の漏洩爆発危

術

険

に

低

性

第 回地震工学研究

水素ステーション爆

関する講演討論会

発

発

同上

表会

危険性評価に

玉 手 聡

他機関 名

水 谷 高 彰

長大橋の

コンピュ

照査

ータ

粉体充填

自立型タ

工程

ワー

用震動の設定の実施例

ーシミュレーションに

の静電気危険性評価

クレーンの動的遠心実

よる

験

第 回地震研究所

第 回静電気学会研

談話

究

土木学会関東支部第

会

会

回技術研究発

吉 見 雅 行

他機関 名

大 澤 敦

玉 手 聡

シルト質地盤

遠心場におけ

上の円形基礎の支持力実験

る矢板の強制変位実験

表会

同上

同上

伊 藤 和 也

他機関 名

伊 藤 和 也

他機関 名

豊 澤 康 男

シルト

一体型補

質地

強土

後方へ転

時間につ

倒し

いて

盤を対象として

擁壁の動的遠心実験

た際の頭部衝撃速度と

脚関節の可動特性と

転倒

床面

同上

第 回姿勢と歩行研究会

伊 藤 和 也

他機関 名

豊 澤 康 男

他機関 名

永 田 久 雄

他機関 名

のすべり

統計学的

スクマネ

中波送信

特性

アプ

ージ

所付

のフック周囲

の違いについて

ローチによる産業災害

メントに関する研究

近に置かれた大型クレ

の

ー

リ

ン

電界強度の測定

日本機械学会関西支

会講演会

平成 年度電気学会

部

全

第 期定期総

国大会

花 安 繁 郎

冨 田 一

植 木 利 之

ウェーブ

特性化手

レッ

法

ト解析を応用した破断面の 日本材料学会フラク

委員会

トグラフィ部門 山 際 謙 太



） 国際研究集会口頭発表

題 目 発 表 会 名 年月日 発 表 者



題 目 発 表 会 名 年月日 発 表 者



題 目 発 表 会 名 年月日 発 表 者



題 目 発 表 会 名 年月日 発 表 者



） 技術誌・一般誌への発表

題 目 発 表 誌 名 発 表 者

巻頭言

労働災

志

害防

ヒドロキシ

波城跡を訪ねて

止に活用できる歴史的災害

特性ルアミン等の爆発危険

仮設機

の考察 セーフ

材

テ

安全工学

マンスリー，

ィ・エンジニアリング

，

，

尾 添 博

梅 崎 重 夫

板 垣 晴 彦

中波による

研究

低層住宅建

大型クレーンの電波障害の

らの設工事における屋根か

対策に関する 働く人の

墜落災害の傾 建設労務

安全と健康，

安全，

安 藤 隆 之

水 谷 高 彰

熊崎美枝子

冨 田 一

日 野 泰 道

向（そ

保護帽

低層住

向（そ

の

を着

宅建

の

ニーカータ

） 墜落災害の死因の

用し頭を守ろう

設工事における屋根か

） 濡れたトタン屋根

ら

で

割

の

も

イプの安全靴！

は頭部損傷、

墜落災害の傾

安全なのはス

同上， 永 田 久 雄

英国に

リンク

おけ

チェ

シミュレー

る最近の労働安全政策

ーンの破断事故と疲労

ションによるヒューマ

の

強

動

度

ンフ

向 安全衛

評価 クレー

ァクター研究 働く人

生

ン

の

コンサルタント，

，

安全と健康，

花 安 繁 郎

本 田 尚

中 村 隆 宏

移動式

燃え拡

りにお

クレ

がり

ける

爆発圧

基礎

力放

ーンのラチスジブの座

研究の発展と動向（そ

不安定性と消炎

屈

の

強

散設備の設計法 その

度（下） 実務展

） 燃え拡が 火災，

望

爆発放散口の 安全工学

，

，

前 田 豊

八 島 正 明

板 垣 晴 彦

爆発圧

比が

力放

以下

散設備の設計法 その

の装置の放散面積

長さと内径の 同上， 板 垣 晴 彦



題 目 発 表 誌 名 発 表 者

爆発圧力放

の設計と点

爆発圧力放

指針

散

検

散

の

日々安全

場

東

設備の設計法 その

・保守

設備の設計法 その

主な改訂内容

急レールウェイサービ

ベ

爆

ス長

ントカバー 安全工学

発圧力放散 同上，

津田車両工 クレーン

，

，

板 垣 晴 彦

板 垣 晴 彦

吉 久 悦 二

社会的な役

移動式クレ

意！転倒を

割

ー

防

を

多い通勤途上

・使命

ン災害防止への取り組

ぐにはアウトリガーの

み

確実

での転倒事故 雇用活性

実務展望

地盤に注

な沈下防止

建設労務

，

安全

化のカギは 労働安全衛生

，

広報，

尾 添 博

玉 手 聡

永 田 久 雄

通勤環境

墜落・転

感電災害の

の改

落

現

静電気による

善 に！

災害における防止対

状

策の

動向金属粉じん爆発災害の

ポイント 同上，

北海道のでん

と事例 安全衛生コン

き，

サルタント，

他機関 名

永 田 久 雄

冨 田 一

山 隈 瑞 樹

シール部に

古いクレーン

流体を用いた磁気式

誌からもっと新しいク

安全

レー

弁の開発 配管技術

ン誌へ クレーン

，

，

齋 藤 剛

前 田 豊

静電気災害

墜落・転落

を

・

独立行政法

害から働く

人

人

防ごう

転倒に気をつけよう！

産業安全研究所 職場

を守るために

にお

安全衛生

同上，

ける労働災 厚生労働

のひ

，

ろば， 山 隈 瑞 樹

永 田 久 雄

堀 井 宣 幸

静電気障災

電機構と作

害

用

分析と対策（第 回

の基礎

） 静電気の帯 静電気学会誌， 山 隈 瑞 樹



題 目 発 表 誌 名 発 表 者

帯電防

巻頭言

止性

お

移動式

度上の

クレ

問題

能の理論的な評価

ごれるもの久しからず

ーンの旋回サークル取

点

り付

仮設機材

けボルトの強 実務展望

マンスリー，

，

大 澤 敦

尾 添 博

前 田 豊

） 著 書

労働科学研

書 名

究所監訳、 産業安全保

等

健エンサイクロペディア

著 者 名 出

永 田 久 雄 労働調査

版 社 名

会

第 巻

性能設

会報告

（分

計体

書

ごみの百科

担翻訳）

系における合意形成・

（分担執筆）

事典（分担執筆）

評価手法に関する研究小委員

本 山 建 雄

藤 本 康 弘

大 幢 勝 利 土木学会

熊崎美枝子 丸善株式

構造工学委員会

会社

足場の

（分担

法面で

検討報

組立

執筆

の土

告書

・解体等作業安全対策

）

砂崩壊防止対策に関す

（分担執筆）

委

る

員

調

会結果報告書

査研究委員会

永 田 久 雄 建設

豊 澤 康 男 建設

業労

業労

働災害防止協会

働災害防止協会



安全

） 安全技

技術

術講

講演会等の開催

演会

当研究所

るほか，昭

供を行って

研究所，

の研

和

いる

月

り講演会を

化学プ

開催

ロセ

究成果は，産業安全研

年以来毎年，安全技術

。平成 年度には，

日には ホテル博

した。参加者数は，東

スにおける爆発危険性

究

に

プロ

多

所

関

，

京会

の

化

評

学

研究報告等及び学協会

する講演会を開催し，

ジェクト研究成果の報

また 月 日には大阪

場が 名，九州会場が

価手法

安全研究グループ

に

研

告

産

おける誌上発表・口頭

究成果の平易な解説や

をテーマとして， 月

業安全技術館において

名，大阪会場が 名，

熊崎美枝子

発表

安全

日

，下

計

により公表す

技術情報の提

には産業安全

記の演題によ

名であった。

粉体取

プログ

人間と

り扱

ラマ

作業

いプロセスにおける粉

ブルな電子制御装置を

空間を共有する建設用

じ

化

利

機

ロ

ん

学

用

械

ボ

機械

爆発の抑制

安全研究グループ

した安全システムの産

システム安全研究グル

ットの安全設計と安全

業

ー

技

システム安全研究グルー

八島 正明

現場への応用

プ 梅崎 重夫

術

プ 池田 博康

） 産業安

中期計画

施すること

に関する要

日に，労

全に

に基

を目

望，

働安

意見・要望

） 水素爆

に関

発危

関する情報交換会

づき，当研究所では，

的に，現場の安全管理

意見をうかがうための

全関連団体等から 名

労

に

の

働

携

産

参

して情報交換を実施し

険性に関する講演討論

た。

会

現場のニーズに対応し

わっている実務者の方

業安全に関する情報交

加を得て，現在の産業

た

々

換

現

これらの結果は報告書と

調査・研究及び技術支

との間で情報交換を行

会 を開催している。

場での問題点，産業安

して取りまとめて公表

援等

い，

平成

全研

した

を積極的に実

研究所の業務

年度は 月

究所に対する

。

平成 年

爆発作業者

評価に関す

共同研究者

における外

月

安全

る講

であ

国人

さらに本年度の

日，本研究所におい

基準策定のための被害

演討論会 を当研究所

る名古屋大学吉川教授

研究者招聘事業により

て

評

に

か

招

，

お

ら

研究で得られた結果が 件

平成 年度厚生科学研

価方法の確立 実施の

いて，国内外の関係研

概要説明として背景，

聘したカナダ・

究

一環

究

実

大学

発表され各々活発な質疑

費補助金による研究課

として， 水素ステー

機関の研究者 名の参

績を報告した後，労働

教授 教授

題

ショ

加の

安全

が講

応答がなされた。

水素ガス漏洩

ン爆発危険性

下に開催した。

衛生推進事業

演を行った。

） 所内講

当研究所

の専門家を

平成 年

演会

の研

講師

月

） 化学物

平成 年

質危

究員全員が参加する研

として招いて所内講演

日 これからの産

究

会

業

（財

討

を

安

）

険性測定セミナー

月 日，安全工学協会との

論会においては，研究

開催している。平成

全研究所に期待するこ

労働科学研究所 副所

の

年

と

長

共催により，当研究所にお

活性化を図るため，研

度には下記の講演会を

酒井 一博 氏

究所

開催

いて標記セミナーを開催

外から各分野

した。

した。本セミ

ナーの特色

分析手法及

の 名の参

は，

び可

加が

座学である講義に加え

燃性ガス・蒸気・粉体

あった。

て

の

最

爆

新の測定機器を用いた

発・火災危険性測定手

測

法

定実習を行ったことで

に関する講義と実習が

，反

行わ

応性物質の熱

れ，ほぼ定員



研

） 研究

究施

施

設の公開及び見学

設の一般公開

文部科

に実施し

公開を行

名（

学

た

っ

機械

） 施設

国

の

外

省主催による科学技術週

。当日は，機械・建設安

た。参加者は企業の安全

・建設安全系見学コー

見学

からの来訪者

間

全

担

ス

における活動の一環と

系見学コースと化学・

当者，安全衛生コンサ

名，化学・電気安全

して

電気

ルタ

系

，研究施設の一般公開

安全系見学コースに分

ント，団体見学者，地

見学コース 名）で

を

け

域

あっ

平

て

住

成 年 月 日

計 研究施設の

民等を含めて計

た。

韓国

生政策

国

厚生

労働局

産

セ

内

労

地

学校研

立電線

修

労

業安全保健研究院建設安

ミナー研修員，タイ国チ

の来訪者

働省安全衛生部長，佐賀

方産業安全専門官，清瀬

生，横浜国立大学文部科

務管理研究会，電気安全

全

ュ

労

市

学

関

研修企画部研修員，ソ

ラロンコン大学短期留

働局審査員候補者，東

役所職員，早稲田大学

技官・他，財団法人鉄

東委員会，独立行政法

ウル

学生

大阪

人間

道技

人消

保健大学教授，国際協

労働基準監督署地方安

科学研究科大学院生，

術総合研究所構造物技

防研究所研究員，清瀬

力

全

職

事

専

業

術研

商工

業団労働安全衛

門官，都道府県

能力開発総合大

究部長・他，日

会建設部会，多

摩地区

知

） 特

市

的

許

財

区

役所

産の活用

分 出 願 番 号 発明の名称 発 明 者

特 許 出 願 特願

特願

特願

高温度帯域用温

クレーンにおけ

度ス

る電
装置ならびに電
ン

異種多重シール

撃軽

装置

イッチ

撃軽減方法およびその
減機能を備えたクレー

清 水 尚 憲
池 田 博 康
齋 藤 剛
他 機 関 名

冨 田 一

齋 藤 剛

特願

特願

移動式クレーン
び転倒防止手段

蒸気ボイラ

における転倒防止方法およ

他 機 関 名

玉 手 聡

清 水 尚 憲
池 田 博 康
齋 藤 剛
他 機 関 名

特願

特願

横吊りランプ

仮設構成部材における疲労限界検出方法

玉 手 聡

大 幢 勝 利
他 機 関 名



区 分 出願番号 特許番号 発明の名称 発 明 者

特 許 出 願 特願

特願

特願

電界測定装置及び電

補強部材を用いた斜

界

面

及びその装置

部分放電の発生を検知

測定方法

補強の設計支援方法

児

山

他

豊

他

冨する装置

玉 勉

隈 瑞 樹

機 関 名

澤 康 男

機 関 名

田 一

特 許 登 録 第 号

第 号

コロナ放電装置

粉体着火試験装置

他

山

児

山

児

機 関 名

隈 瑞 樹

玉 勉

隈 瑞 樹

玉 勉

第 号

第 号

第 号

ロボットの回転位置

大気圧グロー放電発

検

生

除電器

出装置

器及び除電気

張

梅

小

大

大

偉 林

崎 重 夫

林 茂 信

澤 敦

澤 敦

） 特許の実施

由移吊下げ自

第 号

実 施 し た 発 明 の

動機構（特許第

名

号

地耐力測定方法およ

称（特許番号 出願番

）

び

号

その装置

）

玉 手 聡

件 数

（継続中）

靴底・床

大気圧グ

人体落下

材滑

ロー

衝撃

り試験機（特許第

放電発生器及び除電器

吸収補助具（特願

（特

号）

許第 号）

）

（継続中）

（継続中）

（継続中）



行

） 災

政

害調

行

第 章

機関等に対する協力

査等における協力

政機関等名称

国内外の産業安全機

協 力

関等との協力

事 項
災害発生
年 月 日

厚生労

郡山労

厚生労

四日市

働

働

働

労

厚生労

三重労

働

働

省安全衛生部安全課

基準監督署

省安全衛生部安全課

働基準監督署

町民

故調

車体

省安全衛生部安全課

基準監督署

擁壁

センター建設工事にお

査

工場プレス挟まれ事故

け

工事における鉱滓土の土砂

る移動式クレーンの転倒事

崩壊災害原因調査

厚生労

鶴見労

厚生労

大分労

働

働

働

働

厚生労働

省安全衛生部安全課

基準監督署

省安全衛生部安全課

基準監督署

内部

アン

省安全衛生部安全課 静岡

浮き屋根付きガソリン

ローダテンションバー

タ

破断

県でのビル解体における壁

ンクの爆発火災原因調

事故調査

査

崩壊災害調査

厚生労

瀬峰労

厚生労

秩父労

働

働

働

働

山梨県韮

省安全衛生部安全課

基準監督署

省安全衛生部安全課

基準監督署

宮城

埼玉

崎警察署 マグ

の捜

県での道路拡幅工事に

県での鉄道土砂崩壊災

お

害調

ネシウム粉塵に関わる

査関連事項照会に対す

爆

る回

ける法面崩壊災害原因

査

調査

発及び火災事故等につ

答

いて

（回答日）

厚生労

鹿児島

厚生労

横須賀

働

労

働

労

厚生労

厚生労

働

働

省安全衛生部安全課

働基準局

省安全衛生部安全課

働基準監督署

鹿児

神奈

査

省安全衛生部安全課

省安全衛生部安全課

福島

三重

島県での花火工場爆発

川県での急傾斜地対策

災

工

害

県での斜面工事現場に

県ゴミ固形化燃料貯蔵

おけ

サイ

原因調査

事における土砂崩壊災害調

る土砂崩壊災害調査

ロの爆発災害調査

四日市

厚生労

愛知労

労

働

働

働基準監督署

省安全衛生部安全課

局

愛知県 タンク爆発火災災害調査



行政機関等名称 協 力 事 項
災害発生
年 月 日

岡山県総

厚生労働

厚木労働

社警

省安

基準

経済産業省中

察署 採石

項照

全衛生部安全課

監督署

神奈

場

会

川

部近畿鉱山保安 バケッ

における大規模斜面崩

に対する回答

県生ゴミ処理施設の爆

壊

発災

事

トエレベーターで発生した

故に関する調査関連

害調査

事

粉じん爆発についての

（回答日）

監督部

厚生労働

瀬峰労働

省安

基準

厚生労働省安

災害

全衛生部安全課 福島

監督署 宮城

捜査

事

県

県

関

全衛生部安全課 福岡県

例に対する回答

での遺蹟発掘現場にお

での道路拡幅工事にお

連事項照会に対する回

ける

け

答

る

パーティクルボード工場に

土砂崩壊災害調査

法面崩壊災害に関する

おける爆発火災災害調

（回答日）

（回答日）

北九州西

宮城県大

北九州西

労働

和警

労働

働基四日市労

基準監督署 査

察署 マグ

対す

基準監督署 塩化

ネ

る

鉄

る回

準監督署

答

製

シウム粉じん爆発につ

回答

工場で発生した発火事

造施設で製造した

い

故

て

に

の発

の捜査関連事項照会

関する鑑定委嘱に対

に

す

連火についての捜査関

（回答日）

（回答日）

注） 印は平

） 委員会

行政機

活

関

事項

成 年度からの継続，

照

印

動等における協力

等名称

会

は平成 年度に継続

協 力 事 項 氏 名

人事院

人事院

厚生労働省

安全専門委

平成 年度

員

労働

労働安全衛生コ

基準監督官採用試験専門

ンサルタント試験委員会

委員

委員

尾 添 博

本 田 尚

玉 手 聡

池 田 博 康

尾 添 博

厚生労働

厚生労働

厚生労働

省

省

省労

労働安全衛

労働安全衛

働基準局 労働安全衛

生

生

生

総

総

規

合研究事前評価委員会

合研究中間・事後評価

則第 条に基づく審査

委

委

委

員

員会委員

員

尾 添 博

尾 添 博

永 田 久 雄



） 研

行

修講

政機

師派遣等における協力

関等名称 講 演 課 題 等 年月日 氏 名

労働研

労働研

修

修

千葉労働

所 クレーン

所 産業安全

等

技

局 静電気によ

の構造力学

術館展示物説明及び総合質

る爆発火災災害の防止につ

疑応答

いて

前 田 豊

清 水 尚 憲

山 隈 瑞 樹

労働研

労働研

労働大

修

修

学

島根労働

所 仮設構造

所 土砂崩壊

校 講義 自

物

災

動

局 土砂崩壊災

の強度計算

害の防止対策

化と安全 及び施設見学

害の事例と防止対策について

大 幢 勝 利

豊 澤 康 男

池 田 博 康

堀 井 宣 幸

労働大

労働大

長野労

学

学

働

労働大学

校 電気災害

校 爆発火災

局 はさまれ

校 フェール

の

の

・

セ

防止対策

防止対策

巻き込まれ災害防止の

ーフ

基本と応用

山 隈 瑞 樹

安 藤 隆 之

清 水 尚 憲

梅 崎 重 夫

延岡労

労働大

労働大

働

学

学

労働大

労働大

学

学

基準監督署 電気火災

校 力学の基

校 構造力学

に

礎

校 仮設構造

校 土砂崩壊

物

災

ついて

の強度計算

害の防止対策

冨 田 一

吉 久 悦 二

前 田 豊

永 田 久 雄

玉 手 聡



その他

行政機関等名称 協 力 事 項 年月日

清瀬市役

多摩地区

所

市役

厚生労働省

市報きよ

学生ジュニ

所 多摩地区の

せ

ア

市

記

役

厚生労働省

所

から

の取材（ジュニア記者

者（ 名）と市職員

所広報担当課長・係長

見

（

が

安全衛生部長と専門官が

て聞いて感じて）のた

名）が来所

施設見学のため来所

め中

，研究業務視察のために来

労働大学

東大阪労

校

働基

佐賀労働

者

局審

都道府県労

講義受講と

準監督署 東大阪労働

査員候補 佐賀労働局

働

研

基

局

究

準

審査

地方産業安全専門官

施設見学のため来所

監督署地方安全専門官

員候補者 名が研究施

名

が

設

が，研修のため当研究

研究施設見学のため来

見学のため来所

所で

所

，

国内外の

） 国内外研

若手研究者・技術者の

究機関の研究員等の受

区 分

入れ

育成

受 託 件 数 人 員 数

大学関係

大学関係

大学関係

の研

の研

を除

大学関係を除

究生（国内）

究生（海外）

く機関の研究生（国内）

く機関の研究生（海外）

合 計



） 重点研究支援協力員等の受入れ

生産シ

度化に

研

ス

関

究 テ ー マ

テムにおける安全技術の

する研究

同上

高

同上

所 属・職

重点研究支援協力員

重点研究支援協力員

名

重点研究支援協力員

期 間 氏 名

ソンポル

ポンクムシン

韓 宇 燮

小 林 茂 信

同上

同上

同上

重点研究支援協力員

重点研究支援協力員

重点研究支援協力員

植 木 利 之

万 年 園 子

佐 藤 昇

掘削工

に関す

事

る

における建設労働災害防

研究

同上

止

同上

重点研究支援協力員

重点研究支援協力員

重点研究支援協力員

タムラカル

スレンダラ

有 木 高 明

石 原 浩 二

） 大学等講師派遣

講 義 課 題 派 遣 大 学 等 期 間 氏 名

建設マ

建設

静電気

自動化

ネ

工

火

シ

土木工事

ジメント（建設安全管理

事にかかる安全問題

災の発生機構

ステム設計における機械

論

安

における安全管理と技術者

） 広島工業大学

消防大学校

全 職業能力開発大学校

倫 神戸大学工学部

花 安 繁 郎

山 隈 瑞 樹

梅 崎 重 夫

花 安 繁 郎

理

静電気

策の基

に

本

よる災害の発生機構とその対 近畿大学工学部 山 隈 瑞 樹



国内

） 学協会

外の

の委

産業安全研究機関等

員会活動等への協力

との協力

特定構造物
動予測

の

掘削機操作に

題 目

耐震設計を目的とした強震

おける空間的注意配分特性

発 表 会

産業技術総合研究所
ターセミナー

日本原子力学会ヒュ
ステム研究調査委員

名

活

ー
会

等 年月日

断層研究セン

マンマシンシ

担

吉

中

当者氏名

見 雅 行

村 隆 宏

機械の安全

背面が接地
の解析解の

快適職場の

と

さ
帯

た

発火源の管理

予防

れた薄い絶縁体の表面
電防止性能評価への応

めの人間工学

電位
用

と静電気対策

神奈川県工業技術研

国際ディスクドライ
トロール分科会

中央労働災害防止協

修セ

ブ

会
国快適職場推進大会

安全工学協会第 回安

ンター

協会 コン

平成 年度全

梅

大

永

全工学セミナ 山

崎 重 夫

澤 敦

田 久 雄

隈 瑞 樹

爆発放散口

背面が接地
の解析解の

の

さ
帯

静電気による

設計

れた薄い絶縁体の表面
電防止性能評価への応

電位
用

災害の発生機構

ー

同上

第 回建築床特殊性能

火薬学会西部支部静
る研究会

電

研究会

気安全に関す

板

大

山

垣 晴 彦

澤 敦

隈 瑞 樹

統計学的ア
スクマネジ

電磁妨害と

プ
メ

静電気災害の

ローチによる産業災害
ント

指令の概要

のリ

事例と対策の具体例

日本高圧力技術協会
から学ぶリスクマネ

日本溶接協会電気溶
術講演会

セ
ジメ

接

中災防中部安全衛生
ー静電気安全対策研

サ
修会

ミナー 事故
ント

機部会溶接技

花

冨

ービスセンタ 山

安 繁 郎

田 一

隈 瑞 樹

地盤振動伝
いて

オゾン，酸
危険性

播

素

上記の他
演会等に参

，学
加し

のモデル化と振動対策

等支燃性ガスの爆発・

につ

火災

協会への協力としては
て当研究所の研究成果

，
を
産
反

地盤工学会地盤環境
対策の新技術に関す

安全工学協会第 回
スの安全に関する講

振
る研

半
習会

業安全に関する調査・
映するなど，学術・技

研
術

動の評価予測
究委員会

導体工業用ガ

伊

松

究，規格・基準作成の
の面で学協会等の事業

委員
に協

藤 和 也

井 英 憲

会活動，講
力しており，

平成 年度
委員会等
安全工学
ム学会，日
人間工学会

には

協会
本化
，日

主として以下の学協会

，火薬学会，静電気学
学会，日本火災学会，
本溶接協会，安全衛生

等

会
日
技

に

，
本
術

協力した。

地盤工学会，電気学会
学術会議，日本機械学
試験協会，危険物保安

，
会
技

土木学会，日本フルー
，日本建築学会，日本
術協会，建設業労働災

ドパ
材料
害防

ワーシステ
学会，日本
止協会，鉱



業労働災
協会，電

害
気
防止協会，高圧ガス保安
安全関東委員会，日本労

協
働
会，産業安全技術協会
安全衛生コンサルタン

，全
ト会
国指定教習機関協会，
，林業・木材製造業労

中央
働災
労働災害防止
害防止協会，

仮設工業
ーン協会
気協会，
沿岸開発
ギー総合
東京大学

会
，
日
技
工
大

研究成果

，石油産業活性化センタ
日本トンネル技術協会，
本電子部品信頼性センタ
術研究センター，宇宙
学研究所，失敗知識活用
学院，武蔵工業大学，他

ー
日
ー
開発
研

の公表等

，全国仮設安全事業共
本化学工業協会，日本
，日本電設工業協会，
事業団，宇宙航空研究
究会，製造科学技術セ

同組
海事
日本
開
ンタ

合，電気安全全国連絡
検定協会，日本機械工
粉体工業技術協会，日
発機構， 組
ー，日本工学アカデミ

委
業
本
織委
ー

員
連
保

安

会，日本クレ
合会，日本電
安用品協会，
員会，エネル
全専門部会，

全公団産
頼性学会
静電気学

業
，
会

日本ロボ
頼性学会

ッ
，

安全保健研究院，安全工
産業・組織心理学会，姿
，地盤工学会，電気学会
ト学会，日本火災学会，
日本電子部品信頼性セン

学
勢
，
日
タ

協会，火薬学会，国際
と歩行研究会，信頼性
土木学会，日本クレー
本学術会議，日本機械
ー，日本燃焼学会，ボ

ディ
設計
ン協
学会
イラ

スクドライブ協会，国
技術委員会，生活支援
会，日本フルードパワ
，日本建築学会，日本
・クレーン安全協会，

際
工
ー

建
学
シ
材料
仮設

韓国産業安
設リスク・信
系学会連合，
ステム学会，
学会，日本信
工業会，建設

業労働災
東京大学
講演・
安全工

術協会，

害
地
講
学
日

機械工業
職業能力
ター，延

連
開
岡

防止協会，中央労働災害
震研究所，北海道電気協
義等
協会，火薬学会，地盤工
本クレーン協会，国際デ

防
会

学
ィ

合会，産業技術総合研究
発大学校，神戸大学工学
労基署，千葉労働局，長

所
部
野

止協会，日本労働安全
，労働調査会，メトラ

会，日本学術会議，日
スクドライブ協会，日

衛生
ート

本機
本溶

活断層研究センター，
，鳥取大学工学部，茨
労働局，島根労働局，

近畿
城県
労働

コンサルタント会，厚
レド，他

械学会，日本原子力学
接協会，四国地区電力

生

会
需

労

，
用

大学工学部，広島工業
商工労働部，神奈川県
研修所・労働大学校，

大学
工
仮
業
設

働問題研究会，

日本高圧力技
者協会，日本
，消防大学校，
技術研修セン
工業会，産業

安全技術
工業社，

） 研究

協
北

協

国内共

会，中央労働災害防止協
関東地区化学技術懇話会

力・技術指導等

会
，

同研究

，全国指定教習機関協
建築床特殊性能研究会

会，
，他
爆発火災等労働災害防止研究会，粉体と

共同

東京大
研究科

武蔵工

研

学大

業大

究機関名

学院工学系 地盤流動
る実験的

学 杭基礎で
的不安定

に
研

支
性

よ
究

持
に

課 題 名

る作業施設の被害軽減

されたタワークレーン
関する研究

技

の

年月日

術に関す

地盤工学

担当者氏名

玉 手 聡

玉 手 聡
豊 澤 康 男
伊 藤 和 也
高 梨 成 次

静岡県
ンター

春日電

静岡

機株

工業技術セ プレス機
法の開発

式会社 粉体用除

械

電

を

器

対象としたリスクアセ

の防爆性能の検討

スメント手 梅 崎 重 夫
清 水 尚 憲

児 玉 勉
山 隈 瑞 樹



国際研

研

究交

究交

流（研究協力協定を含

流機関名

む）

実 施 内 容 年月日

（国立安全

（フランス

（研究協力

衛

）

協

韓国産業安全

生研究所）

定締結機関）

共同研

公団産業安全保健 共同セ

究に係る人的交流，情報交

ミナー，人的交流，情報交

換等の実施

換等の実施

研究院（韓

（研究協力

中国海洋大

（研究協力

国

協

学

協

（イギリス）

）

定締結機関）

（中国）

定締結機関）

研

共

究協

同研

力協定を締結，研究者

究に係る人的交流，情

の受

報交

入

換等の実施

（研究協力

ソウル産業

（研究協力

韓国釜慶大

協

大

協

学

（研究協力協

定締結機関）

学校（韓国）

定締結機関）

共

校工科大学（韓国） 共

同研

同研

定締結機関）

究に係る人的交流，情

究に係る人的交流，情

報

報

交

交

換等の実施

換等の実施

技術指

協力先

導等

機

産業技術総

断層研究セ

合

ン

関名

研究所活 年イラ

ター て，客員研

協

ン南

究員

力 事 項

東部バム地震の緊急研

として協力

究に

年月日

つい

担

吉

当者氏名

見 雅 行

日本地震工学会 産業技術総

研究員とし

調査団に加

施

合研

て，

わり

究所活断層研究センタ

バム地震被害の日本地

，イランにおいて現地

ー

震

調

の

工

査

客員

学会

を実

吉 見 雅 行



） 外部

流動

機

研

関の研究員の招聘

究員

大規模

査研究

研

産業

建設労

ーマン

働災

エラ

究 テ ー マ

災害の頻発要因に関す

害の発生原因としての

ー防止に関する研究

る調

ヒュ

所 属・職

遠藤克和社会保険

前所長

佐藤工業 総合研究

主任研究員

労務

名

所

期 間

士事務所

氏 名

遠 藤 克 和

高 木 元 也

接合部

の開発

材の

） 外部

研 修

機

区

疲労損傷モニタリング技術

関への研修

分 研 修 先

筑波大学助教授

研 修 内 容 期 間

佐々木哲也

氏 名

労働安

研究推

労働安

全衛

進事

全衛

研究推進事

生総合

業

大学

（カナダ）

生総合 大

業 （アメリカ）

学

水素漏洩拡散時の

関する研究

負荷履歴の影響を

燃焼

考慮

年圧力設備の高信

破壊評価手法の開

頼度

発

特性に

した経

弾塑性

大 塚 輝 人

本 田 尚

） 国際

海外

協

派

機 関 等

力・海外派遣等

遣

の 名 称

境界領域・

協 力 事

人間科学安全研究グル

項

ー

等

プ中村隆宏を，

年月日

（

中国海

全科学

洋大

技術

）

業安韓国産

フランス

学，国立安

センター

理事長尾

大学との

に

添

国

派

博

際

ターとの

全公団産業 機械シス

協議

テム

遣

と建設安全研究グル

研究協力協定の調印

と

ープ

及び

のため中国へ派遣

安全研究グループ清水尚

の打ち合わせ他のため

永田久雄を，中国海洋

国立安全科学技術セン

憲，物理工学安全研究

安全保健研究院 グループ

韓宇燮を

く日韓共

大

，

同

澤

韓

セ

敦，化学安全研究グ

国産業安全保健研究

ミナー における講

ルー

院と

演

プ重点研究支援協力員

の研究協力協定に基づ

のため韓国へ派遣



機 関 等 の 名 称 協 力 事 項 等 年月日

化学安全研

合わせのた

会議

機械システ

の依頼によ

究グ

めイ

ム安

り

に有人プロ

るため，日

グラ

本代

ループ安藤隆之と藤本

ギリスへ派遣

全研究グループ池田博

プロジ

ム検証及び協調ロボッ

表としてドイツへ派遣

康

康

ェク

ト

弘を，共同研究打ち

を，ロボット工業会

トチーム国際会議

の安全要件を提供す

社，

（

ソウル産業大

）

機械システ

ヨーロッパ

のため，ド

社， 化学安全研

ム安

にお

イツ

究グ

社 業の研究機

学校 物理工学安

関及

全研

全研究グループ池田博

けるロボット安全研究

とフランスへ派遣

ループ藤本康弘と熊崎

康，

と

美

びプラント等訪問のた

究グループ児玉勉と山

め，

隈

齋藤剛，清水尚憲を，

労働保健制度の調査

枝子を，米国化学企

アメリカへ派遣

瑞樹を，国際研究協

釜慶大学校

海外からの

力協定の協

物理工学安

力協定の協

力内

全研

力内

来訪者

容に関する協議のため

究グループ児玉勉と山

容に関する協議のため

韓国

隈

韓国

へ派遣

瑞樹を，国際研究協

へ派遣

機 関 等

韓国産業安

院建設安全

ソウル保健

の

全

研

大

名 称

保健研究

修企画部

韓国産業安

が研修の一

学 ソウル保健

全保

環と

大学

して，産業保健

協 力 事 項

健研究院建設安全研修

して来訪

の教授 名が産業保健

企

セ

に関する事業運営の現状視

等

画部李光碩ほか 名

ンター構築の一環と

察のため来訪

年月日

国際協力事

全衛生政策

韓国産業安

院統計調査

業

セ

全

部

中国海洋大学

団労働安

ミナー

労働安全衛

が来訪

保健研究 韓国産業安

害統計分析

中国海洋大

装置を使用

生セ

全保

手法

学環

した

ミナー研修のため カ

健研究院統計調査部

の調査のため来訪

境科学与工程学院洪波

実験に係る研修等のた

国

高

め来

名の外国人研修員

他 名が災

級技術師が遠心載荷

訪

タイ国チュ

大学

ラロンコン タイ国チュ

一環として

ラロ

来訪

ンコン大学より，消防研究所での短期留学の



付 録

） 平成

第 業

効

務

率

独

的

状

な

況

年度計画（要旨）

運営の効率化に関する目

的な業務運営体制の確立

立行政法人産業安全研

標

究所

運営を行う。研究所の業

を踏まえた見直しを行う

務

と

を達成するためとるべ

（以下「研究所」とい

き事

う。

を効率的に行うため，

ともに，必要に応じて

管理

関連

項

）の組織体制は，柔軟な体

運営に係る所内会議等

規程類の改訂を行う。

につ

制を維持し効率

いては前年度の

務

て

内

の

構

節

ま

施

た

設

部研究評価会議を開催し

推進を図る。また，業務

築した業務管理システム

電・節水による省資源，

，競争的外部研究資金へ

貸与の広報を行う。

，

の

を

省

の

その結果を研究管理・

実施状況の把握及び業

改良し，試験的に運用

エネルギーに努め，所

積極的な応募を行うと

業務

績等

する

内

とも

運営に反映させ，より

を適正に評価するため

。

の活用によるペー

に，インターネット等

効

の

パ

率

支

ー

によ

的な調査研究業

援システムとし

レス化を図る。

る受託研究及び

効

究

設

第 国

率

研

施

備

民

労

業

働

界

的な研究施設・設備の利

究施設・設備の共同利用

設・設備の一覧を研究所

の共同利用を働きかける

に対して提供するサービ

用

を

の

。

ス

現場のニーズを的確に把

団体や第一線の安全管理

握

者

行い，研究資源の効率

ホームページに公開す

その他の業務の質の向

的な

ると

上に

し，業務へ積極的な反

等を対象とした産業安

映

全に

活用を図る。このため

ともに，関係研究機関

関する目標を達成する

，

に

た

共

対

め

関する情報交換会を開催す

同利用可能な研

して研究施設・

とるべき事項

る。

労

ク

働

中

ト

現場のニーズ及び行政ニ

期目標に示された重点研

研究を実施する。

建設機械の保守管理シ

建設労働災害の発生原

ー

究

ス

因

人間・機械協調型作業

産業リサイクル過程に

シ

お

ズに沿った調査及び研

領域において，重点的

テム高度化のための損

としてのヒューマンエ

究業

に研

傷評

ラー

ステムの基礎的安全技

ける爆発・火災災害防

術に

止に

務の実施

究資金と研究要員を配

価技術の開発

防止に関する研究

関する研究

関する研究

する下記のプロジェ

書

を

研

を

行

得

災害

産

仮設構造物の耐風性に

究所の研究基盤を継続的

作成し，基盤的研究を計

政から依頼を受けたとき

て，労働災害の原因調査

関

に

画

，

等

調査に迅速，的確に対応

業安全に関する国際基準

す

，

するアセスメント手法

充実・向上させるため

的に実施する。

又は調査・研究の実施

を実施するとともに，

の開

に，

上必

厚生

る。

国内基準の制改定等のため

発

研究背景，研究概要等

要とするとき，労働基

労働大臣から緊急の依

を

準

頼

記

監

が

国内外の委員会に参加し，

載した研究計画

督機関等の協力

あった場合に，

研究所の研究成

果

外

プ

結

を

産

部

ロ

果

提供する。

業安全に関する国内外の

評価の実施及び評価結果

ジェクト研究について進

を研究管理・業務運営に

科

の

捗

反

学技術情報，資料等の

公表等

状況，研究成果等を評

映させる。

調査

価す

を行う。

るため，外部研究評価会議を開催し，評価



成果

内

の積

部研

極的な普及・活用

究評価会議により，研究計画の見直し，研究進捗状況の管理，研究環境の整備等を行い，研

究成

平

をホ

究所

等へ

果の

成

ーム

特別

の寄

研

研

究成

究所

発表を促進する。

年度の研究成果に関す

ページに公開する。平

研究報告及び研究成果

稿を積極的に行う。

果の一般への普及を目

の一般公開を実施し，

る

成

を

研

活

的と

主要

究所内外の刊行物に発

年度年報，安研ニュー

用した技術ガイドライ

した技術講演会を，東

な研究成果の紹介及び

表

ス

ン

京

研

した論文について，原

，産業安全研究所研究

等を発行する。また，

，大阪他 カ所で開催

究施設の公開を行う。

則と

報告

研究

する

してその全数

，産業安全研

成果の一般誌

。

特

の広

国内

積

導，

許権

報等

外の

極的

技術

国

提案

内外

・受

の取得を積極的に進め

を実施し，知的財産の

産業安全関係機関との

に外部研究員の受入を

移転等の協力・支援を

る

活

協

引

行

と

用

力

き

う

の産業安全に係る研究

入を積極的に行う。

者と

ともに，特許流通デー

促進を図る。

の推進

続き行うとともに，研

。

タ

究

研究交流を行う。また，

ベースへの登録，研究

所職員による他機関等

所ホ

への

民間，他機関等に対して共

ームページで

講演，技術指

同研究課題の

第 予算

第

び資金

第 短期

重大

，収

の

計画

借入

な公

具体的

第 剰余

に策

金の

支及び資金計画

「業務運営の効率化に関

を策定した。

金の限度額

務災害等の発生に伴う

す

補

る

償

定した。

使途

目標を達成するためと

費の支払い等，偶発的

る

な

べき事項」に配慮した

出費に対応するため，

予算

短期

，収支計画及

借入限度額を

研究

・研究

第 その

用機

交流

他主

人事

新規

用に採

器等を充実させるため

への参加及び職場環境

務省令で定める業務運

に関する計画

研究員の採用に際して

努める。

の

の

営

整

快

に

は，

備，広報や研究成果発

適さを向上させるため

関する重要事項

公募による選考採用を

表

の

原

等の充実，職員の資質

整備。

則とし，また若手育成

向上

型任

のための研修

期付研究員の

施設

遠心

・設備に関する計画

力積荷実験装置とその設備環境整備



） 産業

昭和 年

安全研究所年譜

伊藤一郎氏その他民間有志から国立安全研究機関の設立について提唱され，安全研究所の

昭和 年

昭和 年

昭和 年

昭和 年

昭和 年

開設を具体化す

月 日 厚生省産業安全

月 日 厚生省研究所産

月 日 附属産業安全参

月 日 労働省の発足と

る

研

業

考

共

長，庶務課，安

月 日 安全科が参考館

全

課

ため，官民合同の設立

究所が開設され，初代

安全部と改称される。

館の開館式を挙行，同

に厚生省より移管され

科，機械科，土木建築

と改称される。

委員

所長

日

，労

科，

会が設置される。

に厚生技師武田晴爾が

より一般公開が開始さ

働省産業安全研究所と

化学科と改められる。

就

れ

改

任

る

称

。

。

される。組織が所

昭和 年

昭和 年

昭和 年

昭和 年

昭和 年

昭和 年

月 日 武田所長退官し

月 日 中島所長退官し

月 日 組織が所長，庶

月 日 開所 周年記念

月 日 産業安全参考館

，

，

務

式

が

月 日 組織が所長，庶

化学課，電気課

務

）

化学課長中島誠一が所

福島労働基準局長高梨

課，指導課，機械課，

典が当所講堂で労働大

産業安全博物館と改称

長に

湛が

土木

臣ら

され

課，特殊技術指導部（

に改められる。

指導

就任。

所長に就任。

建築課，化学課，電気

臨席のもとで行われる

る。

課，博物館課），研究部

課

。

と

（機

改められる。

械課，土木建築課，

昭和 年

昭和 年

昭和 年

昭和 年

昭和 年

昭和 年

昭和 年

昭和 年

月 日 土木建築課が土

月 日 大阪市森ノ宮東

月 日 高梨所長退官し

月 日 研究部に防爆課

月 日 東京都清瀬市の

木

之

，

が

日

月 日 旧田町庁舎改築

月 日 山口所長労働省

月 日 組織が所長，機

の

安

械

課，建築課に改組され

町に大阪産業安全博物

労働省労働基準局安全

新設される。

本鋼管付属病院敷地を

る。

館を

課長

買収

ため，屋外実験場の一

全衛生部長に転任し，

研究部，土木建築研究

部を

労働

部，

開設し，一般公開が開

山口武雄が所長に就任

し，屋外実験場とする

始

。

。

さ

仮庁舎として移転。

省安全衛生部安全課長

化学研究部，電気研究

住

部

谷

の

れる。

自省が所長に就任。

研究部，博物館

昭和 年

昭和 年

昭和 年

昭和 年

昭和 年

昭和 年

課及び庶務課の

月 日 住谷所長退官し

月 日 産業安全会館竣

月 日 産業安全博物館

月 日 産業安全技術館

，

工

を

が

月 日 上月所長退官し

月 日 清瀬実験場に機

，

械

課に改められる。

電気研究部長上月三郎

。

産業安全技術館と改称

田町新庁舎に開館。

が所

し，

機械研究部長秋山英司

実験棟が竣工。

が所

長に就任。

博物館課を安全技術課と改

長に就任。

称する。

昭和 年

昭和 年

昭和 年

昭和 年

昭和 年

昭和 年

昭和 年

月 日 秋山所長退官し

月 日 川口所長退官し

月 日 清瀬実験場に機

月 日 森所長退官し，

月 日 清瀬実験場に化

月 日 第 回産業安全

月 日 田町庁舎内産業

，

，

械

機

学

研

安

北海道労働基準局長川

土木建築研究部長森宜

安全システム実験棟が

械研究部長前郁夫が所

安全実験棟が竣工。

究所安全技術講演会が

全技術館 階部分が改

口

制が

竣工

長に

田町

装さ

供が所長に就任。

所長に就任。

。

就任。

庁舎 階講堂で開催さ

れる。

れる。

昭和 年

昭和 年

昭和 年

昭和 年

平成 年

月 日 皇太子殿下清瀬

月 日 田町庁舎内産業

月 日 田町庁舎内産業

月 日 清瀬実験場に建

月 日 前所長退官し，

実

安

安

設

田

験場へ行啓，研究施設

全技術館 階の建設安

全技術館 階の化学・

安全実験棟が竣工。

中隆二が所長に就任。

等を

全関

電気

御視察になる。

係の展示室が改装され

安全関係の展示室が改

る

装

。

される。



平成 年

平成 年

月

月

日 清瀬実験場に電気

日 田中所長退官。

安全実験棟及び環境安全実験棟が竣工。

平成 年

平成 年

平成 年

平成 年

平成 年

月

月

月

月

月

平成 年

平成 年

月

月

日 土木建築研究部長

日 清瀬実験場に材料

日 清瀬実験場に総合

日 総合研究棟及び材

日 産業安全研究所を

木

・

研

料

田

下

新

究

・

町

日 改築のため大阪産

日 木下所長退官し，

業安

化学

鈞一が所長に就任。

技術実験棟が竣工。

棟が竣工。

新技術実験棟落成式並

庁舎から清瀬実験場に

び

移

全技術館が仮庁舎に移

研究部長森崎 繁が所

転

長

に設立 周年記念式典

転。

。

に就任。

挙行。

平成 年

平成 年

平成 年

平成 年

月

月

月

月

月平成 年

日 研究部が機械シ

全研究部に改めら

日 産業安全技術館が

日 大阪産業安全技術

日 安全技術課が研究

ス

れ

全

館

企

る

面

が

画

森崎所長退官し，

日 共同研究実験棟が

物理

竣工

テム安全研究部，建設

。

改装され，記念講演会

改築竣工。

調整課に改組される。

安全

が

工学安全研究部長田畠

。

泰

研究部，化学安全研究

開催される。

幸が所長に就任。

部及び物理工学安

平成 年

平成 年

平成 年

平成 年

平成 年

月

月

月

月

月

日 田畠所長退官。

日 福岡労働基準局長

日 厚生労働省の発足

日 尾添所長退官。

日 独立行政法人通則

尾

と

法

添

と

の

尾添博が理事長，

組織が理事長，理

安全研究グループ

河尻

事

，

，

建

博が所長に就任。

もに，厚生労働省産業

施行に伴い，独立行政

安

法

義正が理事，浅野和俊

監事（非常勤），総務

設安全研究グループ，

，

課

化

，

全研究所となる。

人産業安全研究所とな

関口宏明が監事（非常

研究企画調整部，研究

学安全研究グループ，

る。

勤）

部

物理

に就任。

（機械システム

工学安全研究グ

平成 年

平成 年

月

月

ループ，境界領域

日 河尻理事，浅野監

日 松井英憲が理事，

・

事

安

人

，

達

間科学安全研究グルー

関口監事が退任。

洋，岩崎守康が監事

プ

（非

）に改められる。

常勤）に就任。
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電気室

共同研究実験棟 材料･新技術実験棟

機械安全システム
実験棟

建設
安全実験棟

環境安全実験棟

倉庫

守衛室

総合研究棟

化学安全実験棟

電気安全
実験棟

粉塵帯電実験施設

放電着火実験室

実験ガス配合室

配管等爆発
実験施設

液体攪拌帯電
実験室

東京病院

救世軍病院

空堀川

西武池袋線

複十字病院

バス停

至池袋至所沢

志木
街道

至浦
和

小児病院
都立産業安全

研究所
（NIIS）

小
金
井
街
道

武
蔵
野
線

至
南
浦
和

JR

交

秋津駅

新
秋
津
駅

３）産業安全研究所案内図

独立行政法人 産業安全研究所
〒２０４ー００２４東京都清瀬市梅園１丁目４番６号
Ｔｅｌ．（０４２４）９１ー４５１２（代表）
Ｆａｘ．（０４２４）９１ー７８４６
ホームページ　http:/ / www.anken.go.jp/

交通機関
西武池袋線清瀬駅南口下車，バス停２番乗車，
国立東京病院北 下車（所要時間７分）

構 内 配 置 図

清瀬駅

バス停（国立東京病院北）

（清瀬駅南口）
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